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１７５ 

福 祉 政 策 課 

 

１．福祉政策課の概要 

管理係、地域係及び指導監査室において、社会福祉行政の企画調整、戦没者の遺族援護、民

生児童委員活動援護業務及び社会福祉法人の許認可・指導監査等を所掌している。 

 

２．所管する主な計画 

（１）下関市地域福祉計画 

社会福祉法第１０７条の規定に基づく、地域福祉を総合的に推進していくことを目的とし

た計画で、第１期計画の計画期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間、第２期

計画の計画期間は、平成２５年度から平成２９年度までの５年間、第３期計画の計画期間は、

平成３０年度から令和４年度までの５年間としている。第４期計画の計画期間は、令和５年

度から令和９年度までの５年間として策定を行っている。 

 

 （２）下関市再犯防止推進計画 

    「再犯の防止等の推進に関する法律」に基づく、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ

計画的に推進し、安全で安心して暮らせる社会の実現を目的にした計画で、第１期の計画期

間は、令和２年度から令和４年度までの３年間で、第２期計画の計画期間は、令和５年度か

ら令和９年度までの５年間として策定を行っている。 

 

３．所管する主な業務 

（１）社会福祉法人許認可・社会福祉法人等指導監査業務 

社会福祉法その他の関係法令及び通達等に照らして個別的かつ具体的に状況を調査し、必

要な改善措置を講じさせること等により、適正かつ健全な運営の確保を図る。 

１）主な業務内容 

ア．社会福祉法人 

法人の組織運営基盤の確立及び運営管理の適正化を図る観点から、定款・諸規程の整

備、評議員会・理事会の運営状況、会計事務処理の適正化等について、その実態を把握

し、必要な指導・助言を行う。 

イ．社会福祉施設等 

適切な入所者処遇の確保、職員処遇の充実、施設の運営管理体制の確立及び安全対策

の充実に主眼を置き、個々の施設の問題点に対応した重点的かつ継続的な指導を行う。 
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１７６ 

２）指導監査対象件数 

令和４年度下関市所管指導監査対象法人・施設件数 

対象 社会福祉 

法人 

老人福祉 

施設 

有料老人 

ホーム 

障害者福祉 

施設・ｻｰﾋﾞｽ 

児童福祉 

施設 

認可外 

保育施設 

その他 
計 

件数 55 51 67 195 55 33 5 461 

 

（２）民生児童委員活動援護業務 

民生委員・児童委員の資質の向上及びその活動の一層の充実を図ることによって、地域福

祉の推進及び地域の実情に即した福祉政策の展開を図るため、各種研修、活動費の支給及び

地区民生児童委員協議会に対する活動費の一部補助等を行う。 

１）定数 

民生委員・児童委員 ６９３人（うち 主任児童委員 ５４人） 

２）任期 

３年 

３）地区民生児童委員協議会数 

２７地区 

 

（３）婦人相談業務 

売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第３５条第２項の規定に基づいて婦人相談員を

委嘱し、性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子等の各種相談に応じ、関係機

関と連携して、指導・保護等の適切な措置等を行う。 

また、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成１３年法律第３

１号）が施行されたことに伴い、配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者の各種相談に応じ、関係

機関と連携して、指導・保護等の適切な措置等を行う。 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

相談件数 219 232 248 296 364 

(うちDV相談件数） 160 129 110 142 249 

 

（４）社会救済業務 

行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づく行旅病人又は行旅死亡人に係る救済業務、地方自治

法に基づく行旅困窮者の救済業務、納骨堂及び無縁仏の管理等の社会救済業務を行う。 

１）行旅病人及び行旅死亡人救済 

警察その他関係機関との連携をとり、救護の執行及び費用の支弁を行う。 

２）納骨堂及び無縁仏の管理 

納骨堂で無縁仏の管理及び慰霊を実施する。 
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１７７ 

 

（５）追悼式及び遺族等援護業務 

過去数次の戦争等において、戦死あるいは戦災により殉難された方々等を追悼するため、

その遺族を招いて合同追悼式を実施する。 

また、戦没者や戦傷病者の遺族等に対する国家補償の精神から、戦傷病者戦没者遺族等援

護法あるいは恩給法に基づく遺族年金、公務扶助料、特別弔慰金、給付金の請求手続、叙勲

の下賜伝達業務等を行う。 

 

（６）災害時要援護者登録制度 

自力又は世帯の構成員の助力だけで避難することが困難な「災害時要援護者」と、その方

を支援する「避難支援者」の情報を災害時要援護者登録台帳に登録し、災害発生時等に、早

期の避難情報の伝達や安否確認、円滑な避難誘導等に役立て、また、平常時からの声かけや

見守りを通して、地域住民がお互いに支援・協力し合い、誰もが安全で安心して暮らすこと

ができる災害に強い地域社会をつくるため、平成２１年６月より登録申請受付開始した。 

 

（７）その他の業務 

これらの他に、地域福祉推進業務、高齢者等住宅資金融資業務、社会福祉審議会業務、中

国残留邦人等生活支援業務などの業務を行っている。 

 

４．所管する施設 

(１）下関市蓋井島保健福祉館 

１）沿 革 

ア．建設に至る経緯 

蓋井島は離島であり、島民は渡船により本土の医療機関を受診していた。 

また、本施設が建設された昭和４０年代半ばには船便も１日１便しかなく、健康相談

を実施しようにもその場所すらなかった。 

そのため、本市は福祉館の必要性を認識はしていたものの、当時本市は財政再建途上

にあり、市単独での建設が困難であったが、昭和４４年度社会福祉施設整備費補助金の

交付を受け、また、地元漁協からの寄附もあり、昭和４５年３月に竣工した。 

イ．設置目的 

へき地住民の健康と福祉の増進を図るため。 

ウ．運営上の大きな見直し 

平成１８年４月より、それまでの管理委託制度から指定管理者制度へ変更。 
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エ．大規模な施設改修等 

昭和５９年度（外壁補修工事）、平成２年度（外壁補修工事）、平成４年度（屋根補修

工事）、平成６年度（アルミ建具取替工事）、平成１９年度（屋根補修工事）、平成２０年

度（外壁補修工事）、平成２２年度（外壁補修工事）、平成２６年度（トイレ補修工事）、

平成２８年度（天井補修工事） 

 

２）施設の概要 

施 設 の 名 称 下関市蓋井島保健福祉館 

所 在 地 下関市大字蓋井島７１番地 

開 設 年 月 日 昭和４５年３月３日 

敷 地 面 積 １９０．７４㎡ 

建 築 面 積 ２１８㎡ 

建 設 事 業 費 ７，９８７，０００円 

施 設 使 用 料 無料 

指 定 管 理 者 下関市蓋井島自治会（非公募、Ｒ８．３.３１まで） 

施 設 で 行 う 

業 務 の 内 容 

巡回検診（下関市立市民病院、安岡病院） 健康相談（下関 

保健所） マッサージ師による施術（マッサージ協会） 

渡船運休時における宿泊    各種集会 

 

３）施設の利用状況 

平成２２年６月より、マッサージ協会から派遣されたマッサージ師による施術を本館に 

て行っており、下関市立市民病院及び令和２年からは安岡病院による巡回検診、下関保健

所による健康相談ともあわせて、蓋井島住民の健康と福祉の増進を図っている。 

令和元年からの長引く感染症の影響により、利用者が減少している。 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

利用件数 60 60 52 63 54 

利用者数 627 677 437 453 366 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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１７９ 

生活支援課 

 

１．生活支援課の概要 

生活保護法に基づき、生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、最低生活の

維持と自立助長を図るため、生活支援課に給付係及び下関市を地域別に担当する保護第１係から保護

第６係を設置し、生活保護施行事務を所管している。 

 

２．所管する主な業務 

（１）生活保護業務 

 生活保護法及び関係法令に基づく生活保護施行事務を実施している。 

 

（２）被保護者健康管理支援事業 

   令和３年１月から、生活保護受給者の健康や生活の質の向上及び医療扶助の適正化を目的として実

施している。 

                                       （人） 

取 組 方 策 結果の内容 
令和２年度 令和３年度 

対象者 結果 対象者 結果 

ア 健診受診勧奨 健診を受けた者 240 30 210 24 

イ 医療機関受診勧奨 医療機関を受診した者 6 6 10 9 

ウ 保健指導・生活支援 指導・支援につながった者 10 6 8 3 

エ 主治医と連携した  

保健指導・生活支援 

生活習慣等が改善したと

感じた者 
0 0 2 1 

オ 頻回受診指導 頻回受診が改善された者 3 2 3 1 

 

３．保護の実施状況 

本市の生活保護の動向は、平成２７年度１月までは横ばい傾向にあった保護率が、平成２７年度２

月に減少に転じてからは、減少傾向が続いている。 

令和３年度当初、被保護世帯は３，１３３世帯であったが、年度末には３，０７８世帯と５５世帯

の減少となった。 

扶助費の決算額も、平成２９年度から毎年減少しているが、主な要因は、廃止件数（死亡等）が開

始件数を上回ることによる保護世帯の減少である。 
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（１）保護率の推移 

                        単位：‰（パーミル、千分率） 

 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 

4月 16.60  16.08  15.84 15.29 14.99 14.67 

5月 16.56  16.10  15.78 15.20 14.94 14.62 

6月 16.45  15.99  15.59 15.10 14.92 14.50 

7月 16.42  16.00  15.55 15.11 14.93 14.51 

8月 16.44  15.97 15.51 15.07 14.89 14.46 

9月 16.41   15.95 15.52 15.06 14.89 ― 

10月 16.35  15.92 15.49 15.00 14.81 ― 

11月 16.30  15.88 15.43 14.95 14.83 ― 

12月 16.27  15.85 15.41 14.99 14.78 ― 

1月 16.24  15.83 15.34 14.94 14.74 ― 

2月 16.18  15.71 15.25 14.87 14.65 ― 

3月 16.10  15.74 15.17 14.88 14.66 ― 

 

（２）保護世帯数の推移 

（年度末） 

年 度 H29年度 H30年度 R１年度 R2年度 R3年度 

世帯数 3,401 3,342 3,217 3,133 3,078 

 

（３）扶助費決算額の推移 

単位：千円 

年 度 H29年度 H30年度 R１年度 R2年度 R3年度 

決算額 7,346,856 7,206,744 6,804,221 6,568,018 6,369,517 
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１８１ 

長寿支援課 

１．長寿支援課の概要 

   平成２７年４月に福祉部組織再編により、いきいき支援課が長寿支援課に名称変更され、

介護保険課が所管していた地域包括支援センター業務が長寿支援課へ集約される。 

   長寿支援課には、施設係、支援係、地域包括ケア推進室、本庁東部地域包括支援センター

が置かれ、高齢者関連施策の総合調整及び推進、在宅高齢者の福祉サービス（他課の所管に

属するものを除く。）、地域包括支援センター業務等に関する事務を所掌している。 

 

２．所管する主な計画・プラン 

（１）第八次下関市いきいきシルバープラン（高齢者福祉計画・介護保険事業計画） 

   老人福祉法に基づく老人福祉計画及び介護保険法に基づく介護保険事業計画を一体的に作

成（計画期間：令和３年度～令和５年度）したもので、基本的な考え方や目指すべき取組み

を総合的かつ体系的に整理した。 

（２）下関市成年後見制度利用促進基本計画 

   成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、成年後見制度の利用の促進に関する施

策についての基本的な計画を定めるもので、計画期間は、令和４年度から令和９年度までの

６年間である。 

 

３．所管する主な業務 

（１）高齢者措置業務 

   ６５歳以上で居宅において養護を受けることが困難な高齢者を、養護老人ホーム等へ入所

措置する。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

施設措置 

延 人 員 
919人 940人 926人 958人 944人 

（２）ひとり暮らし高齢者対策業務 

  １） 軽費老人ホーム助成業務 

   ケアハウスを含む軽費老人ホームを運営する社会福祉法人に対し、利用者の所得に応じ

てサービスの提供に要する費用の一部を助成する。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

利用延人員 7,717人 7,754人 7,514人 7,455人 7,372人 

   ※当業務は中核市移行後（平成 17年 10月）に山口県から移管されたもの。 
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（３）生きがい対策等業務 

  １）高齢者バス等利用助成業務 

    ７０歳以上の高齢者に対し、社会参加の促進と生きがいづくりを支援するため、バス及

び市営渡船利用の助成を行う。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

申請者数 38,682人 38,236人 39,652人 40,531人 40,922人 

 

  ２）高齢者銭湯利用助成業務 

    高齢者に対し公衆浴場の利用助成をすることで、コミュニティの場の提供及び健康増進

を図る。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

利用延人員 38,683人 38,315人 37,378人 29,582人 32,369人 

 

（４）地域支援事業等 

  １）地域支援事業等の概要 

被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合にお

いても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、

介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業等を福祉部長寿支援課及び介護保険課並

びに保健部健康推進課の３課において実施している。 

また、要介護被保険者を現に介護する者の支援や被保険者が要介護状態等となることを予

防するための保健福祉事業を実施している。 
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１８３ 

  ２）事業費                           （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）地域包括支援センター 

    地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地

域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的に、包括的支援事

業等を地域において一体的に実施する役割を担う中核的機関として、平成１８年度に地域

包括支援センターが創設され、現在、市内１２箇所に設置している。 

    また同時に、地域包括支援センターの機能を公正･中立に維持し、効率的に運営するため

の意見聴取の場として、委員２０人以内で構成される「下関市地域包括支援センター運営

協議会」を設置した。 

 

 

 

 

 

 

29年度 30年度 元年度 2年度 3年度

503,627 1,021,005 1,062,047 1,013,605 1,030,814

447,177 960,942 1,005,309 967,928 982,565

ア介護予防・生活支援サービス事業 377,308 831,608 872,496 844,049 857,602

イ介護予防ケアマネジメント事業 69,869 129,334 132,813 123,879 124,963

53,527 54,031 50,369 39,607 42,200

ア介護予防把握事業 4,197 4,581 4,019 3,841 3,799

イ地域介護予防普及啓発事業 26,828 26,025 21,749 17,425 20,544

ウ地域介護予防活動支援事業 22,492 23,010 21,791 18,272 17,745

エ一般介護予防事業評価 10 25 2,420 0 0

オ地域リハビリテーション活動支援 0 390 390 69 112

2,923 6,032 6,369 6,070 6,049

529,332 543,591 552,704 552,621 579,983

391,252 396,974 405,062 403,085 429,371

75,849 71,910 74,218 75,519 75,893

ア介護給付等費用適正化事業 11,465 11,371 12,445 11,792 14,941

イ家族介護支援事業 3,923 3,093 3,001 3,656 411

ウその他事業 60,461 57,446 58,772 60,071 60,541

62,231 74,707 73,424 74,017 74,719

ア在宅医療・介護連携推進事業 16,138 17,703 14,603 12,003 12,721

イ生活支援体制整備事業 35,890 34,347 37,658 42,104 41,592

ウ認知症総合支援事業 10,203 9,365 7,963 6,604 7,131

エ地域ケア会議推進事業 0 13,292 13,200 13,306 13,275

1,032,959 1,564,596 1,614,751 1,566,226 1,610,797

- - - 24,449 26,861

- - - 24,449 26,861

ア介護予防事業 - - - 0 192

イ介護者支援事業 - - - 0 0

ウ在宅福祉事業 - - - 24,449 26,517

エ介護人材確保支援事業 - - - 0 152

- - - 24,449 26,861

合　　計

(1)包括的支援事業

(2)任意事業

(3)包括的支援事業（社会保障充実分）

保健福祉事業

合　　計

(3)総合事業費審査支払手数料

２．包括的支援事業及び任意事業

事　業　名
事　業　費

１．介護予防・日常生活支援総合事業

(1)介護予防・生活支援サービス事業

(2)一般介護予防事業

地域支援事業

１．保健福祉事業

(1)保健福祉事業



（福祉部 長寿支援課） 

１８４ 

    【下関市地域包括支援センターの設置状況（令和 4年 8月 1日現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）生活支援体制整備事業 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域や家庭で生きがいを持って安心して暮らし続けられる

「地域包括ケアシステム」の構築のため、地域包括支援センター、民生児童委員、地縁団体、

まちづくり協議会、老人クラブ等と連携し、地域資源の開発やネットワークの構築等を行う

「生活支援コーディネーター」を配置している。 

委託先：社会福祉法人下関市社会福祉協議会 

第１層生活支援コーディネーター：１人（市全体を担当） 

第２層生活支援コーディネーター：６人（１３日常生活圏域のうち１～３圏域を担当） 

５） 配食サービス助成事業 

近隣に家族等がおらず、心身の障害、疾病等の理由により適切な食事の調達が困難な在宅

のひとり暮らし高齢者等に対して、栄養バランスのとれた食事の提供及び安否確認を受ける

場合における費用の一部を助成する。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

延配食数 126,499食 129,967食 130,027食 129,319食 128,646食 

 

対象人口

(高齢者人口)

21,781人

( 8,258人)

20,964人

( 8,977人)

18,791人

( 6,130人)

23,516人

( 9,472人)

27,622人

( 9,846人)

25,503人

( 7,923人)

32,244人

( 9,154人)

19,516人

( 7,094人)

26,188人

( 7,418人)

11,950人

( 5,209人)

15,964人

( 7,061人)

7,865人

( 4,458人)

豊浦
〒759-6301
下関市豊浦町大字川棚6895番地1
下関市役所豊浦総合支所内

社会福祉法人
下関市社会福祉協議会

豊北
〒759-5592
下関市豊北町大字滝部3140番地1
下関市役所豊北総合支所内

豊北総合支所管
内

社会福祉法人
下関市社会福祉協議会

9人

8人

豊浦総合支所管
内

本庁
西部

〒750-0061
下関市上新地町三丁目5番5号

勝山
内日

〒751-0885
下関市形山みどり町14番地16

菊川
豊田

〒750-0317
下関市菊川町大字下岡枝172番地2

長府

勝山・内日支所
管内

6人 社会福祉法人 暁会

菊川・豊田総合
支所管内

8人 社会福祉法人 菊水会

社会福祉法人 松涛会

〒751-0853
下関市川中豊町三丁目3番5号

一般社団法人
下関市医師会

安岡
吉見

〒759-6613
下関市富任町一丁目4番1-3号

川中 川中支所管内 9人

安岡・吉見支所
管内

8人

長府支所管内 11人 社会福祉法人 朋愛会

東部
王司･清末･小
月･王喜･吉田支
所管内

7人

〒752-0933
下関市長府松小田本町1番26号

〒752-0916
下関市王司上町一丁目2番20号

社会福祉法人
下関市社会福祉協議会

8人 医療法人社団 青寿会

彦島 彦島支所管内 8人 社会福祉法人 松美会

本庁
北部

〒751-0833
下関市武久町二丁目2番13号

〒750-0075
下関市彦島江の浦町一丁目5番2号

本庁管内
15人 医療法人 茜会

本庁
東部

〒750-8521
下関市南部町1番1号
下関市役所西棟2階　長寿支援課内

16人 下関市（直営）

名称 所在地 担当区域 職員数 運営主体



（福祉部 長寿支援課） 

 

１８５ 

６） 緊急通報体制整備事業 

在宅のひとり暮らし高齢者等に対して、緊急通報システムに係るサービスを給付すること

により、高齢者の疾病や災害時等の緊急の連絡体制を整備する。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

設置台数 888台 807台 729台 710台 673台 

（５）その他の主な業務 

   これらの他に、敬老祝い贈呈業務、敬老の祝典、老人クラブ活動に対する助成、介護予防

教室等の介護予防事業等を行うとともに、老人憩の家等所管施設の管理運営業務等を行って

いる。 

 

４．所管する施設 

（１）老人憩の家 

  １）沿 革 

    教養の向上、レクリエーション等、高齢者の健全な憩の場を確保し、高齢者の心身の健

康増進を図るための施設。 

  ２）施設の概要 

長府老人憩の家 

所 在 地 下関市長府八幡町２番３３号 

設 置 昭和６１年４月１日 

面 積 敷地面積 ６８８．８５㎡ 

建築面積 ２２６．３５㎡ 

延べ面積 １９９．８０㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ３５，０８０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会長府支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

小月老人憩の家 

所 在 地 下関市小月本町二丁目１４番３４号 

設 置 昭和５７年４月１日 

面 積 敷地面積 １，０２４．６２㎡ 

建築面積 ２１０．７９㎡ 

延べ面積 １７８．１４㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 １４，２５１，２００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会小月支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 



（福祉部 長寿支援課） 

１８６ 

西部老人憩の家 

所 在 地 下関市長門町１番１号 

設 置 昭和６０年４月１日 

面 積 敷地面積 １１．４３㎡ 

建築面積 － ㎡ 

延べ面積 １１８．４０㎡ 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

建設事業費 １３，２６０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会西部第２支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

北部老人憩の家 

所 在 地 下関市山の田東町４番１１号 

設 置 昭和６２年４月１日 

面 積 敷地面積 １，６３４．９８㎡ 

建築面積 ２４６．５１㎡ 

延べ面積 ４９２．８９㎡ 

構 造 鉄筋コンクリート造 ２階建て 

建設事業費 ５８，６１０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会新北部支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

安岡老人憩の家 

所 在 地 下関市安岡町四丁目５番３０号 

設 置 平成元年４月１日 

面 積 敷地面積 １８０．１０㎡ 

建築面積 １８０．１０㎡ 

延べ面積 ２９１．６０㎡ 

構 造 鉄筋コンクリート造 ２階建て 

建設事業費 ４５，２３０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会安岡支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

吉田老人憩の家 

所 在 地 下関市大字吉田地方字土井２４９９番地 

設 置 平成２年４月１日 

面 積 敷地面積 １７５．５０㎡ 

建築面積 － ㎡ 

延べ面積 １６９．０６㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ２８，８４０，０００円 



（福祉部 長寿支援課） 

 

１８７ 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会吉田支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

川中老人憩の家 

所 在 地 下関市川中本町二丁目２番２０号 

設 置 平成２５年７月１日 

面 積 敷地面積 ９３２．７４㎡ 

建築面積 ２０８．４５㎡ 

延べ面積 １７２．６６㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ４５，１７０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会川中支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

内日老人憩の家 

所 在 地 下関市大字内日下字大頭７４８番地２ 

設 置 平成３年４月１日 

面 積 敷地面積 ７３９．６１㎡ 

建築面積 １７７．５４㎡ 

延べ面積 １６９．９１㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ３１，５６０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会内日支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

清末老人憩の家 

所 在 地 下関市清末中町一丁目２番３０号 

設 置 平成４年４月１日 

面 積 敷地面積 １，０８９．８９㎡ 

建築面積 １７８．１４㎡ 

延べ面積 １７８．１４㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ２７，８１０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会清末支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

吉見老人憩の家 

所 在 地 下関市吉見本町一丁目１３番５号 

設 置 平成５年３月１日 

面 積 敷地面積 １，７６５．８５㎡ 

建築面積 １８２．５４㎡ 

延べ面積 １８２．５４㎡ 



（福祉部 長寿支援課） 

１８８ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ３１，２２０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会吉見支部吉見長寿会 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

彦島宮の原老人憩の家 

所 在 地 下関市彦島迫町五丁目１２番９号 

設 置 平成６年１２月１０日 

面 積 敷地面積 ５０８．９４㎡ 

建築面積 １７８．１４㎡ 

延べ面積 １７０．５１㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ３０，５９０，０００円 

指定管理者 彦島老人クラブ連合会 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

吉母老人憩の家 

所 在 地 下関市大字吉母４５２番地１０ 

設 置 平成１２年３月１日 

面 積 敷地面積 ８４９．０５㎡ 

建築面積 １７８．１４㎡ 

延べ面積 １７０．５５㎡ 

構 造 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ３８，４１０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会吉母支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

業務の内容 講演会、講習会その他教養講座の開催 

レクリエーション及びクラブ活動の指導促進等 

主な設備 憩の家施設本体等 

公共施設の 

適正配置に 

関する方向性 

同一又は類似の利用用途（機能）を有する複数の施設を、一つの施

設にまとめる方向で検討します。 

  

  ３）施設の現況 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

利用者数 45,771人 51,132人 46,470人 32,060人 29,053人 

 

 

 

 



（福祉部 長寿支援課） 

 

１８９ 

（２）ふれあいプラザ 

  １）沿 革 

    高齢者の介護予防の拠点、世代間の交流の場を確保し、高齢者の心身の健康増進を図る

ための施設。 

  ２）施設の概要 

後田ふれあいプラザ 

所 在 地 下関市後田町五丁目１６番９号 

設 置 平成１４年３月２９日 

面 積 敷地面積 ２１５．８０㎡ 

建築面積 １１７．２２㎡ 

延べ面積 １１２．４７㎡ 

構 造 鉄筋コンクリート造 平屋建 

建設事業費 ３４，８２０，０００円 

指定管理者 下関市老人クラブ連合会後田支部 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

彦島ふれあいプラザ 

所 在 地 下関市彦島江の浦町一丁目１５番１１号 

設 置 平成１５年３月１日 

面 積 敷地面積 ９３０．７９㎡ 

建築面積 ３０７．６９㎡ 

延べ面積 ２６１．９９㎡ 

構 造 本館 鉄骨造 平屋建 

倉庫 補強コンクリート 平屋建 

集会所 鉄骨造 平屋建 

建設事業費 ３９，８３４，１００円 

指定管理者 彦島老人クラブ連合会 

（非公募、令和８年３月３１日まで） 

業務の内容 高齢者の健康増進、教養の向上に関すること 

世代間の交流に関すること 

主な設備 ふれあいプラザ施設本体等 

公共施設の 

適正配置に 

関する方向性 

後田ふれあいプラザは譲渡を行う方向で検討します。 

彦島ふれあいプラザは同一又は類似の利用用途（機能）を有する複

数の施設を、一つの施設にまとめる方向で検討します。 

  

  ３）施設の現況 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

利用者数 14,945人 12,673人 13,230人 9,857人 10,137人 

 



（福祉部 長寿支援課） 

１９０ 

 (３）下関市満珠荘 

  １） 沿 革 

     高齢者をはじめ多くの市民が気軽に利用できる、健康増進と休養のための施設 

  ２） 施設の概要 

所 在 地 下関市みもすそ川町３番７５号 

設 置 平成２４年２月２５日（リニューアルオープン） 

面 積 敷地面積 ３，１７８．２６㎡ 

建築面積 ６７１．４６㎡ 

延床面積 １，８３１．９４㎡ 

構 造 鉄筋コンクリート造 地上２階 地下１階 

建設事業費 ４５８，５１０，０００円 

指定管理者 一般財団法人 下関市公営施設管理公社 

（公募、令和９年３月３１日まで） 

業務の内容 施設の維持管理、運営企画に関すること等 

主な設備 ２階 エントランスホール、フロント、ラウンジ、食堂、売店 

   授乳室 

１階 浴場及びリラックスルーム、家族風呂、ロビー 

地階 宿泊室９室、多目的室、自販機コーナー 

公共施設の 

適正配置に 

関する方向性 

 一般的に民間と競合する施設であることから、同施設の更なる活

用を図るため、民間活力の導入を目的に、譲渡する方向で検討し

ます。 

 

  ３）施設の現況 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

宿泊者数 6,839人 6,941人 6,818人 4,801人 6,106人 

日帰り 

入浴者数 
52,880人 50,932人 46,615人 31,719人 34,485人 
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１９１ 

障 害 者 支 援 課 

 

１． 障害者支援課の概要 

給付係、支援係及び権利擁護係の３係において、身体障害者手帳及び療育手帳に関すること、

障害者総合支援法に基づく自立支援給付、地域生活支援事業に関することなど障害者及び障害児

支援に係る業務を所掌している。 

 

２． 所管する主な計画 

（１） 下関市障害者計画 

障害者基本法に基づく市町村の障害者施策全般に関する計画で、福祉分野だけでなく雇用・

教育・医療・住宅・道路など、生活環境等の整備に関する施策が含まれている。 

計画の期間は６年間である。 

 

（２） 下関市障害福祉計画 

障害者総合支援法に基づき３年を１期として定める、障害福祉サービス提供体制の確保に関

する計画で、内容は、障害福祉サービス等の数値目標やサービス見込量の確保等である。 

 

（３） 下関市障害児福祉計画 

児童福祉法に基づき３年を１期として定める、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体

制の確保に関する計画で、内容は、障害児通所支援等の数値目標やサービス見込量の確保等で

ある。 

 

 

 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

 

     

 

 
    

 
 

 
 

 
 

 
 

    

        
    

障害福祉計画（第Ⅲ期） 障害福祉計画（第Ⅳ期） 障害福祉計画（第５期） 

障害者計画（現行） 障害者計画 障害者計画 

障害児福祉計画（第１期） 

障害福祉計画（第６期） 

障害児福祉計画（第２期） 
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３． 所管する主な業務 

（１） 自立支援等給付業務 

１） 介護給付業務 

障害のある人が、居宅介護、短期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援等のサービス

を利用した場合に、費用の一部を支給する。また、高額障害福祉サービス費、サービス利用

計画作成費を支給する。 

２） 訓練等給付業務 

障害のある人が自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助（グループホーム）

等のサービスを利用した場合に、費用の一部を支給する。 

３） 補装具費支給業務 

身体障害者に、身体の欠損又は機能の損傷を補う補装具費の一部を支給する。 

４） 自立支援医療業務(更生医療) 

身体障害者の障害を除去軽減し、機能を回復するために必要な医療の給付を行う。 

 

（２） 地域生活支援事業 

１） 日常生活用具給付業務 

重度身体障害者に日常生活用具を給付する。 

２） 訪問入浴サービス事業  

居宅での入浴が困難な重度身体障害者に、訪問入浴車を派遣して入浴サービスを行う。 

３） 福祉タクシー助成業務  

障害のある人の日常生活の利便と社会活動範囲の拡大を図るため、タクシー料金の一部を

助成する。 

４） 自動車改造費等助成業務 

身体障害者が自動車運転免許を取得するために必要な経費、自動車の改造に要する費用等

の一部を助成する。 

５） 重度心身障害者医療費助成業務  

重度心身障害者の医療費の自己負担分を助成し、障害者の負担軽減を図る。 

６） 特別障害者手当等給付業務 

常時特別の介護を要する在宅障害者に対して、特別障害者手当等の給付を行う。 

７） 重度心身障害者特別給付金給付業務 

制度的に年金を受給できなかった重度心身障害者に対して、特別給付金を支給する。 

８） 心身障害者扶養共済掛金助成業務 

山口県心身障害者扶養共済制度に加入している保護者に対し、掛金の一部を助成する。 
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９） 成年後見制度利用支援業務 

障害により判断能力が十分でない人について、その福祉を図るため特に必要があると認め

られる場合に、市長が後見開始審判の申し立てを行う。 

10） 地域活動支援センター運営事業 

障害のある人を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会

との交流促進等の便宜を供与することにより、障害のある人の地域生活支援の促進を図る。 

11） 相談支援事業 

障害のある人からの相談に応じ、必要な支援を行う。 

12） 障害者デイサービス業務 

在宅の障害のある人に対し、通所により各種のサービスを提供することによって、障害の

ある人の自立を促進、生活の改善、身体機能の維持向上を図る。 

13） 日中受入業務 

日中ショートステイ支援を行うことにより保護者等の休息等の機会を作り、在宅の障害の

ある人の家庭生活の維持向上を図る。 

14） 移動支援事業 

障害により屋外の移動が困難な人が、外出にあたって移動支援を受けた場合に、費用の一

部を支給する。 

15） 意思疎通支援事業 

ア． 手話通訳者設置及び養成 

手話通訳者の設置及び養成講習会を行う。 

イ.   手話奉仕員等派遣及び養成 

手話奉仕員等の派遣及び養成講習会を行う。 

ウ.  要約筆記者等派遣及び養成 

要約筆記者等の派遣及び養成講習会を行う。 

エ. 盲ろう者向け通訳・介助員派遣及び養成 

盲ろう者向け通訳・介助員の派遣及び養成講習会を行う。 

オ. 広域支援派遣 

手話通訳者及び要約筆記者等を広域に派遣する。 

16） 点字図書館運営費助成業務 

社会福祉法人山口県盲人福祉協会に対し、点字図書館運営費助成を行う。 

17） 一般更生援護業務 

障害者福祉事業推進に必要な更生援護事業の庶務事務を行う。 

18） 身体障害者手帳交付業務 

身体障害者手帳交付に必要な障害認定、指定医師資格認定、手帳発行業務等を行う。 
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19） 障害児養育手当支給業務 

２０歳未満の障害児を養育する保護者に対し、養育手当を支給する。 

20) 重度訪問介護利用者の大学修学支援事業 

重度障害者に対して、修学に必要な身体介護等を提供し、障害者の社会参加を促進する。 

21) 障害者（児）緊急一時支援事業 

介護者の急病等の事由により、既存の障害福祉サービスでは対応できない在宅での生活が

困難となった障害者（児）を一時的に受け入れる。 

 

（３） 審査会業務 

障害支援区分やサービス支給決定に係る審査及び判定を行うための審査会運営、認定に必

要な訪問調査等を行う。 

（４） 障害者スポーツセンター管理運営業務 

障害のある人が、スポーツを通じて健康の維持及び増進を図る場である障害者スポーツセ

ンターの管理運営及び下関市障害者スポーツ大会開催業務を行う。 

（５） 身体障害者福祉センター管理運営業務 

身体障害者福祉センターの管理運営を行う。 

（６） 特別児童扶養手当支給業務 

身体や精神に中度以上の障害を有する２０歳未満の児童を監護している養育者に対して、

特別児童扶養手当の給付を行う。 

（７） 発達支援機能強化事業 

こども発達センター敷地内に開設した発達障害専門の診療所に対し、運営経費の一部を助

成する。 

（８） 障害児支援給付等業務 

障害児が児童発達支援、放課後等デイサービス等のサービスを利用した場合に、費用の一

部を支給する。また、高額障害福祉サービス費、サービス利用計画作成費を支給する。 

（９） こども発達センター管理運営業務 

心身に障害のある児童及びその疑いのある児童の療育体制の充実を図るために設置され

たこども発達センター等の管理運営を行う。 
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４． 所管する施設 

（１） 下関市障害者スポーツセンター 

１） 沿革 

障害者のスポーツ及びレクリエーション活動への参加を促進することにより、健康の維持

及び増進を図り、もってその福祉の向上に資することを目的に設置。 

昭５３.２.１ 開設 

平１５.９.１ 雇用・能力開発機構から有償譲渡 

平１６.４.１ 指定管理者制度導入 

 

２） 施設の概要 

○ 所在地   下関市貴船町三丁目４番１号 

○ 敷地面積  １,５１９.４０㎡ 

○ 建物概要 鉄筋コンクリート造陸屋根２階建及び車庫 

床面積 １階   ８９０.１０㎡ 

２階 １,０３２.９０㎡ 

○ 施設  アリーナ 

○ 休館日  月曜日・祝祭日 

○ 施設使用料 障害者及び関係者（団体）の利用は無料。 

一般利用者（団体）は全面使用の場合１時間につき６１０円 

○ 指定管理 公募 ５年 

◇ 管理者 社会福祉法人 下関市社会福祉協議会（Ｒ２年度～Ｒ６年度） 

◇ 指定管理者が行う業務 

・ 障害者スポーツセンターの使用の許可に関する業務 

・ 障害者スポーツセンターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

・ 下関市障害者スポーツ大会開催業務 

・ スポーツを通じて、障害者の機能回復及び体力向上に関する指導及び助言

を行う業務 

・ 障害者スポーツ大会参加促進事業 

○ 公共施設の適正配置に関する方向性 

中期（２０２３年度）から後期（２０３４年度）までに複合化 

 

３） 利用状況（令和３年度実績） 

ア． 利用者数 

 

 

 

 

 

年間利用者数 
開館日数 平均利用者数 

 障害者 一般 

７，６９４人 ４，８２４人 ２，８７０人 ２３９日 ３２．２人 



（福祉部 障害者支援課） 

 

１９６ 

 

イ． 大会・教室等開催状況 

大会等開催件数 
利用者数 

実人数 延人数 

１８件 ４６０人 ９７１人 

（２） 下関市身体障害者福祉センター 

１） 沿革 

各種講習会や講座を開いて教養の向上を図り、また創作活動、軽作業、日常生活訓練等の

事業を通じて社会生活の適応性を高め、障害者の福祉の増進に資することを目的に設置。 

昭５７.４.１  開設 

平１８.４.１ 指定管理者制度導入 

 

２） 施設の概要 

○ 所在地   下関市貴船町三丁目１番４３号 

○ 敷地面積  ３１７.２７㎡ 

○ 建物概要 鉄筋コンクリート造 ３階建 

建物面積 ６３４.４８㎡ 

○ 開設年月日 昭和５７年４月１日 

○ 休館日  月曜日・祝祭日 

○ 施設  料理教室、機能訓練室、作業室、社会適応室、憩の間、図書室 

○ 施設使用料 障害者及び関係者（団体）に限定され、利用は無料。 

○ 指定管理 非公募 ５年 

◇ 管理者 社会福祉法人 下関市社会福祉協議会（Ｒ２年度～Ｒ６年度） 

◇ 指定管理者が行う業務 

・ 障害者福祉団体に関する便宜供与に関する業務 

・ 障害者の福祉の増進を図るために必要な業務 

・ センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

○ 公共施設の適正配置に関する方向性 

中期（２０２３年度）から後期（２０３４年度）までに複合化 

 

３） 利用状況（令和３年度実績） 

ア． 利用者数 

 

 

 

 

 

 

年間利用者数 
開館日数 平均利用者数 

 個人 団体 

３，９５１人 １，４１８人 ２，５３３人 (３７６団体) ２３９日 １６．５人 
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（３） 下関市こども発達センター 

１） 沿革 

地域における中核的専門機関として子ども一人ひとりに応じた適切な早期療育及び家族

支援を継続的かつ総合的に行えるよう、より一層充実した体制を整え、福祉の向上に貢献す

るという基本理念のもと平成７年に設立した。 

開設当初から業務委託で施設運営を行ってきたが、平成１８年度からは下関市社会福祉事

業団を指定管理者とし施設運営を行っている。 

 

２） 施設の概要 

○ 所在地   下関市幡生本町２６番１２号 

○ 敷地面積  ４，３７１.０６㎡ 

○ 建物概要 鉄筋コンクリート造 平屋建 

建物面積 １，１２９.７１㎡ 

○ 開設年月日 平成７年４月１日 

○ 休館日  土曜日・日曜日・祝祭日 

○ 施設  訓練室、保育室、在宅介護室、相談室、温水プール 

○ 指定管理 非公募 ５年 

◇ 管理者 社会福祉法人 下関市社会福祉事業団（Ｈ３０年度～Ｒ４年度） 

◇ 指定管理者が行う業務 

・ 福祉型児童発達支援センター「はたぶ園」（定員３０名） 

・ 発達支援事業 

・ 地域療育等支援事業 

 

３） 施設の現況（令和３年度実績） 

年間利用者数      年間開館日数 １日平均利用者数 

延１５，９８３人 ２３３日 ６８．６人 

ア.「はたぶ園」事業 

年間開園日数      通園児童数 

２３３日 延７，７４９人 

イ. 発達支援事業 

年間開園日数      通園児童数 

２３３日 延３，６１６人 

ウ.療育等支援に関する事業 

在宅支援訪問療育等指導      在宅支援外来療育等指導 施設支援一般指導 

延９回 延４，５１６回 延９３回 
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（４） 下関市こども発達センターどーなつ 

１） 沿革 

就学前の子どもを対象に、子どもに応じたグループ編成を行い、小グループ活動を通して

集団適応に必要なスキル獲得を支援している（児童発達支援）。 

平成２９年度までは、下関市こども発達センター内において、児童発達支援を行っていた

が、当支援への需要の増加に対応するため、平成３０年度より中央こども園に併設し、定員

を増員（２０人から３０人へ）した。下関市社会福祉事業団の指定管理による運営を行って

いる。 

 

２） 施設の概要 

○ 所在地   下関市幡生新町１番１０号 

○ 建物概要 鉄筋コンクリート造 平屋建 

建物面積 ２６６.２５㎡ 

○ 開設年月日 平成３０年４月１日 

○ 休館日  土曜日・日曜日・祝祭日 

○ 施設  訓練室、言語室、心理室、保育室 

○ 指定管理 非公募 ５年 

◇ 管理者 社会福祉法人 下関市社会福祉事業団（Ｈ３０年度～Ｒ４年度） 

◇ 指定管理者が行う業務 

・ 児童発達支援（定員３０名） 

・ 発達支援事業 

 

３） 施設の現況（令和３年度実績） 

ア. 児童発達支援 

年間開園日数      通園児童数 

２２９日 延３，９５５人 

 

（５） 下関市こども発達センター豊浦 

１） 沿革 

平成２７年４月、旧四町での児童発達支援事業の需要増加に伴い豊浦総合支所庁舎内に設

立した。 

発達が気になる未就学児童及び学齢児を対象として、日常生活における基本的な指導、生

活能力の向上のために必要な訓練等を行っている（児童発達支援、放課後等デイサービス）。 

定員は１０名/日で、下関市社会福祉事業団の指定管理による運営を行っている。 
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２） 施設の概要 

○所在地   下関市豊浦町大字川棚６８９５番地１ 

（下関市豊浦総合支所管内） 

 

○建物概要  鉄筋コンクリート造 

建物面積 ９８.５９㎡ 

○開設年月日 平成２７年４月１日 

○休館日  土曜日・日曜日・祝祭日 

○施設  訓練室、面談・相談室 

○指定管理  非公募 ５年 

◇ 管理者 社会福祉法人 下関市社会福祉事業団（Ｈ３０年度～Ｒ４年度） 

◇ 指定管理者が行う業務 

・ 児童発達支援、放課後等デイサービス（定員１０名） 

 

３） 施設の現況（令和３年度実績） 

ア. 児童発達支援 

年間開園日数      通園児童数 

２３０日 延８３９人 

イ. 放課後等デイサービス 

年間開園日数      通園児童数 

２２９日 延９１１人 
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保 険 年 金 課 

 

１.保険年金課の概要 

庶務係、給付係、賦課係、徴収係、後期高齢者医療係、年金係の６係において、国民健康保

険、後期高齢者医療、国民年金等に関する事務を分掌している。 

２.所管する主な業務 

（１）国民健康保険業務 

１）国民健康保険 

国民健康保険は、「国民健康保険法」により被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関し

て必要な給付を行うとともに、被保険者の健康保持増進に必要な事業を行う。 

実施主体は都道府県及び市町村とされている。 

都道府県は、安定的な財政運営及び市町村の国民健康保険事業の効率的な実施の確保な

どについて中心的な役割を果たし、市町村は、被保険者の資格の取得・喪失に関する事項、

保険料の徴収及び保健事業などを適切に実施する。 

ア．被保険者 

下関市の区域内に住所を有する者は、山口県が下関市とともに行う国民健康保険の被

保険者となる。 

ただし、他の法律による医療保険制度（被用者保険）の加入者、後期高齢者医療制度

の被保険者、生活保護適用者、その他特別の理由がある者は除かれる。 

イ．保険給付 

病気やけがによって医療機関等にかかった場合、療養の給付、入院時食事療養費の支

給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、療養費の支給、訪問看護療養

費の支給、特別療養費の支給、移送費の支給、高額療養費の支給、高額介護合算療養費

の支給を行う。 

出産については、出産育児一時金（１件４２万円 ※産科医療補償制度に加入していな

い医療機関等で出産した場合等は１件４０万８，０００円）の支給を行う。 

死亡については、葬祭費（１件５万円）の支給を行う。 

ウ．保健事業 

被保険者の健康保持増進のための事業として、はり及びきゅうの施術、歯周病健診及

び年齢３５歳以上の被保険者を対象とする外来人間ドックへの助成の保健助成事業を実
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施する。 

また、生活習慣病の予防と早期発見のために、年に１回、４０歳以上の被保険者を対

象とする特定健康診査と、その結果に応じた特定保健指導を実施する。 

エ．費用 

国民健康保険の費用は、主として国民健康保険料、国の支出金、県の支出金をこれに

充てる。 

なお、６５歳から７４歳までの前期高齢者の医療給付費は、国民健康保険・被用者保

険間で各保険者の加入者数に応じて財政調整が行われている。 

また、平成２０年度から前期高齢者の医療給付費に財政調整が設けられたことに伴い、

退職者医療制度は廃止となった。 

しかし、円滑な移行を図るため、退職者医療制度は、平成２６年度までに、６５歳未

満の退職被保険者等が６５歳に達するまでの間、現行の退職者医療制度を存続させる経

過措置が講じられている。 

退職被保険者等の医療給付費は、被用者保険等の保険者の拠出金によって賄われる療

養給付費等交付金及び退職被保険者等に係る国民健康保険料によって支弁される。 

オ．国民健康保険料 

保険料率は、一般被保険者に係る保険料の賦課総額を基準として、本市国民健康保険

条例に定める賦課割合に基づいて、所得割、被保険者均等割、世帯別平等割それぞれの

料率を算定する。 

保険料は、その世帯に属する被保険者につき算定した所得割額、被保険者均等割額、

世帯別平等割額の合算額であり、世帯主に対して賦課し徴収する。 

保険料には、医療分保険料、後期高齢者医療制度の運営のために負担する後期高齢者

支援金分保険料、４０歳から６４歳までの介護保険の第２号被保険者に係る介護分保険

料があり、合算額を国民健康保険料として賦課する。 

また、一定の基準以下の低所得世帯の保険料については、国民健康保険法施行令第２

９条の７第５項に基づき被保険者均等割額及び世帯別平均割額の７割、５割、２割を減

額する。 

なお、災害その他特別の事情がある場合の保険料については、別に減免措置がある。 

平成２２年度からはリストラ等で職を失った非自発的失業者が国民健康保険に加入す

る場合、本人の前年給与所得を３０／１００として保険料を算定する負担軽減措置が講

じられている。 

 



（福祉部 保険年金課） 

２０２ 

保険料及び保険料に係る督促手数料、延滞金を滞納した場合は、地方自治法第２３１

条の３第３項の規定に基づき、地方税の滞納処分の例によって、滞納処分を行うことが

できる。 

カ．時効 

国民健康保険法第１１０条の規定に基づき、保険料その他の徴収金を徴収し、又はそ

の還付を受ける権利及び保険給付を受ける権利は、２年を経過したときは、時効によっ

て消滅する。 

２）下関市国民健康保険運営協議会 

国民健康保険事業の運営に関する事項（市が処理することとされている事務に係るもの

であって、保険給付、保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議するため、市長の諮

問機関として「下関市国民健康保険運営協議会」を置く。 

委員は、被保険者代表５人、療養担当代表５人、公益代表５人、被用者保険代表３人の

１８人で構成する。 

表１　国民健康保険事業状況一覧表  （単位：人、％、円）

　　　　年度

　　　市人口 267,145 264,191 261,443 258,325 254,928

　　　被保険者数 60,096 57,867 56,093 54,922 53,637

(17,548) (16,489) (15,764) (15,280) (14,806)

 　　　一般 59,125 57,529 56,036 54,922 53,637

　　 　退職 971 338 57 0 0

　　　加入率 22.5 21.9 21.5 21.3 21.0

　所得割率 10.3 9.6 9.5 9.4 9.4

　均等割額 26,600 25,500 25,900 26,200 26,200

　平等割額 25,600 23,700 24,400 24,200 24,200

賦課限度額 540,000 580,000 610,000 630,000 630,000

　所得割率 3.2 2.8 2.7 2.6 2.6

　均等割額 8,500 7,600 7,500 7,300 7,300

　平等割額 8,100 7,000 7,000 6,800 6,800

賦課限度額 190,000 190,000 190,000 190,000 190,000

　所得割率 3.3 3.3 2.9 2.9 2.4

　均等割額 9,900 9,800 9,100 9,300 8,000

　平等割額 6,900 6,700 6,200 6,300 5,400

賦課限度額 160,000 160,000 160,000 170,000 170,000

 １世帯当り（現年分調定額） 149,722 139,765 137,223 135,784 132,970

 １人当り（現年分調定額） 98,562 93,010 92,401 92,118 91,145

 収納率（現年分） 91.83 92.55 93.41 94.18 94.85

458,441 462,890 479,150 470,091 490,346

※市人口、被保険者数、１人当り医療費は３月～２月平均。
※収納率は実質収納率（実質収納率＝収納額(還付未済額を除く)÷調定額）。

（うち介護第２号被保険者数）
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表２　国民健康保険財政 　　　  （単位：千円）

              年度

　区分

国民健康保険料 5,857,152 5,433,961 5,281,829 5,133,983 4,929,296

国民健康保険税 9 0 22 0 0

国庫支出金 6,981,796 - 3,672 62,424 21,110

療養給付費等交付金 385,964 - - - -

前期高齢者交付金 12,503,803 - - - -

県支出金 1,297,405 23,528,979 23,782,920 23,042,711 23,525,326

共同事業交付金 8,125,223 - - - -

繰入金 3,166,726 2,942,201 2,874,782 2,778,052 2,666,565

その他 976,633 2,033,601 2,394,046 667,811 929,680

合計 39,294,711 33,938,742 34,337,271 31,684,981 32,071,977

総務費 541,243 506,062 454,671 453,345 470,179

保険給付費 23,389,535 22,860,557 23,144,094 22,320,196 22,791,878

後期高齢者支援金等 3,371,217 - - - -

前期高齢者納付金等 12,372 - - - -

老人保健拠出金 79 - - - -

介護納付金 1,275,001 - - - -

国民健康保険事業費納付金 - 7,794,554 8,174,711 7,783,786 7,317,899

共同事業拠出金 8,059,199 5 3 3 3

保健事業費 207,313 190,908 227,082 227,331 223,871

その他 490,419 360,047 1,778,326 76,443 67,430

合計 37,346,378 31,712,133 33,778,887 30,861,104 30,871,260

３０ 元 ２ ３２９

歳
　
　
出

歳
　
　
入

 

 

（２）後期高齢者医療業務 

１）後期高齢者医療 

高齢者の医療の確保に関する法律（以下「法」という。）第４７条の規定によって、後期

高齢者医療制度が平成２０年４月から実施されている。 

本制度の運営は、法第４８条によって、山口県内のすべての市町が加入する「山口県後

期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）が行っている。 

ア．被保険者 

被保険者となるのは、７５歳（一定の障害状態にある６５歳から７４歳の者は広域連

合の認定を受けることによって被保険者となる。）以上の者で、生活保護適用者、その他

特別の理由がある者は除く。 

イ．保険給付 

病気やけがによって医療機関等にかかった場合、療養の給付、入院時食事療養費の支

給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、療養費の支給、訪問看護療養
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費の支給、特別療養費の支給、移送費の支給、高額療養費の支給、高額介護合算療養費

の支給が行われる。 

死亡の場合は、葬祭費（１件５万円）の支給が行われる。 

ウ．保健事業 

生活習慣病の早期発見によって適切な医療に繋げるために、年に１回、健康診査が広

域連合によって実施される。 

また、歯科健康の保持増進を目的として、前年度における新規資格取得者（７５歳年

齢到達及び障害認定）を対象に、受診期間中に１回、広域連合によって歯科健康診査が

実施される。 

エ．費用 

後期高齢者医療制度の財源構成は、患者負担を除き、被保険者からの保険料（１割）、

現役世代からの支援金（４割）及び公費（５割）となり、このうちの公費負担について

は、国・県・市が４対１対１の割合で負担する。  

オ．後期高齢者医療保険料 

保険料の賦課は、法第１０４条第２項の規定に基づき広域連合が行い、一定の基準以

下の低所得世帯の保険料については、法施行令第１８条第４項の規定に基づき被保険者

均等割額の７割、５割、２割が減額される。 

また、災害その他特別の事情がある場合、広域連合長によって保険料が減免される。 

保険料の徴収は、法第１０４条第１項の規定に基づき本市が行う。 

加えて、保険料及び保険料に係る督促手数料、延滞金を滞納した場合は、地方自治法

第２３１条の３第３項の規定に基づき地方税法の滞納処分の例によって、本市が滞納処

分を行うことができる。 

カ．時効 

法第１６０条の規定に基づき保険料その他の徴収金を徴収し、又はその還付を受ける

権利及び後期高齢者医療給付を受ける権利は、２年を経過したときは、時効によって消

滅する。 
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　　 （単位：人）

H29 46,543 46,552 46,566 46,614 46,691 46,775 46,805 46,811 46,779 46,907 47,007 47,119

H30 47,150 47,126 47,119 47,114 47,178 47,288 47,302 47,309 47,274 47,444 47,579 47,659

R元 47,729 47,717 47,742 47,774 47,820 47,864 47,870 47,874 47,827 47,896 47,904 47,926

R2 47,934 47,856 47,846 47,833 47,834 47,819 47,796 47,740 47,606 47,657 47,640 47,567

R3 47,456 47,385 47,379 47,399 47,479 47,607 47,720 47,781 47,850 48,139 48,300 48,410

※月末現在

被保険者数の推移
　　月

年度
4 5 6 7 2 38 9 10 11 12 1

 

  

２）保健事業・介護予防一体的実施業務 

    山口県後期高齢者医療広域連合から本市が委託を受け、国民健康保険からの連続した健

康管理や地域包括ケアと連動した仕組み作りを行う保健事業である。 

    具体的には、ふれあいサロンや体操教室などの「通いの場」等に積極的に関与すること

で、フレイル状態にある高齢者を適切な医療や介護予防サービスにつなげるとともに、疾

病予防・重症化予防や生活機能の改善による健康寿命の延伸を図ることなどを事業の目的

としている。 

 

（３）国民年金業務 

１）国民年金 

国民年金は、すべての国民を対象として、老齢・障害・死亡に関して必要な給付を行い、

健全な国民生活の維持・向上に寄与することを目的としている。 

市においては、申請・請求の受理及び事実についての審査等を取り扱い、この事務処理

に必要な費用は、国から交付される。 

ア．拠出年金制度 

（ア）対象被保険者 

２０歳以上６０歳未満の者は原則として被保険者とされ、３種類に区分される。 

第１号被保険者 農林漁業・自営業者、無職の者、学生、フリーター等 

第２号被保険者 厚生年金・各種共済の被保険者 

第３号被保険者 第２号被保険者の被扶養配偶者 

（イ）保険料（上記第１号被保険者） 

定額保険料 月額 １６，５９０円（令和４年度） 

付加保険料 月額    ４００円 
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（ウ）保険料納付義務の免除 

第１号被保険者のうち下記の者は、保険料の納付義務を免除される。 

法定免除者         ア）生活扶助の生活保護受給者 

 イ）障害年金、障害基礎年金受給権者 

             ウ）ハンセン病療養所等の収容者 

申請免除者         ア）一定基準以下の低所得者 

申請免除は所得や就学状況に応じ、全額免除・４分の３免除・半額免除・     

４分の１免除・納付猶予・学生納付特例の６種類に区分される。 

産前産後期間の免除者 

 ア）出産日が平成３１年２月１日以降の方 

     ※ 出産とは妊娠８５日（４か月）以上の出産をいう。 

（死産・流産・早産を含む。） 

出産予定日又は出産日が属する月の前月から４か月間（多胎妊娠の場合は出

産予定日又は出産日が属する月の３か月前から６か月間）が免除される。 

（エ）給付 

ア）老齢基礎年金 

イ）障害基礎年金 

ウ）寡婦年金又は遺族基礎年金 

エ）死亡一時金 

の４種類がある。 

いずれも所定の納付期間、又は免除期間を満たしていなければ支給されず、その期

間によって支給金額も異なる。 

イ．福祉年金制度 

老齢福祉年金の支給は明治４４年４月１日以前に生まれた者に限られる。 

なお、受給権者が公的年金を受給しているとき、受給権者、受給権者の配偶者又は扶

養義務者に一定額以上の所得がある時は、年金額の一部、又は全部が支給停止される。 

ウ．年金額・保険料の調整 

生活水準の向上や物価の変動などに対応して、年金額の調整を行うことになっており、

これに伴い、保険料額も調整が行われる。 
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表１　被保険者数・保険料免除者数 (単位：人)

3/4 半額 1/4
学生納付

特   例

若年者

納付猶予

(H17～)

（H１８～）（H１４～）（H１８～）（H１２～）
納付猶予

(H28～)

H29 26,218 348 16,658 43,224 3,086 4,715 470 249 136 3,251 998 12,905

H30 25,510 338 16,000 41,848 3,062 4,637 508 302 176 3,275 976 12,936

R元 25,119 315 15,302 40,736 3,035 4,753 536 333 166 3,365 1,026 13,214

R2 24,650 310 14,695 39,655 3,048 4,994 433 227 123 3,119 1,052 12,996

R3 24,166 289 14,075 38,530 3,053 5,029 395 236 137 3,084 1,000 12,934

※年度末現在

　区分

年度

被　保　険　者　数 保　　険　　料　　免　　除　　者　　数

第１号 任　意 第３号 計 法　免 全　額 計

 

表２　年金受給権者数  （単位：人）

拠出 無拠出 拠出 無拠出 遺　族 寡　婦
（基礎） (福祉） （基礎） （福祉）

① ※老齢福祉年金 ② ③ ④ ⑤

H29 85,376 0 2,628 2,542 490 24 91,060

H30 86,299 0 2,653 2,565 438 22 91,977

R元 86,695 0 2,661 2,569 431 21 92,377

R2 87,144 0 2,685 2,595 414 22 92,860

R3 87,168 0 2,723 2,608 385 21 92,905

※年度末現在

老　齢 障　害

計

 

   区分

年度

 

  

 表３　年金受給額        （単位：円）

その他

（①+②+③+④+⑤）

H29 0 60,344,269,230 60,344,269,230

H30 0 61,111,841,738 61,111,841,738

R元 0 61,610,149,283 61,610,149,283

R2 0 62,246,475,753 62,246,475,753

R3 0 62,412,211,099 62,412,211,099

※年度末現在

老齢福祉年金 計
　　　 区分

年度
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介 護 保 険 課 

 

１．介護保険課の概要 

平成１０年４月に介護保険準備室が設置され、平成１２年４月介護保険制度開始に伴い、介護保

険課が設置される。 

庶務係、給付係、賦課徴収係、認定係が置かれ、平成２５年４月からは事業者係が加わり、平成

３０年４月から認定係を認定事務係と認定調査係に分割した。 

介護保険事業計画に関すること、介護保険給付に関すること、介護保険サービス事業者等の指定

等に関すること、被保険者の資格管理に関すること、介護保険料の賦課と徴収に関すること、要介

護認定に関すること等、介護保険業務全般を所管している。 

また、平成１８年度より地域支援事業の創設に伴い、介護給付等費用適正化事業等を行っている。 

附属機関として下関市介護認定審査会を、また、公正・中立な制度運営のための意見聴取の場と

して下関市地域密着型サービス運営委員会を設置している。 
 

２．所管する主な計画・プラン・年報 

 （１）第八次下関市いきいきシルバープラン（介護保険事業計画） 

本計画は、介護保険法第１１７条の規定に基づく介護保険事業計画として３年間を１期として策

定しており、現在は第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）に当たる。 

計画策定における市民参画の方策として、要介護認定者等を対象としたアンケート調査や、計画

案を公表し意見を聴取するパブリック・コメントを実施している。 

当該計画により下関市における介護予防、介護サービス提供等の方向性を示すとともに、介護保

険事業の健全な運営のため、高齢者の実態把握、サービス提供の状況、ニーズ等から将来的な事業

量を見込み、介護保険施設等の整備量や介護保険料を決定している。 
 

【各介護保険事業計画期間】 

第１期 平成１２年度～平成１４年度    第５期 平成２４年度～平成２６年度  

第２期 平成１５年度～平成１７年度    第６期 平成２７年度～平成２９年度 

第３期 平成１８年度～平成２０年度    第７期 平成３０年度～令和 ２年度 

第４期 平成２１年度～平成２３年度    第８期 令和 ３年度～令和 ５年度 
 

【他の計画との関係】 

下関市総合計画 
 

下関市地域福祉計画 
  

第八次下関市いきいきシルバープラン 

 高齢者福祉計画       介護保険事業計画 
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３．所管する主な業務 

 （１）介護保険事業 

高齢化が進む中、介護を必要とする高齢者が増加する一方で、核家族化、少子化等により家族だ

けで介護することは困難になっており、誰もが直面する介護を国民皆で支える社会保険の仕組みと

して、平成１２年度から「介護保険制度」が開始された。 

１）被保険者 

ア．被保険者の種類 

第１号被保険者  市町村の区域内に住所を有する６５歳以上の者 

第２号被保険者  市町村の区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険

加入者 

イ．被保険者数（第１号）                                        (単位：人) 

年度 
被保険者

計 

65歳～ 74歳 75歳以上 

 

 
市全体人口 

被保険者 

比  率 構成比 構成比 

29年度 91,104 43,392 47.6% 47,712 52.4% 265,026 34.4% 

 30年度 91,539 43,182 47.2% 48,357 52.8% 262,255 34.9% 

R1年度 91,454 42,852 46.9% 48,602 53.1% 259,346 35.3% 

R2年度 91,538 43,271 47.3% 48,267 52.7% 256,400 35.7% 

R3年度 91,213 42,011 46.1% 49,202 53.9% 252,413 36.1% 

 注）各年度末現在 

２）要介護認定 

ア．要介護認定のしくみ 

介護保険制度では、要介護（１～５）や要支援（１～２）の状態になった場合に介護サー

ビスを受けることができる。判定基準は全国一律に定められており、被保険者からの認定申

請を受けて認定調査員による調査が実施され、原則としてコンピュータによる一次判定結果

及び調査票の特記事項、主治医意見書に基づき、保険者（下関市）に設置される介護認定審

査会で要介護度区分が判定される。 

イ．要介護認定の状況 

（ア）要介護認定申請受付数                      （単位：人） 

 年 度 合 計 
 

新 規 更 新 変 更 

29年度 17,725 4,234 11,299 2,192 

30年度 14,929 4,315 8,175 2,439 

R1年度 17,221 4,159 10,789 2,273 

R2年度 11,368 3,931 4,679 2,758 

R3年度 15,073 4,014 8,396 2,663 
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２１０ 

(イ)要介護認定者数                              各年度末現在（単位：人） 

年度 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

29年度 3,384 2,721 4,403 2,604 2,101 2,466 1,481 19,160 

30年度 3,627 2,848 4,386 2,617 2,077 2,504 1,497 19,556 

R1年度 3,666 2,688 4,578 2,666 2,041 2,513 1,478 19,630 

R2年度 3,859 2,679 4,693 2,744 2,119 2,588 1,419 20,101 

R3年度 3,939 2,611 4,676 2,601 2,037 2,576 1,375 19,815 

 

ウ．介護認定審査会 

下関市介護認定審査会は、介護保険法第１４条に基づき市の附属機関として設置され、要

介護・要支援認定を受けようとする被保険者について、原則として「一次判定結果」、「特記

事項」及び「主治医意見書」に基づき、下関市介護認定審査会運営要綱に規定される要支援

認定基準又は要介護認定基準に照らし、介護保険法第２７条から第３５条まで及び第３７条

の規定により、その権限に属するとされている要介護及び要支援の審査・判定等に関する事

務を公正かつ客観的に行う。 

本市の場合、認定審査会は、３２合議体で構成されており、保健・医療・福祉に関する 

１６０人の学識経験者によって構成されている。 

 

 

【下関市介護認定審査会分野別委員内訳】 

                               （令和 4年 7月 1日現在／単位：人） 

医療分野 保健分野 福祉分野 

計 
医師 

歯科 

医師 
薬剤師 

保健師 

助産師 
看護師 

理  学 
療法士 

作  業 
療法士 

その他 
保健関係 

介  護 
福祉士 

社  会 
福祉士 

その他 
福祉関係 

32 11 13 32 11 8 0 27 7 19 160 
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３）保険給付 

ア．居宅介護（介護予防）サービス等区分支給限度基準額 

サービスの種類 
要 介 護 度 区 分 

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 
 
訪問介護 

訪問入浴介護 ※１ 
訪問看護 ※１ 

訪問リハビリテーション ※１ 

通所介護 
通所リハビリテーション ※１ 

短期入所生活介護 ※１ 

短期入所療養介護 ※１ 
特定施設入居者生活介護 ※２ 

福祉用具貸与 ※１ 

定期巡回・随時対応サービス 
夜間対応型訪問介護 

認知症対応型通所介護 ※１ 

小規模多機能型居宅介護 ※１ 
認知症対応型共同生活介護 ※１※２※３ 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ※２ 

看護小規模多機能型居宅介護（旧複合型サービス） 

地域密着型通所介護 

50,320 

円／月 

105,310 

円／月 

167,650 

円／月 

197,050 

円／月 

270,480 

円／月 

309,380 

円／月 

362,170 

円／月 

福祉用具購入費（１年度につき）※１ 10万円 

住宅改修費（原則１回限り）※１ 20万円 

         ※１ 介護予防を含む。 ※２ 短期利用に限る。 ※３ 要支援１は利用不可。 

 

イ．保険給付費の種類 

（ア）介護サービス等諸費 

要介護１～５の認定を受けた人が受けるサービス利用等に対する給付費。 

（イ）介護予防サービス等諸費 

要支援１・２の認定を受けた人が受けるサービス利用等に対する給付費。 

（ウ）その他諸費 

山口県国保連合会に委託している介護給付費に係る審査及び支払事務の手数料。 

（エ）高額介護サービス等費 

要介護認定・要支援認定を受けた人の１か月間の利用者負担額が基準額を超える場合、

超えた部分について償還払いの方式により支給する給付費。 

（オ）高額医療合算介護サービス等費 

医療保険と介護保険の１年間の利用者負担額を合算して基準額を超える場合、超えた部

分について、費用按分して償還払いの方式により支給する給付費。 

（カ）特定入所者介護サービス等費 

介護保険施設等における居住費、食費が過重な負担とならないよう、低所得者に対して

軽減を行う給付費。 
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ウ．保険給付費の状況                      （単位：千円） 

年
度 

介護サービス

等諸費 

介護予防サー

ビス等諸費 
その他諸費 

高額介護サ

ービス等費 

高額医療合算介

護サービス等費 

特定入所者介護

サービス等費 
合  計 

29 22,072,487 1,153,411 28,712 534,807 64,672 815,490 24,669,579 

30 22,870,919 647,783 32,117 587,633 36,260 842,012 25,016,724 

R1 23,191,759 677,561 19,827 622,774 81,301 869,060 25,462,282 

R2 23,791,701 651,651 33,588 687,105 84,700 857,710 26,106,455 

R3 23,786,039 683,959 32,170 677,820 91,628 661,782 25,933,398 

 

エ．下関市の介護サービス提供事業者数（令和４年４月１日現在） 

（ア）居宅（介護予防）サービス事業者  ４２４箇所（注：訪問リハビリテーション

及び居宅療養管理指導は、みなし指定を除く。通所リハビリテーション、短期入所療

養介護は、みなし指定を含む。） 

訪問介護７５、訪問入浴介護４、訪問看護２９、訪問リハビリテーション２、通所介護

６７、通所リハビリテーション２８、短期入所生活介護２９、短期入所療養介護（介護老

人保健施設）１１、短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）１、短期入所療養介護（介

護医療院）２、福祉用具貸与２６、特定福祉用具販売２９、特定施設入居者生活介護５、

居宅介護支援１０４、介護予防支援１２ 

（イ）地域密着型（介護予防）サービス事業者  １７８箇所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護６、地域密着型通所介護８９、認知症対応型通所介

護１４、認知症対応型共同生活介護３７、小規模多機能型居宅介護１２、地域密着型介護

老人福祉施設１９、看護小規模多機能型居宅介護１ 

（ウ）介護保険施設  ３７箇所 

介護老人福祉施設１７、介護老人保健施設１２、介護療養型医療施設１、介護医療院７ 

 

４）地域支援事業 

ア．地域支援事業の概要 

被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合にお

いても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、

介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業等を福祉部 長寿支援課及び介護保険課

並びに保健部 健康推進課の３課において実施している。 

介護保険課では、介護給付等費用適正化業務及び福祉用具・住宅改修支援業務を実施して

いる。 
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５）保健福祉事業 

ア．保健福祉事業の概要 

保健福祉事業は、被保険者全体を対象に第１号保険料を財源とし、市町村が独自に実施す

る事業で、内容は介護保険法に定められており、要介護被保険者を現に介護する者の支援の

ために必要な事業、被保険者が要介護状態等となることを予防するために必要な事業、指定

居宅サービス及び指定居宅介護支援の事業並びに介護保険施設の運営その他の保険給付のた

めに必要な事業、被保険者が利用する介護給付等対象サービスのための費用に係る資金の貸

付けその他の必要な事業とされ、長寿支援課及び介護保険課において実施している。 

 介護保険課では、介護人材確保のための取り組みを行っている。 

 

６）保険料 

介護保険料は、介護保険法第１２９条第３項の規定により、介護保険事業計画に定める介護

給付等対象サービスの見込量等に基づいて算定した保険給付に要する費用の予想額等の支出額

と、３年間の事業計画期間を通じて財政の均衡を保つことができるように決定している。 
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【 第８期（2021年度～2023年度）介護保険料】 

段階 対象者 保険料率 月額保険料 年間保険料 

第１段階 

〇生活保護の受給者 

〇老齢福祉年金（※1）受給者で世帯全員が市民税非課税の方 

〇世帯全員が市民税非課税で、前年の「課税年金収入金額」と「合

計所得金額（※2）から年金収入に係る雑所得を引いた金額」

の合計が 80万円以下の方 

×0.3 

（※3） 
1,650円 19,800円 

第２段階 

○世帯全員が市民税非課税で、前年の「課税年金収入金額」と「合

計所得金額から年金収入に係る雑所得を引いた金額」の合計が

80万円を超え、120万円以下の方 

×0.4 

（※3） 
2,200円 26,400円 

第３段階 

○世帯全員が市民税非課税で、前年の「課税年金収入金額」と「合

計所得金額から年金収入に係る雑所得を引いた金額」の合計が

120万円を超える方 

×0.7 

（※3） 
3,850円 46,200円 

第４段階 

○世帯に市民税課税者がいるが、本人が市民税非課税で、前年の

「課税年金収入金額」と「合計所得金額から年金収入に係る雑

所得を引いた金額」の合計が 80万円以下の方 

×0.9 4,950円 59,400円 

第５段階 

（基準額） 

○世帯に市民税課税者がいるが、本人が市民税非課税で、前年の

「課税年金収入金額」と「合計所得金額から年金収入に係る雑

所得を引いた金額」の合計が 80万円を超える方 

×1.0 5,500円 66,000円 

第６段階 ○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 120万円未満の方  ×1.2 6,600円 79,200円 

第７段階 
○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 120万円以上 210

万円未満の方 
×1.3 7,150円 85,800円 

第８段階 
○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 210万円以上 320

万円未満の方 
×1.5 8,250円 99,000円 

第９段階 
○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 320万円以上 400

万円未満の方 
×1.7 9,350円 112,200円 

第 10段階 
○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 400万円以上 700

万円未満の方 
×1.75 9,625円 115,500円 

第 11段階 
○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が700万円以上1,000

万円未満の方 
×2.0 11,000円 132,000円 

第 12段階 
○本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 1,000万円以上の

方 
×2.25 12,375円 148,500円 

（※1）老齢福祉年金…明治 44 年 4 月 1 日以前に生まれた人などで、一定の所得がない人や、他の年金を

受給できない人に支給される年金 

（※2）合計所得金額…収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なる）を控

除した金額で、所得控除（扶養控除や医療費控除など）や特別控除（土地・建物を売却したときの

譲渡所得で受けられる控除等）、損失の繰越控除をする前の金額。ただし、保険料の算定において

は、譲渡所得に係る特別控除は、合計所得金額から控除される。 

（※3）低所得者の保険料軽減…低所得者の負担軽減を図るため、2015年度から公費投入による保険料軽減

を実施。令和３年度から令和５年度においては、第 1段階～第 3段階の保険料軽減を継続します。 

 

 

 



（福祉部 介護保険課） 

２１５ 

７）保険財政 

ア．介護保険特別会計介護保険事業勘定の決算状況       （単位：千円） 

区  分 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 

歳  

入 

保険料 5,522,468 5,761,073 5,601,723 5,436,013 5,421,695 

使用料及び手数料 1,077 994 941 891 877 

国庫支出金 6,940,835 

 

7,123,530 7,078,777 7,271,424 7,387,491 

 支払基金交付金 7,098,073 6,956,500 7,202,815 7,339,871 7,243,538 

県支出金 3,680,457 3,819,303 3,967,549 4,009,904 3,997,844 

財産収入 1,694 2,888 2,699 1,648 1,383 

繰入金 3,864,512 3,949,176 4,199,133 4,500,178 4,406,705 

繰越金 584,663 869,236 568,859 446,615 422,574 

諸収入 26,388 6,365 13,716 9,108 14,172 

合  計 27,720,167 28,489,065 28,636,212 29,015,652 28,896,279 

歳

出 

総務費 563,779 537,565 543,072 

 

494,064 503,078 

保険給付費 24,669,579 25,016,724 25,462,282 26,106,454 25,933,398 

地域支援事業費 1,032,959 1,564,596 1,614,751 1,566,225 1,610,797 

保健福祉事業費 0 0 0 24,448 26,860 

基金積立金 400,174 279,321 207,465 144,846 1,384 

公債費 0 0 0 0 0 

諸支出金 184,440 522,000 362,027 257,041 296,525 

予備費 0 0 0 0 0 

合  計 26,850,931 27,920,206 28,189,597 28,593,078 28,372,042 

 

イ．財源構成 

第８期（2021年度～2023年度） 

  ■介護給付（居宅給付費）           ■介護給付（施設等給付費） 

 

 

 

 

       

■地域支援事業（介護予防事業）        ■地域支援事業（包括的支援事業及び任意事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 



（こども未来部 子育て政策課） 
 

２１６ 

 

子 育 て 政 策 課 

 

１．子育て政策課の概要 

支援政策係、放課後保育係の２係から構成され、子ども・子育てを支援する事業を所掌して

いる。 

 

２．所管する主な計画・プラン 

（１）下関市子ども・子育て支援事業計画、下関市次世代育成支援行動計画、 

下関市ひとり親家庭等自立促進計画（“Ｆｏｒ Ｋｉｄｓ”プラン２０２０）  

子ども・子育て支援法第６１条第１項、次世代育成支援対策推進法第８条第１項及び母子

及び父子並びに寡婦福祉法第１２条の規定に基づく、令和２年度以降の５年を１期とする教

育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保や、児童虐待防止、ひとり親家

庭等の自立促進など、この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画。令和７年度以降に

ついては“Ｆｏｒ Ｋｉｄｓ”プラン２０２５を策定予定。 

 

３．所管する主な業務  

（１）家庭への支援 

１）児童環境づくり・子育て支援推進業務 

ブックスタート推進事業、ファミリーサポートセンター事業、子育てサークルネットワ

ーク推進事業、母親クラブの支援、ショートステイ、トワイライトステイ、新ショート・

トワイライトステイ、病児保育等を行う。 

（実績）利用等の状況 

  ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

ブックスタート(人) １，７９８ １，６２８ １，４４０ １，５６０ １，５２９ 

ファミリーサポート(件) ２，４９４ ２，０４１ ２，３３７ ２，５４５ ２，７５４ 

ショートステイ(※)    １６ ３１ ９ 

６９ 

６９ ７４ 

トワイライトステイ(※)   ２９６ ９９ ５７ １７７ ２１８ 

新ショート・トワイライト（※）    ４ ３２ 

病児保育(※) ４，０７６ ３，６０５ ３，２９１ １，４６８ １，５３８ 

  ※ 延べ利用児童数 

 

 

 



（こども未来部 子育て政策課） 

２１７ 

 

２）放課後児童健全育成業務（放課後児童クラブ） 

小学校に就学している子どもで、保護者が就労、疾病、介護等により昼間家庭にいない

若しくは養育ができない子どもを対象として、放課後、土曜日、長期休業中において、子

どもに適切な遊び及び生活の場を提供し、児童の健全育成を図る。 

対 象 児 童  小学生 

支 援 の 単 位  ５６単位（クラス） 

 

開 所 時 間  

月～金   放課後～午後６時３０分 

※ 夏休等 午前８時～午後６時３０分 

土     午前８時～午後６時 

 

保 育 料  

月～金   ４，０００円 

月～土   ５，０００円 

※ 夏休加算 ２，６００円 
 

（各年度 5月 1日現在実績）                 （単位：人） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

在籍数 ２，３４９ ２，５０９ ２，５１４ ２，５０４ 

 

４．所管する施設 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

（１）児童館 

児童に健全な遊びを提供することで、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的に、

４か所の児童館の管理運営を行う。 

１）施設一覧 

№ 施設の名称 所  在  地 設置年月日 

１ ゆたか児童館 川中豊町七丁目８番９号 昭和５９年 ４月 １日 

２ ひかり童夢 上田中町一丁目１６番１号 平成１３年 １月２１日 

３ ひこまる 彦島江の浦町一丁目４番３０号 平成２０年１２月 ７日 

４ 宇賀児童館 豊浦町大字宇賀７９２５番地１ 昭和６１年 ４月 １日 

２）施設の利用状況                       （単位：人） 

№ 施設の名称 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

１ ゆたか児童館 19,495 19,678 14,608 11,758 8,745 

２ ひかり童夢 16,307 14,842 13,727 8,236 7,024 

３ ひこまる 17,691 16,650 16,218 12,759 10,123 

４ 宇賀児童館 2,293 2,840 3,802 4,244 3,180 

 合  計 55,786 54,010 48,355 36,997 29,072 



（こども未来部 子育て政策課） 
 

２１８ 

 

（２）次世代育成支援拠点施設 ふくふくこども館 

   １）設置目的 

次代を担う子どもたちを多世代で育み、子どもの健全な育成と子育てをしている家庭

の支援を図る。 

２）施設の概要 

構      造 鉄骨造３階建 ３階 

床 面 積 ２，６７６．３８㎡ 

３   階 

 

屋   上 

プレイランド、多目的室、交流スペース・クリエイティ

ブランド、こども一時預かり室、相談室、授乳室 

ウッドデッキ、芝生広場 

施設所在地 下関市竹崎町四丁目３番３号 

供 用 開 始 平成２６年４月１日 

開 館 時 間 午前１０時～午後６時 

休 館 日 毎週水曜日（水曜日が祝日の場合は、翌平日） 

年末年始（１２月２９日～１月１日） 

指定管理者 下関こども未来創造ネット 

  （公募、令和９年３月３１日まで） 

 

（利用料金）条例に規定する使用料の範囲内で、指定管理者が定めた料金 

区分 平日 土曜日／日曜日／祝日 

こども一時預かり室    ５００円／１ｈ    ６００円／１ｈ 

多目的室（全面） １，０００円／１ｈ １，２００円／１ｈ 

多目的室（半面大）    ６００円／１ｈ    ７００円／１ｈ 

 多目的室（半面小）    ４００円／１ｈ    ５００円／１ｈ 

 

（施設で行う事業） 

遊び・体験学習事業 発達段階に応じた遊びができる場の提供 

子育て家庭支援事業 子どもや子育て等に関する相談、情報提供 

地域活力増進事業 市民及び子育て団体の活動支援、人材育成 

郷土文化伝承事業 郷土文化を学べる場と機会の提供 

利用推進事業 多彩な行事・イベント開催、施設広報活動 

 

３）施設の利用状況 

（来館者数）                            （人） 

     ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 

来館者 203,865 197,161 166,115 69,746 57,830 

 



（こども未来部 幼児保育課） 

２１９ 

幼 児 保 育 課 

１．幼児保育課の概要 

管理係、施設係、入園給付係の３係と、公立の保育所、こども園及び幼稚園から構成され、

就学前児童施設・認可外保育施設に関すること、児童福祉施設の設置認可等に関することを所

掌している。 

 

２．所管する主な計画・プラン 

（１）下関市子ども・子育て支援事業計画、下関市次世代育成支援行動計画、 

下関市ひとり親家庭等自立促進計画（“Ｆｏｒ Ｋｉｄｓ”プラン２０２０）  

子ども・子育て支援法第６１条第１項、次世代育成支援対策推進法第８条第１項及び母子及

び父子並びに寡婦福祉法第１２条の規定に基づく、令和２年度以降の５年を１期とする教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保や、児童虐待防止、ひとり親家庭等の

自立促進など、この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画。令和７年度以降については

“Ｆｏｒ Ｋｉｄｓ”プラン２０２５を策定予定。 

 

(２)下関市立就学前施設の整備基本計画 

  「市立幼稚園・保育園の連携及び幼保一元化推進の基本方針」及び「下関市立幼稚園の適正

規模・適正配置」、「保育環境適正化推進基本方針」の３つの基本方針を具現化するための基本

計画。「第２次下関市総合計画」、「下関市子ども・子育て支援事業計画」の下位計画と位置づけ

ており、計画期間は平成２７年度から令和６年度までの１０年間 

 

３．所管する主な業務  

（１）子どものための教育・保育給付事業 

  子ども・子育て支援新制度に基づき、幼稚園、保育所、認定こども園等への施設型給付及び

地域型保育給付の支給を行う。 

（２）地域子ども・子育て支援事業 

  子ども・子育て支援新制度に基づき、利用者支援事業、地域子育て支援拠点事業、一時預か

り事業、延長保育事業、病児保育事業（体調不良児対応型）等の業務を行う。 

 （３）市立保育所管理運営業務 

   市立保育所１0園の管理及びその入所児童の保育を行う。 



（こども未来部 幼児保育課） 

２２０ 

（４）市立幼稚園管理運営業務 

   市立幼稚園 7園（休園１園含む）の管理及びその入所児童の保育を行う。 

（５）市立認定こども園管理運営業務 

   市立認定こども園９園の管理及びその入所児童の保育を行う。 

（６）その他の主な業務 

   これらの他に、児童福祉施設の設置認可、幼保連携型認定こども園の設置認可に関する業務、

児童福祉施設整備資金元利補給業務、私立保育所援護対策業務、私立幼稚園就園奨励業務など

の業務を行っている。 

４．所管する施設 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

 (１)保育所 

１）施設一覧 

№ 施設の名称 所在地 設置年月日 備考 

1 長府第一保育園 長府宮の内町 1番 38号 昭和 23年 4月 1日   

2 長府第二保育園 長府中六波町 12番 26号 昭和 23年 4月 1日   

3 長府第三保育園 長府松小田本町 1番 38号 昭和 23年 4月 1日   

4 長府第四保育園 長府八幡町 1番 1号 昭和 49年 6月 1日   

5 幸町保育園 幸町 18番 6号 昭和 49年 6月 1日   

6 吉見保育園 吉見本町一丁目 16番 1号 昭和 23年 4月 1日   

7 彦島第一保育園 彦島福浦町二丁目 17番 1号 昭和 23年 4月 1日   

8 名池保育園 名池町 10番 2号 昭和 27年 4月 30日   

9 幡生保育園 幡生宮の下町 25番 13号 昭和 57年 4月 1日   

10 双葉保育園 豊浦町大字宇賀字川嶋 2984番地 1 昭和 40年 5月 1日   

 

 

２）施設の入所状況   （各年度 10月 1 日現在 単位：人） 

  H30 R1 R2 R3 R4 

公立 798 786 783 775 730 

私立 2,932 2,895 2,854 2,770 2,685 

合計 3,730 3,681 3,637 3,545 3,415 



（こども未来部 幼児保育課） 

２２１ 

(２)幼稚園 

１）施設一覧 

№ 施設の名称 所在地 設置年月 

 

備考 

1 第一幼稚園 貴船町三丁目 11番 12号 明治 32年 4月 1日  

2 豊浦幼稚園 長府亀の甲二丁目 2番 82号 昭和 13年 4月 1日  

3 清末幼稚園 清末西町一丁目 6番 1号 昭和 44年 4月 1日  

4 小月幼稚園 小月宮の町 15番 20号 昭和 23年 4月 1日  

5 川中幼稚園 伊倉本町 21番 1号 昭和 53年 4月 1日  

6 豊東幼稚園 菊川町大字上大野字上ノ原 20番地 1 昭和 29年 4月 1日  

7 内日幼稚園 大字内日下字坂本 1031番地 昭和 39年 4月 1日 休園中 

 

 

２）施設の入所状況     （各年度 5月 1日現在 単位：人） 

  H30 R1 R2 R3 R4 

公立 353 302 270 247 198 

私立 286 261 278 254 320 

合計 639 563 548 501 518 



（こども未来部 幼児保育課） 

２２２ 

(３)認定こども園 

１）施設一覧 

№ 施設の名称 所在地 設置年月 

 

備考 

1 中央こども園 幡生新町 1番 10号 平成 30年 4月 1日  

2 垢田こども園 新垢田東町一丁目 2番 7号 平成 30年 4月 1日  

3 王喜こども園 王喜本町二丁目 15番 1号 平成 27年 4月 1日  

4 菊川こども園 菊川町大字下岡枝字高田 1504番地 平成 27年 4月 1日  

5 西市こども園 豊田町大字矢田字横の田 185番地 平成 27年 4月 1日  

6 豊田下こども園 豊田町大字手洗字堂本 273番地 1 平成 27年 4月 1日  

7 川棚こども園 豊浦町大字川棚字寺田 5281番地 平成 27年 4月 1日  

8 黒井こども園 豊浦町大字黒井字下北岡 2159番地 1 平成 28年 4月 1日  

9 豊北こども園 豊北町大字滝部字上ノ原 2992番地 1 平成 27年 4月 1日  

 

２）施設の入所状況     （各年度 10月 1日現在 単位：人） 

  H30 R1 R2 R3 R4 

公立 1,023 1,001 1,001 950 912 

私立 1,754 1,763 1,773 1,738 1,647 

合計 2,777 2,764 2,774 2,688 2,559 

 

    認定こども園を含む子ども・子育て支援新制度は、幼児期の学校教育・保育、 

地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するため、平成２７年４月にスタート 

した制度 



（こども未来部 こども家庭支援課） 

２２３ 

こども家庭支援課 

 

１．こども家庭支援課の概要 

  相談支援係、給付係の２係で構成され、家庭児童相談、要保護児童等の支援、助産施設・母子

生活支援施設への入所等、ひとり親家庭及び寡婦等の援護、児童手当及び児童扶養手当、乳幼児・

子ども・ひとり親家庭等医療費助成に関することを所掌している。 

 

２．所管する主な計画・プラン 

下関市子ども・子育て支援事業計画、下関市次世代育成支援行動計画、 

下関市ひとり親家庭等自立促進計画（“Ｆｏｒ Ｋｉｄｓ”プラン２０２０）  

子ども・子育て支援法第６１条第１項、次世代育成支援対策推進法第８条第１項及び母子及

び父子並びに寡婦福祉法第１２条の規定に基づく、令和２年度以降の５年を１期とする教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保や、児童虐待防止、ひとり親家庭等の

自立促進など、この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画。令和７年度以降については

“Ｆｏｒ Ｋｉｄｓ”プラン２０２５を策定予定。 

 

３．所管する主な業務 

（１）こども家庭支援拠点運営業務 

従来の家庭児童相談室の機能を包含する包括的な支援の実施を目的として設置された下関

市こども家庭支援拠点を運営し、子どもとその家庭及び妊産婦に対し、継続的なケースワー

ク業務を行う。また、養育支援を特に必要とする家庭を対象に、保健師等の訪問による専門

的相談支援や子育て経験者等が養育者の育児・家事援助を行う養育支援訪問事業等の実施に

より、児童虐待の未然防止を図る。 

 

 【こども家庭支援拠点新規相談件数】 

 平成 29年 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

件数 １２２件 １４８件 １８４件 ２７２件 ２１０件 

 

 



（こども未来部 こども家庭支援課） 

２２４ 

【養育支援訪問事業実績】※重複有、専門的相談支援は保健センター含む延べ件数 

年度 件数合計 
内訳 

専門的相談支援 育児・家事援助 

平成 29年度 ３０６件 １１２件 １９４件 

平成 30年度 ６０９件 １３６件 ４７３件 

令和元年度 ８１５件 ４４８件 ３６７件 

令和 2年度 ７７９件 ４１９件 ３６０件 

令和 3年度 １，００２件 ４９０件 ５１２件 

 

（２）助産施設・母子生活支援施設への入所等に関する業務 

経済的理由により入院助産が困難な妊産婦を入所させ、分娩費を助成する助産制度、また、

配偶者のいない女子等の監護すべき児童の福祉に欠けるところがある場合に、母子生活支援

施設において保護者及び児童の保護を実施する。 

【助産件数】            【母子生活入所件数】  

 

 

     

 

 

 

 

（３）母子等福祉援護業務 

   １）母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業 

母子家庭及び父子家庭の自立の促進を図るため、指定講座の受講に要する経費の一部を

助成する。 

   ２）母子家庭等高等職業訓練促進給付金事業 

     母子家庭の母及び父子家庭の父が対象資格を取得するために養成機関で修業する場合 

に、生活の経済的負担軽減のための給付金を支給する。 

 給付実績  

 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

看護師 ８ ２５ １６ １６ １８ 

准看護師 ４４ ２４ １８ ２９ １７ 

社会福祉士 ２ ４ ２ １ ３ 

美容師 １ ２ ２ １  

保育士   １ １ ２ 

理学療法士     １ 

合計 ５５ ５５ ３９ ４８ ４１ 

年度 入所世帯（児童数） 退所世帯（児童数） 

平成 29年度 ３ （７） ４（７） 

平成 30年度 ０ （０） ３（７） 

令和元年度  ０ （０） ０（０） 

令和 2年度  ０ （０） ０（０） 

令和 3年度  １ （３） ０（０） 

年度 件数 

平成 29年度 ３件  

平成 30年度 ２件  

令和元年度 ４件  

令和 2年度 ２件  

令和 3年度 ６件  



（こども未来部 こども家庭支援課） 

２２５ 

 

（４）母子父子寡婦福祉資金の貸付業務 

母子及び父子並びに寡婦の経済的自立を助け、生活意欲の増進を図るために、就学支度

資金、修学資金、技能習得資金、修業資金等の貸付を行う。 

貸付実績                           （単位：件） 

 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

修学資金 １５ ２１ ２１ １４ ８ 

技能習得資金 ３ ４ １  ２ 

修業資金 １ １ １  １ 

就職支度資金 １    ２ 

生活資金 １ １   １ 

転宅資金 １ ３ １  １ 

就学支度資金 １７ １３ １０ ７ １０ 

事業継続資金  １    

合  計 ３９ ４４ ３４ ２１ ２５ 

 

（５）児童手当・児童扶養手当の給付、医療費助成 

１）児童手当の給付・医療費の助成業務 

児童手当の給付、乳幼児医療費及び子ども医療費の助成を行う。 

（実績）年間給付額・助成額                  （単位：千円） 

 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

児童手当 3,791,360 3,706,295 3,637,915 3,558,300 3,472,930 

乳幼児医療費 396,969 380,987 375,802 311,974 378,594 

子ども医療費 114,065 112,121 116,548 97,984 104,283 

 

２）児童扶養手当・ひとり親家庭等医療費の助成 

児童扶養手当の給付、ひとり親家庭等への医療費助成を行う。 

（実績）年間給付額・助成額                  （単位：千円） 

 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

児童扶養手当 1,385,993 1,348,846 1,687,136 1,287,550 1,250,577 

ひとり親医療費 208,176 199,968 193,614 163,642 168,420 

 



（保健部 保健医療政策課） 

 

２２６ 

保 健 医 療 政 策 課 

 

１．保健医療政策課の概要 

総務係、医事薬事係、感染症対策係の３係が置かれ、献血推進、医療従事者免許事務、人口動態

統計及び衛生統計事務、救急医療対策、医事・薬事事務、結核対策、感染症対策等の事務を所掌し

ている。 

また、課内室として健康危機管理室が置かれ、健康危機管理に係る計画等の企画立案、調査研究

等の事務を所掌している。 

 

２．所管する主な業務 

（１）衛生統計事務 

人口動態調査をはじめ、各種の厚生行政に関する調査を行い、情報収集に努めるとともに、

保健衛生に関する諸データの整理を行っている。 

 

（２）救急医療対策業務 

市民の急病などに対する不安を解消するため、下関市医師会、下関市歯科医師会と連携を図

り、在宅当番医制、休日歯科診療所及び病院群輪番制により、救急医療体制を構築し円滑な運

営を行っている。 

 

（３）医事・薬事業務 

１）医事業務 

医療関係法令に基づき、病院、診療所、歯科診療所など医療施設に関する申請、届出など

の業務を行っている。 

２）薬事業務 

薬事関係法令に基づき、薬局、医薬品販売業及び毒物・劇物販売業等の許可・登録及び監

視指導、また麻薬取扱者などの届出受付事務を行っている。 

 

（４）結核対策業務 

結核の早期発見・早期治療を促進するため、一年を通して胸部健康診断（胸部エックス線撮

影）を保健所にて実施している。また、結核患者との接触者（患者の家族等）等に対する健康

診断、保健師による訪問指導等を通じて、結核のまん延防止及び再発の予防に努めている。 



（保健部 保健医療政策課） 

２２７ 

（５）感染症対策業務 

１）感染症の予防 

感染症の発生を予防するための広報活動や、浸水被害などが発生した場合の防疫対策とし

て消毒などを行っている。また、感染症の発生状況を把握するために、医療機関からの情報収

集を行っている。 

２）感染症のまん延防止 

インフルエンザ、０－１５７、麻しん（はしか）などが発生した場合、感染が広がること

を防ぐために、感染源の調査、接触者の健康診断及び消毒等の対応を行っている。また、新型

コロナウイルス感染症の対応にもあたっている。 

３）性感染症（エイズなど）の予防 

エイズなどの性感染症の予防のため、正しい知識の普及啓発に努め、性感染症に関する相

談や助言を行っている。また、希望者には血液検査を行っている。 

 

（６）その他の主な業務 

これらの他に、献血推進業務、医療従事者免許事務、医療相談業務、薬物乱用防止対策業務、

結核予防に関する補助業務、結核患者に係る医療給付、健康危機管理に係る計画等の企画立

案・調査研究などの業務を行っている。 



（保健部 地域医療課） 

２２８ 

地 域 医 療 課 

 

１．地域医療課の概要 

地域医療課は、地域医療（救急医療体制に係るものを除く。）に関すること、病院事業の総

合調整に関すること、市立病院の運営に関すること、夜間急病診療所及び島戸診療所の管理運

営に関すること、下関市豊浦地域ケアセンターの管理運営に関することを所掌している。 

 

２．所管する主なプラン 

（１）下関市地域医療の確保に関する基本計画 

「第２次下関市総合計画」を踏まえ、山口県が策定する「第７次山口県保健医療計画」及び

「山口県地域医療構想」との整合性を図りながら、基礎自治体として、将来も持続可能な地域

の医療を確保するための医療施策の中心となる基本計画として、令和元年５月に「下関市地域

医療の確保に関する基本計画」を策定した。 

 

３．所管する主な業務 

（１）地域医療に関する業務 

１）地域医療対策協議会等運営業務 

山口県から委託を受け、下関医療圏の医療提供体制、医療連携及び地域医療構想等に

関して協議を行い、医療計画等を推進していくとともに圏域内の医療体制の充実に努め

る。 

２）地域医療確保対策業務 

地域医療構想の推進に併せて、下関医療圏における持続可能な医療提供体制の早期実

現を図る。 

 

 (２）市立病院の運営に関する業務 

１）病院改革推進業務 

地域において必要な医療提供体制の確保を図るため、公立病院経営強化ガイドライン

に基づき市立病院改革を進める。 

２）市民病院運営業務 

市民病院が安定した経営を行えるよう、国の繰出基準に基づき運営費負担金並びに運

営費交付金を交付するとともに、病院施設等の整備資金の貸付を行う。 

また、業務の適正化を図るため、業務実績に関する評価を行い、議会へ報告を行う。

評価の過程においては、「地方独立行政法人下関市立市民病院評価委員会」の意見を聴

取することとしている。 

 

 



（保健部 地域医療課） 

 

２２９ 

（３）夜間急病診療所及び島戸診療所の管理運営に関する業務 

１）夜間急病診療業務 

夜間の一次救急医療を確保するため、夜間急病診療所を開設し、内科・小児科の診療

を行う。 

２）へき地医療業務 

豊北町において島戸診療所を開設し、医療の提供を行う。 

 

 (４）下関市豊浦地域ケアセンターの管理運営に関する業務 

市民の保健医療の向上及び福祉の増進を図るため、豊浦地域ケアセンターの管理運営を行

う。 

 

４．所管する施設 

（１）下関市夜間急病診療所 

開設 昭和５２年１０月１６日 

所在地 下関市大学町二丁目１番３号 

敷地面積 ３，４０４．８１㎡ 

建築面積 ３０６．９２㎡ 

診療日 毎日 

指定管理者 一般社団法人下関市医師会（非公募 R8.3.31まで） 

診療科目 内科、小児科 

診療時間 午後７時～午後１１時 

 

（２）へき地診療所 

名称 下関市島戸診療所 

開設 平成３年（旧豊北町） 

所在地 下関市豊北町大字神田４０２５番地２ 

敷地面積 １４５．６２㎡ 

建築面積 ８０．３２㎡ 

診療日数 ４５日（令和３年度） 

指定管理者 医療法人社団若草会木本クリニック（非公募 R6.3.31まで） 

 



（保健部 地域医療課） 

２３０ 

（３）下関市豊浦地域ケアセンター 

開設 平成１２年７月（旧豊浦町） 

所在地 下関市豊浦町大字小串字石堂１０００７番地３ 

敷地面積 ４，３７４．００㎡（豊浦病院敷地内に設置） 

建物施設 延床面積   ２,５４５.３４㎡ 

実施事業 介護老人保健施設、訪問看護ステーション 

定員数 入所定員：５０人、通所定員：３５人 

指定管理者 社会福祉法人恩賜財団済生会支部山口県済生会（非公募 R8.3.31まで） 

    ※公共施設の適正配置に関する方向性：令和８年譲渡 



（保健部 生活衛生課） 

２３１ 

生 活 衛 生 課 

 

１．生活衛生課の概要 

   生活衛生係及び食品衛生係の２係において、生活衛生関係施設や食品衛生関係施設への計画的 

   かつ効果的な監視指導、衛生水準の向上等の事務を所掌している。 

 

２．所管する主な業務 

（１）生活衛生業務 

１）営業の許可と監視・指導業務 

日常生活にきわめて深い関係のある理容所、美容所、クリーニング店、浴場、旅館、興行

場などの生活衛生関係営業の許認可と衛生状態などの監視指導、また、墓地、納骨堂などの経

営の許認可と監視指導をしている。 

２）特定建築物の監視・指導業務 

多数の人が使用する建築物の衛生的環境を確保するために、監視指導を行っている。 

３）遊泳用プールの指導業務 

多数の人が利用する遊泳用プールの衛生的な管理について指導をしている。 

４）飲料水の衛生業務 

専用水道、簡易専用水道の施設の管理等に対する指導及び飲料水の水質基準に関する業務

を行っている。 

５）温泉業務 

温泉法に基づき、温泉利用施設の許可、監視指導を行っている。 

（２）衛生思想の普及 

健康で明るい町づくりを目的とする地区衛生組織の育成強化と組織活動支援のため、下関市快 

適環境づくり推進協議会への助成等を行っている。 

（３）衛生害虫等の駆除相談 

    感染症を媒介するハエや蚊の発生を防止し快適な生活環境を保持するため、薬剤散布機の貸 

し出しを行っている。また、駆除相談及び害虫判定等を実施している。 

（４）食品衛生業務 

１）営業の許可と監視指導業務 

食品衛生法に基づき、食品製造工場、飲食店等の許可、食品販売業等の届出受理及び施設

の衛生や食品等の取り扱いに対する監視、指導を行っている。 



（保健部 生活衛生課） 

２３２ 

２）食品の安全確保と食中毒の未然防止業務 

食品衛生監視員により、食品製造業、大量調理施設、大型食品販売店等を重点的に監視し、

食品等の収去検査を行い、不衛生な食品や規格や基準に合わない食品の流通を防止するととも

に、食中毒防止に努めている。 

万一、食中毒が発生した場合は、拡大防止や再発防止の措置をとり、原因を追求し、原因

施設の改善指導を行っている。 

３）フグの安全確保業務 

フグ処理施設やふぐ処理師に対し、監視・指導を行い、フグ中毒の未然防止を図っている。 

４）食の安心・安全推進業務 

市民からの食品に係る苦情や相談に、迅速かつ的確に対応し、食品の安全性の確保と安心

な食生活を推進している。 

５）家庭用品対策業務 

家庭用品の安全を確保するため、家庭用品販売施設の監視・試買検査を実施している。 

（５）栄養表示・給食施設の指導 

健康増進法に基づき、食品の栄養表示等についての相談、指導を行うとともに、特定給食施設 

等における栄養管理の指導等を行っている。 

 （６）その他の主な業務 

    臨時食品営業届出に関する事前指導や現地指導、土産品表示の監視などの業務を実施している。 
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２３３ 

試 験 検 査 課 

 

１．試験検査課の概要 

保健行政及び環境行政に必要な微生物、理化学等の検査について、食品検査、感染症検査

及び環境検査など、多岐にわたる試験検査を実施している。 

 

２．所管する主な業務 

（１）生活衛生検査業務 

食品衛生法に基づき食中毒関係の検体や市内の流通食品を対象として、細菌・ウイルス等

の微生物、添加物、残留農薬などの検査を行っている。また、生活衛生課所管の法令により

家庭用品や浴場水などの検査を実施している。 

 

（２）感染症検査業務 

感染症のまん延防止対策として、保健医療政策課との連携により新型コロナウイルス、腸

管出血性大腸菌(０１５７等）、赤痢菌等の微生物検査を実施している。 

 

（３）環境試験検査業務 

公害関係諸法令（水質汚濁防止法等）及び公害防止協定に基づき、環境部の環境政策課等

と連携し、環境（海水、河川、湖沼等）や工場等の排水監視、苦情対応等のため試料採取及

び分析・測定を実施している。 

 

（４）依頼検査業務 

保健衛生上においての必要性から、市民より依頼された、食品、井戸水、糞便等の細菌、

理化学検査等を有料で実施している。 
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３．その他 

平成 29年度から令和 3年度の行政検査件数の実績推移 

年度 

生活衛生検査 感染症検査 環境試験検査 年度計 

検体数 延べ項目

数 

検体数 延 べ 項

目数 

検体数 延 べ 項

目数 

検体数 延 べ 項

目数 

平成 29年度 973 4,340 43 43 600 6,095 1,616 10,478 

平成 30年度 721 4,004 16 16 573 5,948 1,310 9,968 

令和元年度 602 3,208 29 29 681 7,151 1,312 10,388 

令和 2年度 261 576 2,203 2,203 582 6,036 3,046 8,815 

令和 3年度 287 1,880 12,525 12,525 634 6,914 13,446 21,319 

計 2,844 14,008 14,816 14,816 3,070 32,144 20,730 60,968 

 

４．所管する施設 

 (１）衛生検査センター【試験検査課】 

１）沿 革 

旧保健所の解体等の庁舎整備のため、試験検査課の移転先として平成２５年１１月

竣工し、同年１２月より運用を開始した。 

 

２）施設の概要 

所在地 下関市武久町二丁目６番１号 

設置 平成２５年１１月 

面積 敷地面積１，２１６．８１㎡、建築面積７０１．７２㎡ 

（いずれも計量検査場※を含む） 

業務の内容 検査を主体とした試験検査課業務全般 

      ※計量検査場：産業振興課所管業務 
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健 康 推 進 課 

 

１．健康推進課の概要 

平成３０年４月の機構改革により、保健部成人保健課のほか、保健総務課及びこども未来部こど

も保健課の業務の一部が統合されることにより、健康推進課として新設された。健康づくり・各種

健康診査及び予防接種・母子保健・精神保健・難病対策などの多種多様な業務に取り組むため、課

内に庶務係・健康づくり係・成人保健係・母子保健係・精神難病支援係の５係の他、地域の保健サ

ービスを担う総合窓口として、８保健センターを設置している。 

また、令和４年１月１日付で課内室として新型コロナワクチン予防接種室を行政組織規則上の組

織として新たに位置づけ、ワクチン接種業務の円滑かつ効率的な実施を図っている。 

 

２．所管する主な計画・プラン 

（１）主な計画・プラン 

１）下関市健康づくり計画「ふくふく健康２１」(第二次) 

本市の健康づくり計画として平成１９年３月に策定。第二次計画は平成２６年３月に策定

し、平成３０年度に中間評価、令和５年度に最終評価をする。「いのち」を考え「生きる力」

を育む豊かな社会の実現に向け、市民・企業・行政機関等がそれぞれの役割を担い、社会全体

で「いのちのハーモニー」を奏でることができる健康なまちづくりを推進することを理念とす

る。令和６年度以降の次期計画策定は令和４年度に方針を決定する。 

２）下関市食育推進計画「第３次下関ぶちうま食育プラン」 

第１次計画（平成２０～２４年度）、第２次計画（平成２５～２９年度）を引き継ぎ、平

成３０年３月に策定。市民一人ひとりが食育を進め、それぞれが地域に広がり、つながり、個

人・地域の財産づくりが大きな“わ”になるよう、食育を総合的・計画的に推進することを理

念とする。 

なお、第３次計画は令和４年度までの取組みであるため、令和４年度に第３次計画の最終

評価と、次期計画（令和５年度～令和９年度）の策定を並行して行っている。 

３）下関市自殺対策計画 

本市の自殺対策を進めていくため、令和２年３月に策定。自殺対策に係る関係機関が相互

に有機的な連携を図り、包括的な支援を行うことで、全ての人がかけがえのない存在として尊

重されるとともに、生きがいや希望を持って暮らすことができる社会の実現に取り組む。「支

え合い いのちをつなぐ」～誰も自殺に追い込まれることのない下関の実現を目指して～を本

計画の理念とする。 
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３．所管する主な業務 

（１）健康づくり業務 

１）健康づくり推進業務 

健康づくり計画「ふくふく健康２１」、食育推進計画「下関ぶちうま食育プラン」を策定

し、市民が健康に関心を持ち、自らが気づき、考えることで「生きる力」を育んでいける取組

みを推進している。健康フェスタ等のイベントや各種事業を通じて、市民の健康づくりの意識

の向上を図っている。 

また、地域に密着した健康づくりを推進するため、下関市食生活改善推進員や下関市保健

推進委員等の育成や自主活動を支援している。 

２）歯科保健業務 

８０２０（ハチマル・ニイマル）運動を推進し、生涯を通じた歯・口腔の健康及び口腔機

能の維持・向上を図っている。また、（一社）下関市歯科医師会と共催で「よい歯のコンクー

ル下関地区大会」及び「実年・熟年・寿年いい歯のコンクール下関大会」等のコンクールを実

施し、歯科保健の普及啓発を図っている。 

３）国民健康・栄養調査等業務 

健康増進法に基づき、国民の健康増進の総合的な推進を図るため、国民の身体状況、栄養

摂取量及び生活習慣の状況を把握する調査を実施している。 

 

（２）成人保健業務 

青・壮年期から健康増進と生活習慣病の予防及び早期発見、早期治療を図るため、健康増進

法に基づく保健サービスを実施している。 

１）健康手帳業務 

自らの健康管理と医療に役立てるために健康手帳の利用を促している。 

２）健康教育業務 

生活習慣病予防及び介護予防のための正しい知識の普及を図り、健康的な生活習慣改善へ

の支援を実施するために、医師、歯科医師、保健師、栄養士、歯科衛生士等による講習会の開

催や、放送・市報等の広報媒体を活用して、健康に関する知識の普及啓発に努めている。 

３）健康相談業務 

心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導・助言を行っている。 

４）健康診査業務 

生活習慣病の早期発見・早期治療のために、各種健康診査を実施している。また、健診結

果に基づき、保健指導や受診勧奨を行っている。 
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・胃がん検診    ・大腸がん検診      ・肺がん検診   ・子宮がん検診 

・乳がん検診    ・骨粗しょう症検診    ・前立腺がん検診  

・肝炎ウィルス検診 ・生活習慣病予防健康診査 

※１８歳から３９歳以下の健診を受ける機会のない者に対しては、若年基本健康診査及び

若年骨粗しょう症検診を実施している。 

【各種がん検診 実績】 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

肺がん検診 4,068人 4,016人 4,026人 3,160人 3,350人 

胃がん検診 2,364人 2,305人 2,544人 1,936人 1,957人 

大腸がん検診 8,203人 7,917人 8,148人 7,315人 7,271人 

子宮がん検診 10,393人 10,329人 10,158人 9,606人 10,094人 

乳がん検診 4,199人 3,837人 4,063人 3,343人 3,748人 

前立腺がん検診 2,286人 2,184人 2,425人 2,280人 2,384人 

５）訪問指導業務 

療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族に対して保健師等が訪問し、

心身機能の低下防止と健康の保持増進を図るため、必要な指導を行っている。 

６）原爆被爆者医療事務業務 

「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」（略称：被爆者援護法）に基づき、被爆者

の健康管理のため、春・秋の定期健康診断、健康相談等を行うとともに、各種手当の支給申請

等に係る進達事務等を行っている。 

７）肝炎対策業務 

肝炎ウイルス検査、肝炎治療費助成制度の申請の受付を行っている。 

８）予防接種業務（成人） 

感染症の発生及びその流行を未然に防止するため、法律で定められた予防接種のうち、成

人の予防接種を市内及び県内の委託医療機関で実施。対象者等については、市報、ホームペー

ジ等でお知らせしている。 

 

 （３）母子保健業務 

１）母子保健業務（健康診査・健康相談・健康教育・家庭訪問等） 

母子保健法に基づき、母性の健康管理と乳幼児の健やかな成長発達を図るため、妊産婦並

びに乳幼児に対し健康診査を行い、健康の保持増進及び異常の早期発見を行い、適切な助言指

導や必要なサービスに結び付けている。 

また、４か月までの乳児がいるすべての家庭に訪問する「こんにちは赤ちゃん訪問事業
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（乳児家庭全戸訪問事業）」をはじめ、経過観察が必要な児や育児支援を必要とする家庭など

に対して家庭訪問等を行い、適切な助言指導や子育てに関する情報提供を行うなどの育児支援

を行っている。母親（両親）学級、育児学級等の健康教育や保健センター等での育児相談等で

は、妊娠・出産・子育てに関する正しい知識の普及や助言指導、情報提供を行い不安の解消を

図り、安心して子育てができるよう支援し、児童虐待の発生予防に努めている。 

さらに、「下関市妊娠・子育てサポートセンター（子育て世代包括支援センター）」では、

妊娠届出時に保健師等の専門職が妊婦等に全数面談を行い、手厚い支援が必要な方に対して、

母子に寄り添うなどきめ細やかな支援に努めている。産後ケア事業、産前・産後サポート事業

（妊娠・出産包括支援事業）として出産前後の支援を行い、妊娠期から子育て期にわたるまで

の切れ目のない支援を行っている。 

発達の遅れ等が気になる児などに対し専門医等が相談指導を行う「子どもの心とからだの相

談室」、発達支援のための「親子教室（乳幼児発達支援学級）」を行い、並びに県が実施する

療育相談会（心身障害児総合療育機能推進事業）を利用するなどして必要な相談指導と事後フ

ォローに努めている。 

保育園等の年中児（５歳児）を対象にした「幼児発達相談推進事業（５歳児相談会）」で

は、専門医等による助言指導を行い、就学に向けて適切な支援に結び付けている。 

【妊娠届出数の実績】 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

妊娠届出数 1,703人 1,678人 1,508人 1,472人 1,472人 

２）予防接種業務（子ども） 

感染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するため、予防接種法で定められた定期 

予防接種を公費負担で行っている。 

３）不妊・不育に関する相談・不妊治療給付助成事業 

不妊等で悩んでいる夫婦を対象に、専門医による「不妊・不育専門相談」を行っている。 

また、不妊症のため子どもに恵まれない夫婦に対して、不妊治療費の一部を助成している。 

【不妊治療費助成の実績】 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

一般不妊治療費 195件 149件 157件 148件 153件 

特定不妊治療費 219件 229件 196件 196件 308件 

４）未熟児養育医療 

出生時の体重が２，０００ｇ以下、又は医師の診断により身体の発育が未熟なまま出生し

た子どもで、指定医療機関へ入院し養育を行う必要のある子どもに対して医療費の給付を行っ

ている。 
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５）自立支援医療（育成医療） 

将来にわたって身体に障害を残すおそれがある児童に対し、機能を回復するために、必要

な医療費の給付を行っている。 

  

（４）精神保健福祉業務 

１）精神保健福祉業務（精神保健福祉相談・訪問指導・措置業務等） 

保健所業務として「精神保健及び精神障害者の福祉に関する法律」に基づき各種届出書類

に関する事務を行うとともに、自傷他害のおそれのある精神障害者の診察立会・入院調整・入

院措置等の措置入院に関する業務を行っている。 

保健師や精神保健福祉相談員による精神保健福祉に関する相談・訪問指導を随時実施し、

精神障害者に対する適切な医療を確保し、こころの健康の保持・増進を図るための援助や指導

を行っている。定例では精神科医師によるこころの健康相談も実施している。また、精神障害

者家族教室やひきこもり家族教室を実施し、当事者のみならずその家族への支援を行っている。 

２）自殺対策事業（いのちのワクチン事業） 

全国の自殺者数は減少傾向にあったが、新型コロナウイルス感染症拡大の中、令和２年に

は １１ 年ぶりに前年を上回った。令和３年は前年から減少したものの２万を超える方が自ら

命を絶っており、依然として高い水準が続いている。このような状況の中、自殺を予防する事

業を「いのちのワクチン事業」と称して取り組んでいる。こころの健康に関する正しい知識の

普及啓発を図るための講演会や研修会を開催するとともに、企業等からの職場のメンタルヘル

ス等に関する出前講座の依頼に積極的に対応している。また、パネル展示やグッズ配布による

自殺予防に関する普及啓発等を行い、自殺対策の推進に務めている。 

３）自立支援医療（精神通院医療） 

障害者総合支援法に基づき、精神疾患のある方の通院医療にかかる医療費を公費助成する

自立支援医療（精神通院医療）支給認定の申請受付、県へ進達、受給者証の交付を行っている。 

４）精神障害者保健福祉手帳 

山口県が交付する精神保健及び精神障害者の福祉に関する法律に基づく精神障害者保健福

祉手帳の申請受付、県への進達、手帳の交付を行うとともに、手帳による各種支援策の情報提

供や、制度利用のための手帳所持証明事務を行っている。 
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【精神障害者保健福祉手帳所持者数】 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

１級 516人 524人 519人 492人 471人 

２級 1,274人 1,313人 1,337人 1,350人 1,356人 

３級 601人 694人 764人 827人 872人 

合計 2,391人 2,531人 2,620人 2,669人 2,699人 

 

（５）難病対策事業 

１）難病患者在宅ケア推進業務 

在宅療養の難病患者とその家族の支援のため、保健師等による在宅患者の訪問相談、医療相

談会・講演会・交流会等を開催するとともに、医療・福祉関係機関と連携して医療・地域療養

支援のネットワークづくりを行っている。また、「難病の患者に対する医療等に関する法律」

に基づき、特定医療費（指定難病）の公費負担申請に係る事務を行っている。 

２）小児慢性特定疾病対策業務 

児童福祉法に基づき、小児慢性特定疾病の治療に係る医療費の一部を助成するとともに、特

殊寝台等の日常生活用具の給付を行っている。また、小児慢性特定疾病児童の適切な療養の確

保、日常生活上の不安を軽減するため、専門の相談員による相談支援を行っている。 

 

（６）介護予防業務 

１）介護予防普及啓発業務 

６５歳以上の高齢者に対して、健康講座等の開催により、介護予防に関する基本的な知識の

普及・啓発を行っている。また、自立した生活を送ることができるように、生活機能の維持向

上を目的に、運動を主体とした介護予防教室を開催している。 

２）認知症対策業務 

認知症の者や介護を行う家族の支援を行うために、認知症の者の相談や、認知症に関する正

しい知識の普及啓発を実施している。また、認知症の人や家族を温かく見守る応援者である住

民ボランティアの育成を図るために認知症サポーター養成講座等を開催している。 

 

（７）新型コロナウイルスワクチン予防接種業務 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止及び重症化予防の観点から、個別医療機関及び集

団接種会場における新型コロナワクチン接種体制を確保し、希望する市民全員が接種可能な体制を

構築する。 

令和４年９月下旬からは、従来株とオミクロン株に対応した２価ワクチンによる接種を、初回

接種（１・２回目）を終了した１２歳以上の全ての市民を対象に迅速かつ円滑に実施するとともに、

小児や乳幼児、また、これまでワクチン接種をしていない方の接種機会も継続的に確保していく。 



（保健部 健康推進課） 

２４１ 

  【接種状況 （令和 4年 11月 28日現在） 】 

 4歳以下 5歳～11歳 12歳～59歳 60歳以上 合計 

人口 7,789人 13,619人 125,241人 107,347人 253,996人 

接種 

人数 

１回目 27人 2,324人 105,186人 100,087人 207,624人 

２回目 0人 2,226人 104,623人 99,909人 206,758人 

３回目 0人 655人 76,059人 95,994人 172,708人 

４回目 － － 28,133人 82,277人 110,410人 

５回目 － － 736人 15,008人 15,744人 

接種率 

１回目 0.35％ 17.06％ 83.99％ 93.24％ 81.74％ 

２回目 0％ 16.34％ 83.54％ 93.07％ 81.40％ 

３回目 0％ 4.81％ 60.73％ 89.42％ 68.00％ 

４回目 － － 22.46％ 76.65％ 43.47％ 

５回目 － － 0.59％ 13.98％ 6.20％ 

 

４．所管する施設 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

（１）保健センター 

 設置 概要 

唐戸保健センター H26.2 南部町・本庁舎新館 3階 占有面積 424.40㎡ 

新下関保健センター H26.2 秋根南町二丁目・勝山公民館 1階 占有面積 508.99㎡ 

山陽保健センター H10.4 長府松小田本町・長府東公民館 1階 占有面積 149.45㎡ 

彦島保健センター H15.4 彦島江の浦町一丁目・建物面積  333.75㎡ 

菊川保健センター H17.2 菊川町大字下岡枝 ・建物面積  247.20㎡ 

豊田保健センター H17.2 豊田町大字殿敷  ・建物面積  428.60㎡ 

豊浦保健センター H17.2 豊浦町大字川棚  ・建物面積  630.41㎡ 

豊北保健センター H17.2 豊北町大字滝部  ・建物面積 1398.04㎡ 

特定医療費（指定難病）、不妊治療費助成、小児慢性特定疾病、育成医療、未熟児養育医

療等の申請受付業務を行うほか、乳幼児訪問、育児相談、健康相談、各種健康教室などを行っ

ている。 

 



（保健部 動物愛護管理センター） 

 

 

２４２ 

動物愛護管理センター 

 

１．動物愛護管理センターの概要 

動物愛護の意識を高め、及び公衆衛生の向上を図るため、保健部の出先機関として動物愛護 

管理センターが置かれている。 

 

２．所管する主な業務 

（１）畜犬等対策業務 

１）犬の登録事務 

狂犬病予防法に基づき、犬の登録を行っている。 

 

２）狂犬病予防注射済票の交付事務 

狂犬病予防法に基づき、狂犬病予防注射済票の交付を行っている。 

また、毎年４月に、市内に会場を設けて、狂犬病予防注射の集合注射を行っている。 

 

３）野犬の捕獲・迷い犬の保護 

野犬の捕獲及び迷い犬の保護を行っている。 

 

（２）動物愛護管理業務 

１）動物の管理と適正飼養についての普及啓発 

犬・猫の正しい飼い方についての普及啓発活動を行っている。 

また、動物に関する相談を受けている。 

２）犬・猫の譲渡会の開催 

犬・猫の譲渡会及び譲渡前講習会を毎月３回開催している。 

３）犬のしつけ方教室の開催 

しつけ専門のインストラクターによる犬のしつけ方教室を開催している。 

４）猫の不妊去勢手術助成金交付 

不幸な猫を増やさないために、飼い猫及び飼い主のいない猫を対象に不妊去勢手術料の一

部を助成している。 

５）第一種動物取扱業の登録審査、検査・指導等 

第一種動物取扱業に係る登録申請の審査・登録、飼養施設の検査・指導、動物取扱責任者

に対する研修会を実施している。 



（保健部 動物愛護管理センター） 

 

２４３ 

６）第二種動物取扱業の届出受付、検査・指導 

第二種動物取扱業に係る届出の受付、飼養施設の検査・指導を実施している。 

７）特定動物の飼養許可、検査・指導 

特定動物に係る飼養許可申請の審査・許可、飼養施設の検査・指導を実施している。 

８）犬・猫の引取り 

やむなく家庭で飼えなくなった犬・猫の引取りを行っている。 

９）ミルクボランティア 

殺処分していた幼猫を、２か月齢になるまで市民ボランティアに哺育してもらい、譲渡に

出すことで殺処分を減らしている。 

（３）動物愛護管理センター業務 

施設の維持管理とともに、捕獲犬及び不要犬・猫の収容、殺処分及び焼却を行っている。 

また、ペット（犬・猫及びこれに準ずる動物）の火葬を行っている。 

 

３．所管する施設 

（１）動物愛護管理センター（愛称：動物ふれ愛ランド下関） 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

 設置 概要 

動物愛護管理センター H21.4 大字井田・建物面積 1433.37㎡ 

愛護棟では、狂犬病予防法に基づく犬の登録及び狂犬病予防注射に関する業務をはじめ、

動物の愛護と適正飼養の普及啓発のため、犬のしつけ方教室、いのちの教室等を行っている。 

また、犬・猫の新しい飼い主を探すための譲渡会、譲渡前講習会を行っている。管理棟で

は、犬・猫の保護、収容、殺処分、焼却及びペット火葬を行っている。 

 



（保健部 豊田中央病院） 

 

２４４ 

豊 田 中 央 病 院 

 

１．病院事業の概要 

「下関市立豊田中央病院及び診療所の設置等に関する条例」に基づき設置された下関市立豊田中

央病院、下関市立豊田中央病院殿居診療所及び下関市立角島診療所の１病院、２診療所の管理運営

を行う。 

 

２．所管する主な業務 

（１）下関市立豊田中央病院、下関市立豊田中央病院殿居診療所及び下関市立角島診療所に

関する業務 

 下関市北部地域（菊川町、豊田町、豊北町）の山間へき地・過疎地域では、廃業等により医療

機関が減少し、また、民間医療機関の立地も困難となってきている中、下関市では豊田中央病院、

殿居診療所及び角島診療所を運営し、地域住民に対して良質な医療サービスを提供するとともに、

豊田中央病院では２４時間救急医療体制を維持し、不採算となる夜間休日の医療サービスも提供 

している。 

 

３．その他（今後の課題） 

 （１）下関市立豊田中央病院 

 へき地における医師等の医療スタッフの確保は厳しい状況にあるが、医師のキャリア形成支援、

総合医の育成、勤務環境の整備を行うことにより、医師数を確保し、安定した経営を図っていけ

るよう取り組むとともに、保健・医療・福祉の連携による地域包括ケアシステムを推進する。 

 

４．所管する主な施設 

 （１）下関市立豊田中央病院、下関市立豊田中央病院殿居診療所及び下関市立角島診療所 

 １）沿革 

昭和 27年 09月 殿居村、豊田中村、西市町、豊田下村及び豊田前村の５カ町村をもって「国 

民健康保険豊田５カ町村組合」を組織し、「豊浦中央病院」として発足 

平成 06年 11月 全面改築に着手（平成７年 11月に完成） 

平成 17年 02月 下関市と豊浦郡４町の合併により、新たに「下関市立豊田中央病院」、「下関 

市立豊田中央病院殿居診療所」開設 

平成 18年 04月 国民健康保険特別会計から下関市立角島診療所及び下関市立神玉診療所を移 

管 

平成 22年 04月 下関市立神玉診療所を廃止（平成 22年 4月 1日） 

 



（保健部 豊田中央病院） 

 

２４５ 

 ２）現況及び業務の概要  

施設名 豊田中央病院 殿居診療所 角島診療所 

所在地 豊田町大字矢田 365番地 1 豊田町大字荒木 51番地 2 豊北町大字角島1418番地4 

敷地面積 

病院及び診療所用地 

10,410.01㎡ 

宿舎用地  2,992.78㎡ 

997.40㎡ 597.06㎡ 

290.00㎡ 

延床面積 
病院施設    4,772.98㎡ 

宿舎６棟   839.66㎡ 

159.82㎡  168.08㎡ 

1棟      113.50㎡ 

診療科目 

９科 

内科、外科、眼科、整形外科、

脳神経外科、泌尿器科、皮膚

科、小児科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 

２科 

内科、外科 

３科 

内科、外科、小児科 

病床数 

許可病床数：７１床 

・一般病床 ６０床 

・療養病床 １１床（休棟） 

  

管理状況 直営 直営 直営 

職員数 

医師      ７人（角島診療所医師１人含む） 

看護師    ３０人 

薬剤師     ２人 

医療技術員  １０人 

事務職     ５人 

計      ５４人                 （令和３年度末時点） 

 

３）施設の現況 

ア．診療科別外来患者数                          （単位：人） 

  区 分   平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

  総 合 診 療 科   11,442 11,971 11,894 10,586 10,983 

  外 科   265 299 257 252 741 

  脳 神 経 外 科   276 257 309 235 164 

  整 形 外 科   4,715 5,139 5,250 4,368 3,298 

 泌 尿 器 科  655 768 940 947 997 

 皮 膚 科  － － － 1,200 1,075 

  眼 科   8,859 8,609 9,418 8,296 8,100 

  病 院 計   26,212 27,043 28,068 25,884 25,358 

  殿 居 診 療 所   1,620 1,499 1,409 1,185 1,122 

  角 島 診 療 所   2,231 2,080 2,037 1,990 2,029 

  診 療 所 計   3,851 3,579 3,446 3,175 3,151 

  合 計   30,063 30,622 31,514 29,059 28,509 



（保健部 豊田中央病院） 

 

２４６ 

 

イ．診療科別入院患者数                          （単位：人）   

  区 分   平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

  内 科   14,431 14,524 13,690 11,993 10,366 

  外 科   － － － － 875 

  眼 科   953 1,116 1,366 814 957 

  合 計   15,384 15,640 15,056 12,807 12,198 

 

 ４）将来計画 

山間へき地・過疎地域の地域住民が安全で安心に生活できるよう医療の向上を図り、地域 

住民への医療の確保に努めていきたい。 

 



２４７ 

 



（教育委員会） 

 

２４８ 

教 育 委 員 会 
 

 
（令和 5年 2月 1日現在） 

役 職 名 氏   名 職 業 任   期 

教 育 長 児 玉 典 彦 公 務 員 
自 令和 3年 4月 15日 

至 令和 6年 4月 14日 

教 育 長 

職務代理者 
小 田 耕 一 農  業 

自 令和 3年 4月 20日 

至 令和 7年 4月 19日 

委 員 藤 井 悦 子 
歯科医院 

事 務 長 

自 平成 31年 4月 20日 

至 令和 5年 4月 19日 

委 員 吉 村 邦 彦 会社役員 
自 令和 4年 4月 20日 

至 令和 8年 4月 19日 

委 員 佐 々 木  猛 
保険代理店 

代 表 者 

自 令和 2年 4月 20日 

至 令和 6年 4月 19日 



（教育委員会） 

２４９ 

機構及び事務分掌 

 
教 育 政 策 課

学 校 教 育 課

生徒指導推進室 学校安全、児童等の交通事故・学校事故、児童等の問題行動、通学路の安全、子ども安

心メール、スクールガード、生徒指導・進路指導、教育支援教室・不登校児童生徒支援

教 育 研 修 課 学習指導・助言、教育課程、教職員の研修、学校訪問、コミュニティ・スクール、教科

書用図書・教材、外国語指導助手・学校司書、学校教育の振興及び学校教育諸団体との

連絡調整

学 校 支 援 課 経 理 係 学校の予算配当・執行、学校への寄附採納、学校の備品管理、学校の樹木・浄化槽・受

水槽等の維持管理、教職員住宅の維持管理

施 設 係 学校の用地・校舎・附帯施設の維持管理、学校の用地・建物等に係る取得・処分、学校

の新設・増改築の計画・実施、学校の軽易な工事の設計・実施の監督、学校のコン

ピュータ整備

学校保健給食課 保 健 係 日本スポーツ振興センター、学校の保健管理・指導、学校医等の委嘱・業務、学校等の

教職員・児童等の健康診断、学校保健会

給 食 係 学校給食、学校給食共同調理場の設置・管理、南部学校給食共同調理場及び中部学校給

食共同調理場の事務処理、学校給食諸団体

生 涯 学 習 課 社会教育係 社会教育委員の会議、社会教育の指導、生涯学習の推進、社会教育関係団体の育成・指

導、ユネスコ活動、社会教育施設の設置・管理運営・工事の設計・監督

教 育 委 員 会
青 少 年 係 青少年の健全育成、青少年団体、青少年補導センター、青年の家

青 年 の 家

青少年補導センター

教 育 長
文化財保護課 文化財保護施策、文化財保護審議会の会議、文化財保護団体の育成・指導、文化財施設

の設置・管理運営、考古博物館

教 育 部 菊川教育支所

豊田教育支所

豊浦教育支所

豊北教育支所

（教育機関）

中 央 図 書 館 図書館施策、図書館の予算執行、図書館運営協議会の会議

図 書 館 （６館）

公 民 館 （３３館、分館１館）

生 涯 学 習 プ ラ ザ

歴 史 博 物 館

考 古 博 物 館

東 行 記 念 館

菊 川 ふ れ あ い 会 館

豊田ホタルの里ミュージアム

生 涯 学 習 セ ン タ ー （２館）

ふ れ あ い セ ン タ ー （３館）

活動拠点施設

総 合 セ ン タ ー

美 術 館

土井 ヶ 浜 遺 跡 ・ 人 類 学ミ ュー ジア ム

烏 山 民 俗 資 料 館

豊北歴 史民俗 資料 館

下 関 商 業 高 等 学 校

幼 稚 園 （７園）

小 学 校 （４２校）

中 学 校 （２２校）

学校給食共同調理場（６場）

教育委員会の会議、例規の総括、職員の人事、給与、勤務条件、労働安全衛生、公印、

文書、訴訟・陳情等、表彰、職員団体・労働組合、後援名義の承認、教育センターの管

理、重要な教育施策の調査・企画等、広報、教育行政に関する相談、予算・決算の総

括、統計、事務分掌・組織、専修学校等の助成、市立学校の適正規模・適正配置、学校

跡地利用

教員等の人事・免許・服務・給与・福利厚生等、学校・教職員評価、学校の設置・廃

止、学校の組織・学級編制、就学、学校訪問、特別な支援を要する児童生徒の教育支

援、就学援助、特別支援就学奨励費、通学区域、遠距離通学費補助、私立学校の連絡、

下関市奨学金、私立学校の助成、教職員団体

 

（令和 4 年 4 月 1日現在） 



（教育委員会） 

 

２５０ 

教 育 政 策 課 

 

１．事務分掌 

１）教育委員会の会議に関すること。 

２）重要な教育施策の調査、研究、企画、立案及び調整に関すること。 

３）教育委員会の事務分掌及び組織に関すること。 

４）条例、規則等に係る事務の統括に関すること。 

５）教育委員会所管の予算編成及び決算の統括に関すること。 

６）職員(校長、園長、教員及び県費負担事務職員を除く。)の人事に関すること。 

７）教育委員、教育長及び職員(県費負担教職員を除く。)の諸給与に関すること。 

８）職員(県費負担教職員、市立高等学校の教員、幼稚園の園長、教員を除く。)の勤務時間

その他勤務条件に関すること。 

９）労働安全衛生に関すること。 

１０）公印の管守に関すること。 

１１）訴訟、審査請求、請願、陳情の連絡調整に関すること。 

１２）表彰に関すること。 

１３）職員団体及び職員の労働組合に関すること。 

１４）教育施策の広報に関すること。 

１５）教育行政に関する相談に関すること。 

１６）教育の統計に関すること。 

１７）専修学校、各種学校及び外国人学校の助成に関すること。 

１８）小学校・中学校の適正規模・適正配置に関すること。 

１９）学校跡地利用に関すること。(幼稚園に関することを除く。) 

２０）教育センターに関すること。 

２１）文書の収受、発送及び保管に関すること。 

２２）教育委員会の後援名義の承認に関すること。 

２３）教育委員会内の連絡調整に関すること。 

２４）教育委員会内他課等の所管に属しないこと。 

 

２．所管する主な計画 

（１）下関市教育振興基本計画（下関市教育大綱） 

   下関市教育振興基本計画（第３期計画期間：令和２年度～令和６年度）は、時代の変化

に応じた新たな主要施策を設定し、施策の評価・点検を適切かつ確実に実施することで、

適宜、施策、事業の見直しを図り、よりよい教育行政の実現をめざして、令和２年８月に

策定している。 

本市の教育がめざす人間像を明確にし、これを実現するための中期的な目標及び方針を

定めることで、教育の振興に関する方向性を示し、施策の総合的かつ計画的な推進を図り、

もって教育基本法に定められている「教育の目的及び理念」の達成をめざしている。 

 



（教育委員会） 

２５１ 

（２）下関市立学校適正規模・適正配置基本計画 

下関市立学校適正規模・適正配置基本計画（第３期計画期間：令和２年度～６年度）は、

少子化に伴い、市立小中学校の小規模化が進行する中、将来にわたって義務教育の教育水

準の維持・向上を図り、子どもたち一人ひとりの「生き抜く力」を育てることができる、

よりよい教育環境を提供することを目的として、市立小中学校の適正規模・適正配置につ

いて、基本的な考え方や具体的な方策を示し、その取組を円滑に進めるため、令和２年  

１１月に策定している。 

 

３．所管する主な業務 

（１) 教育委員会の運営 

教育行政運営に関する課題等を把握するとともに、教育行政の中心的な役割を担い、教

育施策の推進を図る。 

 

（２) 教育委員会事務局の運営 

教育委員会事務局の人事、事務等の管理を行い、教育委員会事務局の円滑な運営に努め

る。 

 

（３) よりよい教育環境の提供 

少子化に伴い、市立小中学校の小規模化が進行する中、将来にわたって義務教育の教育

水準の維持・向上を図り、子どもたち一人ひとりの「生き抜く力」を育てることができる、

よりよい教育環境を提供する。 

 

（４) 隣接地域との連携・交流 

下関市、北九州市、長門市及び北九州都市圏に在住もしくは在校（園）している小学校、

中学校、特別支援学校等の児童生徒並びに３歳以上の幼稚園、保育園、こども園の園児を

対象に、下関市、北九州市、長門市及び北九州都市圏の文化教育施設等の無料（一部割引）

のパスポートを発行し、施設の利用を通じて楽しく郷土の歴史・文化・自然に接する機会

を増やし、子ども達の「心の豊かさ」を育むとともに、「家族のふれあい」の増進を図る

ための｢こども文化パスポート事業」を実施する。 



（教育委員会） 

 

２５２ 

学 校 教 育 課 

 

１．事務分掌 

１) 校長、教員及び県費負担事務職員の人事、免許、服務、給与、福利厚生等に関すること。 

（幼稚園教員に関することを除く。） 

２) 学校評価及び教職員評価に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

３) 学校の設置及び廃止に関すること。 

４) 学校組織・学級編制に関すること。 

５) 児童、生徒の就学に関すること。 

６）学校訪問に関すること。 

７) 特別な支援を要する児童、生徒の教育支援に関すること。 

８) 就学援助に関すること。 

９) 特別支援教育就学奨励費に関すること。 

10) 通学区域の設定・変更に関すること。 

11) 遠距離通学費補助に関すること。 

12) 私立学校の連絡に関すること。 

13) 下関市奨学金に関すること。 

14) 私立学校(小中学校、高校)の助成に関すること。 

15）教職員住宅の入居に関すること。 

16) 教職員団体に関すること。 

17) 生徒指導推進室との連絡調整に関すること。 

生徒指導推進室 

１) 学校安全（交通安全、防災、防犯）に関すること。 

２) 児童、生徒の交通事故に関すること。 

３) 児童、生徒の学校事故に関すること。 

４) 児童、生徒の問題行動に関すること。 

５) 通学路の安全に関すること。 

６) 子ども安心メールに関すること。 

７) スクールガードに関すること。 

８) 生徒指導及び進路指導に関すること。 

９) 教育相談に関すること。 

10) 教育支援教室及び不登校児童生徒支援に関すること。 

 

 

２．所管する主な業務 

（１) 教職員の適切な配置 

１) 教職員の適正な人事管理 

各学校において、教職員一人ひとりがそれぞれのモチベーションやキャリアステージに

応じた資質能力の向上を図り、専門性を発揮しながら、特色ある学校づくり、確かな学力

の育成や体力の向上、生徒指導の充実、キャリア教育の推進等の諸課題に組織的かつ適切

に対応できるよう、全市的な視野に立って、人事異動を行う。 

 



（教育委員会） 

２５３ 

２) 非常勤講師の活用 

山口県教育委員会と連携し、非常勤講師の配置によって、学校の実情に応じた、よりき

め細やかな指導が行える体制を整える。 

 

（２) 特別支援教育の推進 

障害のある子供の状況を正しく理解し、一人ひとりの可能性が最大限に伸長される適切な

就学先や必要な教育支援について審議するため、下関市教育支援委員会を開催する。 

特別な支援を必要とする子供が就学する小・中学校において、生活や学習上の困難を改

善・克服するため、適切な支援・介助を行う特別支援教育支援員を配置する。 

 

（３) 就学に対する援助 

義務教育の円滑な実施に資するため、経済的理由によって就学困難と認められる公立小・

中学校（県立中等教育学校前期課程を含む）の児童生徒の市内在住の保護者に対して、必要

な援助を行う。 

また、特別支援学級への就学については、就学に関しての特別な事情を鑑みて保護者の経

済的負担を軽減するため、特別支援教育就学奨励費を交付する。 

 

（４) 遠距離通学に対する支援 

豊田、豊浦、豊北地区において、スクールバスの運行を実施する。 

また、片道の通学距離が小学校は４km 以上、中学校は６km 以上の児童生徒を対象に通学

費の援助を行う。 

 

（５) 奨学金の貸付 

有用な人材育成のため、向学心があるにもかかわらず、経済的理由により修学が困難な者

に対し、学資を貸し付け、支援する。 

 

（６) 不登校児童生徒への個別支援の実施 

不登校児童生徒に対して、教育支援教室（「かんせい」及び「あきね」）における体験活動

や学習支援、外部機関と連携しての発達支援、「教育相談室」における相談活動等を実施す

る。 

また、学校だけでは対応が困難なケースは「カウンセリングアドバイザー」や「スクール

ソーシャルワーカー」を派遣し、状況の改善に努める。 

 

（７) 生徒指導体制の充実 

児童生徒の問題行動等に係る実態を把握し、保護者や地域、児童相談所や警察等の関係機

関との連絡調整も踏まえ、学校とともに対応策を多角的に検討するなど適切な支援に努める。 

小・中学校におけるいじめ、暴力行為等の生徒指導上の諸問題の未然防止、早期発見・対

応の充実とともに、登下校時を含む児童生徒の安全確保、学校教育に対する保護者からの指

摘等に対して、生徒指導推進室が積極的に学校を訪問し、指導・支援を図る。 

 



（教育委員会） 

 

２５４ 

教  育  研  修  課 

 

１．事務分掌 

１) 教育課程、学習指導等についての指導助言に関すること。 

２) 教職員の研修に関すること。（園長及び幼稚園教員の専門研修に関することを除く。） 

３) 学校訪問に関すること。 

４）コミュニティ・スクールに関すること。 

５) 教科用図書及び教材の取扱に関すること。 

６）学校教育諸活動に係る職員（外国語指導助手及び学校司書）に関すること。 

７）学校教育の振興及び学校教育諸団体との連絡調整に関すること。 

 

２．所管する主な業務 

（１) 教職員研修の充実 

教職員の資質向上を図り、より質の高い教育を提供するため、中核市として市独自に教職

員研修講座の開催や県外派遣研修を実施する。 

 

（２) 学校訪問の実施 

学校経営、学習指導、生徒指導等の実態を踏まえた学校の教育課題について、授業参観や

研究協議を行うことを通して、教職員の指導力の向上及び校内研修体制の確立を支援する。 

 

（３) コミュニティ・スクールの推進 

下関市立小・中・高等学校が連携・協働を図るとともに、地域の人々と目標（めざす子供

像）を共有しながら、一体となって子供たちを育てていくことができる「地域とともにある

学校」をめざしていく。 

 

（４) 外国語指導助手の派遣 

外国語指導助手（ＡＬＴ）を下関市立認定こども園、幼稚園、小・中学校及び下関商業高

等学校に派遣し、外国語教育の充実に努めるとともに、ＡＬＴとの交流を通して国際交流及

び相互理解の促進を図る。 

 

（５) 学校司書の配置 

下関市立小・中学校に学校司書を順次配置し、教職員との連携により学校図書館のセンタ

ー機能（読書・学習・情報センター）の充実・向上を図る。また、コミュニティ・スクール

の取組を推進し、開かれた学校図書館づくりに努める。 

  

 

 

 



（教育委員会） 

２５５ 

学 校 支 援 課 

 

１．事務分掌 

経理係  

１ ) 学校の予算配当並びに執行に関すること。  

２ ) 学校への寄附採納に関すること。  

３ ) 学校の備品管理に関すること。  

４ ) 学校の樹木、浄化槽、受水槽等の維持管理に関すること。  

５ ) 教職員住宅の維持管理に関すること。  

６ ) 課内他係の所管に属しないこと。  

施設係  

１ ) 学校の用地、校舎及び付帯施設 (給食室及び学校プールを含む。)の維持

管理に関すること。  

２ ) 学校の用地及び建物等に係る取得及び処分に関すること。  

３ ) 学校の新設、増改築の計画及び実施に関すること。  

４ ) 学校の軽易な工事の設計及び実施の監督に関すること。  

５ ) 学校のコンピュータ整備に関すること。  

 

２．所管する主な業務 

（１) 学校の教材等の整備 

円滑な義務教育の実施を図るための教材教具（消耗品・備品）の購入を行う。 

 

（２）学校の施設・設備等の維持整備 

児童生徒の安全安心を図るため、施設の適切な維持管理や特別支援学級等の施設整備を行

う。 
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２５６ 

学 校 保 健 給 食 課 

 

１．事務分掌 

保健係 

１) 日本スポーツ振興センターに関すること（幼稚園に関することを除く）。 

２) 学校の保健についての管理及び指導に関すること。 

３) 学校医、学校歯科医、学校薬剤師の委嘱及び業務に関すること（幼稚園に関すること

を除く）。 

４) 学校及び幼稚園の教職員及び児童、生徒の健康診断に関すること。 

５) 就学時の健康診断に関すること。 

６) 学校保健会に関すること。 

７) 課内他係の所管に属しないこと。 

給食係 

１) 学校給食に関すること。 

２) 学校給食共同調理場の設置及び管理に関すること。 

３) 南部学校給食共同調理場及び中部学校給食共同調理場の事務処理に関すること。 

４) 学校給食諸団体に関すること。 

 

２．所管する主な業務 

（１) 学校保健管理 

児童、生徒及び教職員の健康診断並びに就学時の健康診断を通じて、病気の早期発見や健

康の保持増進を図り、学校保健管理の円滑な実施に努める。 

 

（２) 学校給食管理 

安全・安心な学校給食を提供するため、給食施設・設備の維持改善を図るとともに、適正

な給食運営の実施に努める。 

 

学校給食実施状況                                       (令和 4年 5月 1日現在) 

区分 
完全給食 実施方式 

校(園)数 実施人員 実施率 単独調理校 親子受配 調理場受配 

校(園) 人 % 校(園) 人 校(園) 人 校(園) 人 

小学校 42 11,557 100 26 9,203 1 7 15 2,347 

中学校 22 5,815 100 7 2,347 1 12 14 3,456 

幼稚園 6 198 100 0 0 6 198 0 0 

計  70 17,570 100 33 11,550 8 217 29 5,803 
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２５７ 

学校給食共同調理場                                                (令和 4年度) 

共同調理場名 
（所在地） 

構造・延面積 
（開設年月日） 

運営方式 

対象学校数 
（児童生徒園児数） 

対象 
学校名 

学

校

種

別 

学校

(園)

数 

児童 

生徒 

園児数 

南部学校給食共同調理場 
(彦島江の浦町三丁目 4－
10) 

軽量鉄骨 
平屋建 

延 989.48㎡ 
(昭 47.3.31) 

民間 
(H21.8～) 

小 6 1,082 
桜山、本村、西山、

江浦、角倉、向井 

中 3 650 文洋、彦島、玄洋 

計 9 1,732  

中部学校給食共同調理場 
(一の宮住吉二丁目 9－8) 

鉄骨平屋建 
延 866.66㎡ 
(平 2.4.1) 

民間 
(H30.4～) 

小 2 369 養治、名陵 

中 7 2,234 
日新、向洋、名陵、

垢田、川中、長成、

山の田 

計 9 2,603  

豊田町学校給食共同調理場 
(豊田町大字矢田 320－1) 

鉄骨平屋建 
延 486.51㎡ 
(昭 38.4) 

(平 4.3.24改築) 

民間 
(H24.4～) 

小 2 146 西市、豊田下 

中 1 90 豊田 

計 3 236  

豊浦町学校給食共同調理場 
(豊浦町大字川棚 3630－1) 

鉄骨平屋建 
延 620㎡ 
(平 5.4.1) 

民間 
(H20.4～) 

小 2 386 川棚、小串 

中 2 369 豊洋、夢が丘 

計 4 755  

黒井学校給食共同調理場 
(豊浦町大字黒井 2200） 

鉄骨平屋建 
延 176㎡ 

（昭 55.9） 
(平 9.1.1開設) 

民間 
(H23.4～) 

小 2 189 誠意、室津 

計 2 189  

滝部学校給食共同調理場 
(豊北町大字滝部 1244－
36） 

鉄筋コンク 
リート平屋建 
延 413.25㎡ 
(平 18.4.1) 

民間 
(H18.4～) 

小 1 175 豊北 

中 1 113 豊北 

計 2 288  

  
※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２５８ 

生 涯 学 習 課 

 

１．事務分掌 

社会教育係 

１ ) 社会教育委員の会議に関すること。  

２ ) 社会教育の指導に関すること。  

３ ) 生涯学習の推進に関すること。  

４ ) 社会教育関係団体の育成、指導に関すること。  

５ ) ユネスコ活動に関すること。  

６ ) 社会教育施設の設置に関すること。  

７ ) 社会教育施設の管理運営に関すること。  

８ ) 社会教育施設の工事の設計及び実施の監督に関すること。  

９ ) 課内他係の所管に属しないこと。  

青少年係 

１ ) 青少年健全育成に係る総合調整に関すること。  

２ ) 青少年の健全育成に関すること。  

３ ) 青少年団体に関すること。  

４ ) 青少年補導センターに関すること。  

５ ) 青年の家に関すること。  

 

２．所管する主な業務 

（１）家庭の教育力向上への支援 

子どもの育成に重要なかかわりをもつ保護者を対象に家庭教育について学習する機会や

親子で学ぶ機会等を提供するとともに、保護者同士のネットワークの構築を図る。 

１）家庭教育推進事業 

家庭教育支援の重要性が増す近年、家庭の教育力を高めるため、親子で学ぶことのでき

る各種講座を開催する。 

２）家庭教育学級 

幼児・児童・生徒の育成に重要な関わりをもつすべての大人を対象に、家庭教育のあり

方を学習するための学習機会を提供する。 

 

（２) 公民館など生涯学習拠点施設の整備と活用の促進 

地域における学習の拠点としてだけでなく、人づくり、まちづくりの拠点として機能する

ための施設の整備を行い、市民の効果的な活用を促進する。 

１）公民館の整備と活用 

公民館（３３館、分館１館）、その他社会教育施設（３施設）の維持管理を行う。 

２）公民館学級の実施 

地域の生涯学習活動の場である公民館において、地区市民学級、地域ふれあい活動及び

地区文化祭を実施する。 



（教育委員会） 

２５９ 

（３) 多様な学習ニーズに対応した生涯学習機会の提供 

だれもが自主的に学び、活動できるよう、多様な学習ニーズに対応した生涯学習機会を提

供する。 

１)「下関市生涯学習まちづくり出前講座」 

市民が主催する集会などに講師が出向き、学習や実習等を行う。 

２）「関門海峡・温故知新塾」 

下関市民と門司区民が「関門」の歴史や文化を学び、その意義や恩恵を再認識していく

講座を行う。 

３）「市民文化セミナー」 

市民の文化的な教養、知識を高めることを目的に、専門分野に長けた講師を招聘し、学

びの場を提供する。 

 

（４）地域ぐるみで子どもたちをはぐくむ活動の推進 

家庭や地域住民の積極的な参画を促しながら、学校、家庭、地域の連携協力体制を構築し、

地域が一体となって子どもたちをはぐくむ活動を推進する。 

１）学校・家庭・地域の連携協力推進事業 

地域の実情に応じ自主的に行う学校・家庭・地域の連携協力のための様々な取組を支援

し、社会全体の教育力の向上を図ることを目的とし、地域住民等の参画による「地域学校

協働本部事業」及び「放課後子供教室」を実施する。 

 

（５) 青少年健全育成の体制整備と啓発 

１）成人の日記念事業 

２０歳の門出を祝福し、２０歳としての自覚を促すため式典を開催する。 

 

（６）青少年補導センターにおける補導、相談の実施 

１）青少年補導センター業務 

    街頭補導や環境浄化活動など、関係機関、団体、地域との緊密な連携のもとに青少年の

非行防止活動を総合的に行う。 
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２６０ 

３．施設 

（１) 下関市立青年の家 

研修活動や団体宿泊を通じて、多様な活動や体験学習を行い、規律・友愛・協同の精神を

養い健全な青少年の育成を図ることを目的とする社会教育施設。 

 

位  置 下関市椋野町一丁目１７－１（一里山公園内） 

開  所 昭和 48年 3月 21日 

宿泊定員 112人 

本  館 鉄筋コンクリート 3階建、延 1,913.35㎡ 

１  階 事務室、ロビー、食堂談話室(112人)、保健室、浴室、当直室、従業員室 

２  階 第 1研修室(112人)、第 2研修室(40人)、音楽研修室(60人)、講師控室、展示ホール 

３  階 宿泊室(112人)、講師室(6畳)、和室(20畳)、第 3研修室(24人) 

体 育 館 
鉄骨平屋建 772.79㎡ 

バレーコート 2面、バスケットコート 1面、バドミントンコート 2面、卓球台 3台 

運 動 場 5,000㎡ 200ｍトラック、ソフトボール、サッカー等 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２６１ 

文 化 財 保 護 課 

 

１．文化財保護課の概要 

１ ) 文化財保護施策に関すること。  

２ ) 文化財保護審議会の会議に関すること。  

３ ) 文化財保護団体の育成及び指導に関すること。  

４ ) 文化財施設の設置に関すること。  

５ ) 文化財施設の管理運営に関すること。  

６ ) 考古博物館に関すること。  

 

２．所管する主な計画・プランなど 

（１) 年報、白書など 

 １）下関市立考古博物館年報 

 

３．所管する主な業務 

（１) 文化財の保護 

      ① 市域の有形文化財、無形文化財、民俗文化財、埋蔵文化財、記念物などの調査を行い、 

     必要に応じて適切な保護措置や施策を講じる。 

     ② 文化財所有者や管理団体に対して、文化財の管理方法についての助言を行う。 

      ③ 文化財愛護思想の普及を図るとともに、文化財愛護団体の育成を行う。 

    ④ 下関市が所有者若しくは管理団体となっている記念物(史跡、天然記念物、名勝など)、 

     有形文化財の管理及び活用を行う。 

（２) 文化財施設等の管理 

  長府藩侍屋敷長屋、旧下関英国領事館などの文化財施設及び公開文化財の管理。 
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２６２ 

４．所管する施設 

（１) 旧下関英国領事館 

   １）沿革 

    明治３９年８月に上棟した領事館として使用するために建てられたものとしてはわが国

現存最古の建築。平成１１年５月１３日に重要文化財に指定。平成２６年７月１８日より指

定管理者による公開活用を図っている。 

   ２）施設の概要 

所在地 下関市唐戸町４番１１号 

面  積 敷地面積 ５９７．９３㎡ 

建築面積 本館１６１．３５㎡ 附属屋８０．９３㎡ 

構  造 本館  煉瓦造二階建・桟瓦葺 

附属屋 煉瓦造平屋建・桟瓦葺 

指定管理者 株式会社プランドゥ（公募、令和９年３月３１日まで） 

利用案内 開館時間 午前９時～午後５時（中庭及び 2階休憩室は午後 10時まで） 

休館日  年末年始（12月 28日～1月 4日） 

観覧料  無料 

公共施設の適正配

置に関する方向性 

後期まで継続 

 

   ３）施設の現況 

   H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

入館者数 62,126人 64,700人 60,310人 23,629人 34,187人 

 

（２) 長府藩侍屋敷長屋 

   １）沿革 

下関市指定有形文化財（建造物）を昭和６２年にその保護を目的として公有化し、保存・

整備のうえ、市民及び観光客等に公開している。 

   ２）施設の概要 

所在地 下関市長府侍町一丁目１番１号 

面  積 敷地面積 ４００．０７㎡ 

建築面積  ６１．７６㎡ 

構  造 木造平屋建 

利用案内 開館時間 午前９時～午後５時（7～9月は午前 8時 30分～午後 6時） 

休館日  年末年始（12月 29日～1月 3日） 

観覧料  無料 

公共施設の適正

配置に関する方

向性 

後期まで継続 
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２６３ 

３）施設の現況 

   H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

入館者数 5,058人 6,063人 6,002人 1,403人 2,536人 

 

（３) 安岡考古資料室 

   １）沿革 

昭和１０年竣工の安岡村役場を郷台地資料館として活用、その後埋蔵文化財調査実施施

設・展示施設となった。考古博物館開館後発掘調査機材等の保管収納施設となっている。 

   ２）施設の概要 

所在地 下関市安岡本町二丁目９番１号 

面  積 敷地面積 １，９９９．４４㎡ 

建築面積   ４１７．１１㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート陸屋根 

公共施設の適正

配置に関する方

向性 

中期までに廃止（譲渡）を検討 
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２６４ 

菊 川 教 育 支 所 

 

１．事務分掌 

１) 児童、生徒の就学に関すること。 

２) 通学区域に関すること。 

３) 外国語指導助手に関すること。 

４) 学校の用地、建物等の維持管理に関すること。 

５) 学校の用地及び建物等に係る取得及び処分に関すること。 

６) 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

７) 学校給食に関すること。 

８) 学校保健に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

９) 学校環境衛生に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

10) 生涯学習の推進に関すること。 

11) 社会教育施設の管理運営に関すること。 

12) 菊川ふれあい会館に関すること。 

13) 青少年健全育成に関すること。 

14) 青少年団体に関すること。 

15) 文化財に関すること。  

16) 菊川図書館に関すること。 

 

２．施設 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

（１) 菊川ふれあい会館 

沿   革 ２１世紀に向けて「町づくりは人づくり」をテーマに生涯学習の一層の充

実を図るとともに、幾世代にわたる交流と賑わいのある中核施設として、平

成１０年９月に開館した。 

位   置 下関市菊川町大字下岡枝 117番地  

建 築 面 積 3,380.89㎡ 

延 床 面 積 4,093.81㎡ 

構   造 鉄筋コンクリート造 屋根 鉄骨トラス 

   駐  車  場 189台収容 
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２６５ 

豊 田 教 育 支 所 

 

１．事務分掌 

１) 児童、生徒の就学に関すること。 

２) 通学区域に関すること。 

３) スクールバスに関すること。 

４) 外国語指導助手に関すること。 

５) 学校の用地、建物等の維持管理に関すること。 

６) 学校の用地及び建物等に係る取得及び処分に関すること。 

７) 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

８) 学校給食に関すること。 

９) 豊田町学校給食共同調理場の事務処理に関すること。 

10) 学校保健に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

11) 学校環境衛生に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

12) 生涯学習の推進に関すること。 

13) 社会教育施設の管理運営に関すること。 

14) 豊田生涯学習センターに関すること。 

15) 青少年健全育成に関すること。 

16) 青少年団体に関すること。 

17) 文化財に関すること。 

18) 豊田図書館に関すること。 

19) 豊田ホタルの里ミュージアムに関すること。 

 

２．施設 

（１) 豊田ホタルの里ミュージアム 

沿   革 昭和３２年に豊田町を貫流する木屋川がゲンジボタルの発生地として天然記

念物の指定を受けたが、河川改修工事等による影響でゲンジボタルが減少し

た。そこで、町内の有志や小学校等により盛んに保護活動が行われた。豊田

ホタルの里ミュージアムは、これらホタルの保護活動の拠点として、また、

ホタルとそれを取り巻く豊田町の自然の情報を全国に発信する場所として平

成１６年６月５日開館した。 

位   置 下関市豊田町大字中村 50－3 

敷 地 面 積 10,480㎡ 

構   造 鉄筋平屋建 

建 設 面 積 1,455㎡ 

延 床 面 積 1,377㎡  常設展示室 349㎡ シアター室 43㎡ ネイチャーラボ 24㎡ 

多目的ホール 138㎡ エントランスホール 169㎡ その他 654㎡ 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２６６ 

豊 浦 教 育 支 所 

 

１．事務分掌 

１) 児童、生徒の就学に関すること。 

２) 通学区域に関すること。 

３) スクールバスに関すること。 

４) 外国語指導助手に関すること。 

５) 学校の用地、建物等の維持管理に関すること。 

６) 学校の用地及び建物等に係る取得及び処分に関すること。 

７) 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

８) 学校給食に関すること。 

９) 豊浦町学校給食共同調理場及び黒井学校給食共同調理場の事務処理に関すること。 

10) 学校保健に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

11) 学校環境衛生に関すること。（幼稚園に関することを除く。） 

12) 生涯学習の推進に関すること。 

13) 社会教育施設の管理運営に関すること。 

14) ふれあいセンターの事務処理に関すること。 

15) 青少年健全育成に関すること。 

16) 青少年団体に関すること。 

17) 文化財に関すること。 

18) 豊浦図書館に関すること。 

 

２．施設 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

（１) 豊浦ふれあいセンター 

沿   革 地域の生涯学習を推進するため、昭和６３年に建設した施設で、交流室、管理

室、調理室を設けている。 

位   置 下関市豊浦町大字宇賀 7925番地 1 

建 設 年 月 昭和 63年 3月 

構   造 鉄骨造平屋建 

床 面 積 202.54㎡  

 

（２) 宇賀ふれあいセンター 

沿   革 旧宇賀中学校舎等を利用し、地域の生涯学習を推進するため平成１８年４月に

使用を開始した社会教育施設で、屋内運動場、講座室、グランドを持つ施設で

す。 

位   置 下関市豊浦町大字宇賀 4940番地 

建 設 年 月 昭和 55年 3月 
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２６７ 

構   造 鉄筋コンクリート 3階建（1階は倉庫のため使用不可） 

床 面 積 1,571㎡ 

 

（３) 小野ふれあいセンター 

沿   革 旧小野小学校跡地に地域の生涯学習を推進するため、平成１７年度に新築した

施設で、情報発信室、調理実習室、多目的コミュニティ室を設けている。西側

には旧小学校体育館があり、屋内スポーツ競技もできます。 

位   置 下関市豊浦町大字川棚 1486番地１ 

建 設 年 月 平成 18年 3月 

構   造 木造スレート葺平屋建 

床 面 積 281.55㎡（本館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育委員会） 

 

２６８ 

豊北教育支所  

 

１．事務分掌 

１) 児童、生徒の就学に関すること。 

２) 通学区域に関すること。 

３) スクールバスに関すること。 

４) 学校の用地、建物等の維持管理に関すること。 

５) 学校の用地及び建物等に係る取得及び処分に関すること。 

６) 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。 (幼稚園に関することを除く。) 

７) 学校給食に関すること。 

８) 滝部学校給食共同調理場の事務処理に関すること。 

９) 学校保健に関すること。(幼稚園に関することを除く。) 

10) 学校環境衛生に関すること。(幼稚園に関することを除く。) 

11) 生涯学習の推進に関すること。 

12) 社会教育施設の管理運営に関すること。 

13) 活動拠点施設及び総合センターの事務処理に関すること。 

14) 豊北生涯学習センターに関すること。 

15) 青少年健全育成に関すること。 

16) 青少年団体に関すること。 

17) 文化財に関すること。 

18）豊北図書館に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育委員会） 

２６９ 

教 育 機 関 等 

公民館一覧 
公 民 館 名 

（所 在 地） 

構造・延面積 

（建設年月） 

公 民 館 名 

（所 在 地） 

構造・延面積 

（建設年月） 

北部公民館 

ＴＥＬ083-253-3371 

（山の田東町 4-13） 

鉄筋・2,096.21㎡ 

４階建 

（昭 49.6 / 増 平 4.3） 

楢崎公民館 

ＴＥＬなし 

（菊川町大字楢崎 790-1） 

Ｓ造・227.84㎡ 

平屋建 

（平 2.4） 

西部公民館 

ＴＥＬ083-231-6587 

（伊崎町一丁目 4-30） 

鉄筋・1,747.00㎡ 

４階建 

（昭 54.4 / 増 平 3.3） 

殿居公民館 

ＴＥＬ083-768-0556 

（豊田町大字殿居 1039-2） 

鉄筋・196.30㎡ 

２階建 

（昭 58.2） 

玄洋公民館 

ＴＥＬ083-266-5455 

（彦島西山町四丁目 1-28） 

鉄筋・1,886.49㎡ 

３階建の１階部分 

（昭 58.6） 

豊田中公民館 

ＴＥＬ083-766-2361 

（豊田町大字八道 2544-1） 

鉄筋・347.89㎡ 

平屋建 

（平 3.3） 

長府東公民館 

ＴＥＬ083-246-1266 

（長府松小田本町 4-15） 

鉄筋・2,104.44㎡ 

３階建 

（平 9.3） 

三豊公民館 

ＴＥＬ083-766-3551 

（豊田町大字地吉 122） 

鉄筋・235.08㎡ 

平屋建 

（平 6.1） 

吉母公民館 

ＴＥＬ083-286-6226 

（大字吉母 401-24） 

鉄筋・481.56㎡ 

２階建 

（昭 53.4） 

西市公民館 

ＴＥＬ083-766-3511 

（豊田町大字矢田 153-1） 

鉄筋・373.50㎡ 

２階建の 2階部分 

（平 6.10） 

川中公民館 

ＴＥＬ083-255-3501 

（伊倉町二丁目 1-1） 

鉄筋・2,903.22㎡ 

４階建 

（平 4.6） 

豊田下公民館 

ＴＥＬ083-766-2556 

（豊田町大字手洗 285-1） 

鉄筋・281.92㎡ 

平屋建 

（昭 59.3） 

川中公民館分館 

ＴＥＬ083-253-6169 

（綾羅木本町三丁目 1-20） 

鉄筋・1,014.89㎡ 

２階建 

（昭 40.7） 

小串公民館 

ＴＥＬ083-772-2001 

（豊浦町大字小串 2207-1） 

鉄筋・986.67㎡ 

２階建 

（平 6.3） 

彦島公民館 

ＴＥＬ083-267-1344 

（彦島江の浦町一丁目 3-1） 

鉄骨鉄筋・3,690.04㎡ 

６階建 

（改 平 21.5） 

川棚公民館 

ＴＥＬ083-772-2120 

（豊浦町大字川棚 6167-2） 

鉄筋・1,873.22㎡ 

２階建 

（昭 52.12 / 増 平 12.1） 

長府公民館 

ＴＥＬ083-246-3413 

（長府土居の内町 1-6） 

鉄筋・2,043.88㎡ 

４階建 

（昭 38.12） 

黒井公民館 

ＴＥＬ083-775-4182 

（豊浦町大字黒井 2345-1） 

鉄筋・759.81㎡ 

２階建 

（賃貸借） 

王司公民館 

ＴＥＬ083-248-3176 

（王司神田一丁目 9-1） 

鉄筋・2,018.81㎡ 

３階建 

（昭 45.4 / 増 平 3.2） 

室津公民館 

ＴＥＬ083-772-0055 

（豊浦町大字室津下 681-3） 

鉄筋鉄骨・448.74㎡ 

平屋建 

（昭 63.3） 

清末公民館 

ＴＥＬ083-282-1056 

（清末陣屋 5-20） 

鉄筋・1,144.63㎡ 

３階建 

（昭 47.5） 

神玉公民館 

ＴＥＬ083-788-1043 

（豊北町大字神田上 2709） 

鉄筋・408.00㎡ 

２階建 

（昭 60.3） 

小月公民館 

ＴＥＬ083-282-0661 

（小月本町一丁目 7-7） 

鉄筋・2,166.39㎡ 

３階建 

（改 平 12.4） 

角島公民館 

ＴＥＬ083-786-0734 

（豊北町大字角島 1413-1） 

鉄筋・526.00㎡ 

２階建 

（昭 63.3） 

王喜公民館 

ＴＥＬ083-282-0219 

（王喜本町二丁目 15-10） 

鉄筋・1,190.04㎡ 

３階建 

（昭 48.4） 

阿川公民館 

ＴＥＬ083-786-1010 

（豊北町大字阿川 3752） 

鉄筋等・452.00㎡ 

平屋建 

（平 2.3） 

吉田公民館 

ＴＥＬ083-284-0205 

（大字吉田地方 2499） 

鉄筋・1,121.20㎡ 

３階建 

（昭 51.10） 

粟野公民館 

ＴＥＬ083-785-0001 

（豊北町大字粟野 3333-2） 

鉄筋・435.00㎡ 

平屋建 

（平元.2） 

内日公民館 

ＴＥＬ083-289-2036 

（大字内日下 1146-5） 

鉄筋・1,091.28㎡ 

３階建 

（昭 47.3） 

滝部公民館 

ＴＥＬ083-782-1296 

（豊北町大字滝部 3397-12） 

木造・549.00㎡ 

２階建 

（平 12.8） 

勝山公民館 

ＴＥＬ083-256-2779 

（秋根南町二丁目 4-33） 

鉄筋・3,692.60㎡ 

４階建 

（平 26.2） 

田耕公民館 

ＴＥＬ083-783-0722 

（豊北町大字田耕 4332） 

木造・62.00㎡ 

平屋建 

（平 10.2） 

安岡公民館 

ＴＥＬ083-258-4792 

（安岡駅前二丁目 7-1） 

鉄筋・2,145.00㎡ 

４階建 

（昭 40.10 / 増 平 2.3） 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性につい

ては、「公共施設の適正配置に関する方向

性」2018年 12月を参照。 
吉見公民館 

ＴＥＬ083-286-2121 

（大字吉見下 1533） 

鉄筋・1,675.88㎡ 

３階建 

（昭 52.4） 



（教育委員会） 

 

２７０ 

下関市生涯学習プラザ 

 

沿   革 中央公民館、婦人会館、文化会館の跡地に市民の生涯学習拠点施設として平成

２２年３月に開館した、図書館と生涯学習施設の機能を備えた社会教育複合施

設。音響性能に優れ、コンサート・演劇・舞踊など幅広いジャンルに対応可能

な大ホール・小ホール、式典・講演会などに適した多目的ホールのほか、料理

教室、工作・工芸室、パソコンルーム、視聴覚室、音楽室、和室、茶室、会議

室など目的性の高い諸室を備えている。（４階、５階は中央図書館） 

位   置 下関市細江町三丁目１番１号 

建 設 年 月 平成 22年 2月 

構   造 地下１階、地上６階 ＳＲＣ造(一部ＲＣ造/一部Ｓ造) 

敷 地 面 積 4,852㎡ 

建 築 面 積 4,251㎡ 

延 床 面 積 18,408㎡ 

駐 車 台 数 80台/身障 5台含む 

指定管理者 公益財団法人 下関市文化振興財団（非公募 R7.3.31まで） 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育委員会） 

２７１ 

図 書 館 
 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

 

１．中央図書館 

沿   革 昭和１５年７月名池小学校校庭に創設されたものを源とする。昭和４４年 

１０月明治維新１００年記念事業として上田中町に新築移転。平成２１年 

１１月下関市立中央図書館開館準備のため閉館。 

現施設は社会教育複合施設として建設され、平成２２年３月に開館した。 

位   置 下関市細江町三丁目 1番 1号 

創   設 昭和 15年 7月（移転新築 平成 22年 3月） 

施 設 概 要 下関市生涯学習プラザ 4,5階、一部 1,6階 （延面積 5039.79㎡） 

蔵  書  数 中央図書館 図書 約 407,000冊、視聴覚 約 3,500点、 

移動図書館 図書 約 19,000冊 

休  館  日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

利 用 時 間 午前 9時～午後 7時 

 

２．長府図書館 

沿   革 明治４２年８月に豊浦郡教育会によって創設され、大正１３年に長府町へ移

管された。昭和１２年に豊浦郡長府町が下関市と合併すると、下関市立長府

図書館として運営され、昭和４２年９月に明治１００年記念事業の一環とし

て改築された。 

位   置 下関市長府宮の内町 1番 30号             

創   設 明治 42年 8月（改築 昭和 42年 9月）  

構  造  等 本館 鉄筋コンクリート 2階建 延面積 882.7㎡ 

蔵  書  数 図書 約 112,000冊 

休  館  日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

利 用 時 間 午前 9時 30分～午後 6時 30分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育委員会） 

 

２７２ 

３．彦島図書館 

沿   革 昭和２７年に彦島公民館が開設されると、ここに下関図書館彦島分館が併設

され、彦島公民館が江の浦町一丁目に改築されると、同所２階に移設された。

現施設は、平成２年３月に新築移転されたもので、同年７月から下関市立彦

島図書館として開館した。 

位   置 下関市彦島江の浦町一丁目 4番 28号 

創   設 昭和 27年（新築移転 平成 2年 3月）  

構  造  等 鉄筋コンクリート一部鉄骨 2階建 延面積 1001.77㎡ 

蔵  書  数 図書 約 70,000冊 

休  館  日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

利 用 時 間 午前 9時 30分～午後 6時 30分 

 

４．菊川図書館 

沿   革 菊川図書館の前身である県立山口図書館豊浦分館は、昭和２６年１２月に岡

枝公民館内に開館した。昭和３２年４月に分館が閉館し、菊川町に移管され、

菊川町立菊川図書館が誕生した。その後、昭和４８年４月に現在の場所に移

転改築した。 

位   置 下関市菊川町大字下岡枝 193番地 8 

創   設 昭和 32年 4月（移転改装 昭和 48年 4月） 

構  造 等 鉄筋コンクリート建 延面積 527.93㎡ 

蔵  書 数 図書 約 33,000冊 

休  館 日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

利 用 時 間 午前 9時 30分～午後 6時 30分 

 

５．豊田図書館 

沿   革 平成７年７月に豊田町文化教育センターとして、現在地に創設された。平成

１７年２月の下関市豊浦郡４町の合併により、下関市立豊田図書館に改称。

館内には、文化財資料室が併設されており、文書をはじめとする貴重な豊田

の文化財を展示している。平成２７年４月より、２階部分が西市公民館とな

り複合施設となった。 

位   置 下関市豊田町大字矢田 153番地 1 

創   設 平成 7年 7月 

構  造  等 鉄筋コンクリート２階建 延面積 980.415㎡ 

蔵  書  数 図書 約 49,000冊、視聴覚 約 2,200点 

休  館  日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

利 用 時 間 午前 9時 30分～午後 6時 30分 

 

 

 



（教育委員会） 

２７３ 

６．豊浦図書館 

沿   革 昭和５２年１２月、川棚地区に公民館が開館し、館内に６０㎡の図書室が設

置されたのを源とする。平成２年４月、公民館内図書室より図書館としての

機能が独立する。平成１２年１０月、豊浦町商工会の事務所移転に伴い、旧

商工会事務所に移転する。その後、豊浦総合支所の改築に合わせ、総合支所

２階の旧議場を中心に図書館に改装され、平成２６年１２月に移転開館した。 

位   置 下関市豊浦町大字川棚 6895番地 1 

創   設 平成 2年 4月（移設 平成 26年 12月） 

施 設 概 要 豊浦総合支所 2階 （延面積 471.06㎡） 

蔵  書  数 図書 約 49,000冊、視聴覚 約 700点 

休  館  日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

利 用 時 間 午前 9時 30分～午後 6時 30分 

 

７．豊北図書館 

沿   革 昭和５８年に豊北町神田特牛に新設された豊北町町民センター（現在の豊北

生涯学習センター）に図書室が設置され、平成１８年４月、滝部地区に開校

した豊北中学校内に学校図書館の一般開放として「豊北図書室」が開設され

た。令和４年７月、図書室を図書館法に基づく「豊北図書館」として整備し

た。 

位   置 下関市豊北町大字滝部 1244番地 36（豊北中学校内） 

創   設 昭和 58年 4月（移設 平成 18年 4月） 

施 設 概 要 豊北中学校 1階（延面積 350.5㎡） 

蔵  書  数 図書 約 21,000冊 

休  館  日 月曜日（祝日を除く）、館内整理日、12月 29日～1月 3日 

   利 用 時 間 午前 9時 30分～午後 6 時 30分 

 



（教育委員会） 

 

２７４ 

美 術 館 
 

沿   革 

 昭和 56年  4月 美術館等開館準備室を教育委員会に設置 

昭和 57年  4月 美術館建設工事に着手 

昭和 58年  2月 美術館建設工事が完成 

昭和 58年 11月 開館 

昭和 63年 10月 駐車場を増設 

平成  5年 10月 駐車場及び修景を整備 

平成 22年  3月 リニューアル工事、屋外エレベーター設置 

 

位   置 

下関市長府黒門東町１番１号 

 

建築概要等 

敷地面積 15,787.04㎡ 

延床面積  4,876.52㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート造 2階建、塔屋 1階、地下１階（一部光庭ドーム、鉄骨造） 

 

開館時間等 

開館時間 午前 9時 30分～午後 5時（入館は午後 4時 30分まで） 

休 館 日 祝日以外の月曜日、年末年始（12月 28日～1月 4日）、その他展示替え等のため

の臨時休館 

観 覧 料（所蔵品展示） 一  般  210円（160円） 

            大学生等 100円（ 80円） 

※( )内は 20人以上の団体料金。 

※18歳以下の方、高等学校、中等教育学校、特別支援学校に在学の生徒は無料。 

※下関市内と北九州市内に在住の 65歳以上の方は半額免除（証明書必要）。 

（企画展示）   観覧料は別に定める。 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２７５ 

歴 史 博 物 館 

 

沿   革 

平成２８年１１月１８日、旧下関市立長府博物館（旧館）の活動を継承発展するために開

館した博物館。博物館活動の基本となる展示については、「海峡に育まれた下関の歴史と文

化-海峡の歴史に未来が見える」をメインテーマとし、下関の古代から近代までの歴史につ

いて紹介している。また、市域の歴史についての調査研究、本市ゆかりの資料の収集などを

積極的に行うとともに、本市の文化財観光の拠点として交流人口の拡大に取り組んでいる。 

 

位   置 

下関市長府川端二丁目 2番 27号 

 

構 造 等 

敷地面積 10,155㎡（新館部 5,484㎡,旧館部 4,671㎡） 

構  造 新館 鉄筋コンクリート造平屋建瓦葺 

     旧館（旧長府博物館） 鉄筋コンクリート造平屋建瓦葺ほか 

※旧館本館は昭和 8年建築、戦前の博物館建築の典型として国登録有形文化財。 

延床面積 2,105㎡（新館部 1,500㎡、旧館部 605㎡） 

 

開館時間等 

開館時間 午前 9時 30分～午後 5時（ただし、入館は午後 4時 30分） 

休 館 日 月曜日（休日の場合は翌日以降最初の休日でない日）、年末年始（12月 28日～

1月 4日） 

観 覧 料 常設展示 一般 210円（160円）、大学生等 100円（80円）、 

          下関市及び北九州市在住 65歳以上 100円（証明書必要）  

     企画展示 一般 210円（160円）、大学生等 100円（80円） 

          下関市在住 65歳以上 100円（証明書必要） 

※（ ）内は 20名以上の団体料金 

     ※18歳以下、高等学校、中等教育学校、特別支援学校に在学の生徒、障害者手

帳をお持ちの方は無料（証明書必要）。 

※特別展示観覧料は別に定める。 

駐 車 場  有料 26台 身障者用 2台（開場時間は、午前 9時から午後 5時 30分まで） 

駐車料金 最初の 2時間は 1時間ごとに 100円、2時間を超えた後は 30 分ごとに 100 円。 

     ※減免あり。 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２７６ 

分館 日清講和記念館 

 
沿    革 

 明治２８年春、下関市の春帆楼を会議場として開催された日清講和会議、および下関条約     

と称される講和条約の歴史的意義を後世に伝えるため、昭和 12年 6月に開館。館内は会議に

使用された調度品や筆記用具などにより、当時の会議場を再現、また、両国の全権を務めた

伊藤博文や李鴻章の遺墨なども展示している。 

なお、建物は国登録有形文化財。 

 

位   置 

   下関市阿弥陀寺町 4番 3号 

 

構 造 等 

    鉄筋コンクリート造平屋建瓦葺（一部地下） 

    敷地面積 458㎡ 延床面積 191㎡ 

   

開館時間等 

  午前 9時～午後 5時（年中無休） 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２７７ 

東 行 記 念 館 

 

沿   革 

平成２２年６月１日に開設した下関市立東行記念館は、高杉晋作・奇兵隊を中心に、その

活動した時代と周辺の歴史を基本テーマとし、資料の収集・調査研究および展示活動を行っ

ている。また、博物館活動を通じ、郷土の歴史に対する市民の知識及び理解を深め、市民の

教育と文化の向上に資することを目的とする。なお、この記念館は、高杉晋作１００年祭記

念事業として、全国有志の寄付により、昭和４１年４月１４日に開館した宗教法人東行庵設

置の東行記念館を前身とする。 

 

位   置 

下関市大字吉田 1184番地 

 

構 造 等 

構  造 鉄筋コンクリート造 2階建 

延床面積 2階：展示室 110.5㎡、収蔵庫 27.6㎡、学芸員室 27.6㎡、 

ホール 55.3㎡ (1階：310.2㎡)  

 

開館時間等 

開館時間 午前 9時 30分～午後 5時（ただし、入館は午後 4時 30分） 

休 館 日 月曜日（祝日の場合は開館）、祝日の翌日、年末年始（12月 28日～1月 4日）、

展示替え等のための臨時休館 

観 覧 料 一  般 300円（240円） 

     大学生等 200円（160円） 

下関市及び北九州市在住 65歳以上 150円（証明書必要） 

※（ ）内は 20名以上の団体料金 

     ※18歳以下、高等学校、中等教育学校、特別支援学校に在学の生徒、障害者手

帳をお持ちの方は無料（証明書必要）。 

※特別展示観覧料は別に定める。 
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２７８ 

考 古 博 物 館 
 

沿   革 

下関市立考古博物館は、国指定史跡綾羅木郷遺跡に隣接して建設された。綾羅木郷遺跡は、

昭和４０年ごろから盛んに行われた珪砂の採掘工事によって遺跡破壊の危機にさらされた

が、市民の献身的な保存運動が国をも動かし、昭和４４年３月、文化庁により前例のない緊

急の史跡指定が行われた。 

当館は、主に下関の弥生時代及び古墳時代を中心とした地域の歴史及び大陸との交流の歴

史を紹介するとともに、綾羅木郷遺跡を守った文化財保護の精神を次代に継承するため、平

成７年５月に開館した。 

なお、綾羅木郷遺跡は史跡公園として整備しており、市民の郷土学習及び憩いの場として

利用されている。 

 

施設の概要 

所在地 下関市大字綾羅木字岡４５４番地 

面  積 敷地面積 １２，９４２㎡ 

建築面積  １，８７５㎡ 

設  置 平成７年５月 

構  造 鉄筋コンクリート造２階（地上１階、地下１階） 

利用案内 開館時間 午前９時３０分～午後５時 

休館日  月曜日、年末年始（12月 28日～1月 4日） 

観覧料  無料 

公共施設の適正

配置に関する方

向性 

後期まで継続 

 

 

施設の現況 

   H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

開館日数 311日 314日 281日 263日 251日 

入館者数 25,227人 24,685人 17,516人 7,381人 9,040人 
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２７９ 

生涯学習センター 
 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

 

１．豊田生涯学習センター 

 

沿   革 生涯学習の拠点施設として、昭和５４年に豊田町制施行２５周年記念事業の一

環として建設され、今日まで豊田地区の教育・文化・体育振興の中心的役割を

果たしてきた。平成１３年度に２階ホールに電動式移動観覧席を設置するなど、

大規模な改造工事を行い、施設面での整備充実も図っている。 

位   置 下関市豊田町矢田 149番地 1 

建 設 年 月 昭和 54年 8月 

構 造 等 鉄筋コンクリート造 3階建 

延 面 積 2,510.65㎡ 

駐 車 場 134台収容 

 

 

２．豊北生涯学習センター 

 

沿   革 社会教育活動の拠点として、昭和５８年に豊北町町民センターとして設置し、

平成１７年２月１３日、合併を期に下関市豊北生涯学習センターと名称を変え、

地域の生涯学習に積極的に取り組んでいる。 

位   置 下関市豊北町大字神田 1199-1 

建 設 年 月 昭和 58年 4月 

構 造 等 鉄筋コンクリート造 2階建 

       延面積 3,292.70㎡ 

駐 車 場 200台収容 
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２８０ 

土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム  

 

沿   革 

 昭和 53年   「史跡土井ヶ浜遺跡保存管理計画」策定 

 平成 2年    遺構覆屋（土井ヶ浜ドーム）完成、公開 

 平成  5年 3月  土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム完成 

 平成  5年 5月  土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム開館 

 

位   置 

下関市豊北町大字神田上 891番地 8 

 

構 造 等 

敷地面積 18,748.26㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート造 3階建陸屋根 

延床面積 1,977.65㎡ 

    １階 （倉庫・収蔵庫、機械室など）：740.52㎡ 

    ２階 （玄関・エントランスホール・展示室・事務室・倉庫・会議室・トイレ）：

1,057.36㎡ 

    ３階 ：146.02㎡ 

    ＰＨ ：33.75㎡  

 

屋外施設 湿生花園、水田  駐車場 100台 

付属施設 遺構覆屋（土井ヶ浜ドーム）、休息所「ほねやすめ」 

 

利用案内 

開館時間 午前 9時～午後 5時 

休 館 日 月曜日（祝日又は振替休日の場合は翌平日）、年末年始（12月 29日～1月 3日） 

観 覧 料 大人：200円（160円）、大学生等 100円（80円） 

（  ）内は 20 名以上の団体料金、高校生以下は無料、下関市と北九州市の

65 歳以上の方、他地域の 70 歳以上の方、療育手帳・身体障害者手帳・精神障

害者保健福祉手帳・戦傷病者手帳（項症）の交付を受けている方(身体障害の程

度が１～４級、戦傷病者の特別項症から第 4項症までの方は付添人１人を含む)

は無料 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２８１ 

烏 山 民 俗 資 料 館 

 

沿   革 

 平成 8 年 4月 旧烏山工芸館の民芸コレクションの寄贈を受ける。 

平成 8 年 6月 豊浦町烏山民俗資料館として開館する。 

 平成 17年 2月 下関市との合併により下関市烏山民俗資料館となる。 

 平成 20年 8月 下関市川棚温泉交流センター内への移転準備のため 8月 31日より休館。 

 平成 22年 1月 下関市川棚温泉交流センター内に移転。 

 

位   置 

 下関市豊浦町大字川棚 5180番地 川棚温泉交流センター内 

 

構 造 等（施設全体） 

 敷地面積 4,498㎡  

 構  造 鉄骨構造 2階建  

 延床面積 1,242.85㎡ 

      うち烏山民俗資料館展示室 251.63㎡ 

 

利 用 案 内 

開館時間 午前 9時～午後 7時（入館は午後 6時 30分） 

休 館 日 年末年始（12月 31日～１月 3日） 

      ※展示替え等のための臨時休館あり 

観 覧 料 無料（ただし、特別展開催時には別に定める） 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２８２ 

豊北歴史民俗資料館 

 

 沿   革 

   （県指定文化財旧滝部小学校の歴史） 

明治 8 年(1875) 8月 滝部八幡宮境内に開誘（かいゆう）小学校を創設する。 

明治 17年(1884) 2月 学区改正により、大庭小学校の開誘分校として現在地に校舎を改築する。 

明治 20年(1888) 4月 独立し、開誘尋常小学校となる。 

明治 28年(1895) 8月  高等科を併設し、滝部尋常高等小学校となる。 

大正 13年(1924) 3月 中山太一・豊三・喜助三兄弟の寄附により、本館・東側校舎が完成。 

昭和 22年(1947) 5月  新学制により、滝部小学校と改称する。 

昭和 54年(1979) 3月  山口県有形文化財（建造物）に指定される。 

昭和 55年(1980)11月 豊北町歴史民俗資料館として、開館する。 

平成 17年(2005) 2月  合併に伴い、下関市立豊北歴史民俗資料館となる。 

平成 19年(2007) 5月  改修工事（保存修理工事）のため休館する。 

平成 23年(2011) 3月  改修工事（保存修理工事）が完了する。 

平成 23年(2011) 4月 西教室棟が、山口県有形文化財（建造物）に追加指定される。 

平成 23年(2011)11月 リニューアル開館する。 

 

位   置 

    下関市豊北町大字滝部 3153-1 

 

構 造 等 

    構  造    木造 2階建、寄棟及び切妻造桟瓦葺 

    敷地面積  1,970.14㎡ 

延床面積  1,268.05㎡ 

１階 812.97㎡ 

ＥＶ棟（トイレなど）：49.85㎡、収蔵庫棟：73.09㎡、ポンプ室（別棟）：8.40㎡ 

      既設建物（和室・倉庫・閲覧室・事務室・展示室・教室など）681.63㎡ 

２階 455.08㎡ 

      ＥＶ棟（倉庫など）：44.90㎡ 

      既存建物（講堂など）：410.18㎡ 

 

利 用 案 内 

開館時間 午前 9時～午後 5時（入館は午後 4時 30分） 

休 館 日 月曜日（祝日又は振替休日の場合は翌平日）年末年始（12月 29日～１月 3日） 

入 館 料 無料（ただし、特別展開催時には別に定める） 

 貸  室 貸室使用料一覧   
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２８３ 

 

室 名（収容人員） 

使用料 

AM9:00～PM5:00 

1時間あたり 
特別使用料 

2階 講堂（120） 520円 

9,000円 
1階 和室（20） 100円 

1階 教室（20） 100円 

1階 展示室 310円 

 

（備考）※特別使用料とは、全施設同時使用及び、午後 5 時から午後 10 時までの使用の

場合の金額。 

        ※営利、営業、宣伝等を目的とし、又は入場料その他これに類する料金を徴収す

る場合は、この表の金額の倍額となる。 

        ※冷暖房を使用した場合は、使用状況に応じて実費を徴収する。 

 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 
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２８４ 

 

市 立 学 校 一 覧 
 

※公共施設の適正配置に関する方向性については、「公共施設の適正配置に関する方向性」

2018年 12月を参照。 

 
１．幼稚園 

区  分  所 在 地 学級数 

園   児 

教 員 保健室 給食室 
総数 男 女 

令和３年度   14 247 129 118 27 （25） 6 5 

令和４年度   14 198 106 92 26 （22） 6 5 

1 第  一 貴船町三丁目 11-12 1 12 6 6 4 （2） ※1○ 配 

2 豊  浦 長府亀の甲二丁目 2-82 1 12 9 3 3 （4） ※1○ 配 

3 小  月 小月宮の町 15-20 2 33 15 18 5 （4） ※1○ 配 

4 内  日 休       園 

5 清  末 清末西町一丁目 6-1 5 76 41 35 6 （6） ※1○ 配 

6 川  中 伊倉本町 21-1 3 46 26 20 5 （4） ○ 配 

7 豊  東 
菊川町大字上大野字上ノ原

10020-1 
2 19 9 10 3 （2） ○  

（ ）は会計年度任用職員、外数 

○有の意味（配は、給食配膳室のみ） 

※1 保健室と職員室を共用して使用 

 

 
２．幼保連携型認定こども園 

 

 
 所 在 地 学級数 

園   児 

教 員 保健室 給食室 

総数 男 女 

令和３年度   49 919 484 435 73 （62） 9 9 

令和４年度   52 883 474 409 73 （65） 9 9 

1 中  央 幡生新町 1-10 9 167 103 64 13 （12） ※1○ 有 

2 垢  田 新垢田東町 1-2-7 6 114 54 60 9 （7） ※1○ 有 

3 王  喜 王喜本町 2-11-12 5 88 58 30 7 （7） ※1○ 有 

4 菊  川 菊川町大字下岡枝字高田 1504 6 139 76 63 9 （13） ※1○ 有 

5 西  市 豊田町大字矢田字横の田 184 3 42 22 20 5 （3） ○ 有 

6 豊田下 豊田町大字手洗字堂本 273-1 3 39 24 15 5 （3） ○ 有 

7 川  棚 豊浦町大字川棚寺田 5281 9 159 72 87 12 （8） ※1○ 有 

8 黒  井 豊浦町大字黒井字下北岡 2159-1 6 91 45 46 8 （7）  ○ 有 

9 豊  北 豊北町大字滝部字上ノ原 2992-1 5 44 20 24 5 （5） ※1○ 有 

平成 27 年度の子ども・子育て支援新制度施行に伴い、幼保連携型認定こども園が開設。 

認定こども園の各数値は全体数値（旧幼稚園と旧保育園の合算値） 

（ ）は会計年度任用職員、外数 

○有の意味（配は、給食配膳室のみ） 

※1 保健室と職員室を共用して使用 
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２８５ 

 

 

 

 

 

 

 

校 舎 用 地 
区  分 

 校 舎 保 有 面 積 面 積 左の内 

借  地 総 数 鉄 筋 鉄 骨 木 造 総 数 建物敷地 屋外運動場 その他 

5,786 3,336 2,440 10 21,120 10,091 9,568 1,461  令和 3 年度 

5,786 3,336 2,440 10 21,120 10,091 9,568 1,461  令和 4 年度 

927  717  210    4,174  1,842  1,911  421   1 第  一 

1,035  1,025    10  2,989  1,781  1,208     2 豊  浦 

1,005  974  31    3,121  1,616  1,363  142   3 小  月 

499    499    2,488  874  1,614     4 内  日 

854  620  234   3,058  1,604  1,454     5 清  末 

1,010    1,010    2,740  1,480  904  356   6 川  中 

456    456    2,550  894  1,114  542   7 豊  東 

 
 

 

 

 
校 舎 用 地 

区  分 校 舎 保 有 面 積 面 積 左の内 

借  地 
 

総 数 鉄 筋 鉄 骨 木 造 総 数 建物敷地 屋外運動場 その他 

9,903 8,002 1,901 0 40,459 23,705 10,599 6,155  令和３年度 

9,903 8,002 1,901 0 40,459 23,705 10,599 6,155  令和４年度 

1,819 1,819 0   6,601 3,586 2,020 995  1 中  央 

771 771 0    2,084 486 800 798  2 垢  田 

714 703 11  2,644 714 998 932  3 王  喜 

1,076 0  1,076   2,801   1,302 745  754  4 菊  川 

1,124 1,124   0   4,870 2,953 1,000 917  5 西  市 

814  814  4,907 906 2,272 1,729  6 豊田下 

1,833  1,833    5,870  4,485  1,355  30  7 川  棚 

768 768          2,331 1,582 749   8 黒  井 

984  984     8,351  7,691 660     9 豊  北 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年 5月 1日現在（単位：人、学級、室、㎡） 

各年 5月 1日現在（単位：人、学級、室、㎡） 



（教育委員会） 

 

２８６ 

３．小学校 
      学

級

 

特
別
支
援
学
級 

児  童 
教

員

 

事務職員 
養護教諭 栄

養

教

諭 

栄

養

士 

校

務

技

士 

調
理
員 

学
校
給
食 

保有教室 

区  分 所  在  地 (養護士) 普 
 

通 

特 
 

別 
多 

目 

的 

     総数 男 女 県 市 県 市 

令和３年度   451 115 11,750 5,925 5,825 770 46  46  14 4 10(33) 50（25） 604 504 36 

令和４年度   436 120 11,557 5,870 5,687 758 45  44  13 5 10(32) 44（38） 587 497 43 

1 養 治 本町二丁目6-1 6 2 107 48 59 11 1  1      （1）  9   17     

2 文 関 上田中町一丁目14-1 17 4 485 246 239 27 1  1  1     （1） 2（2) 23  13      

3 名 陵 名池町10-1 11 4 262 124 138 25 1  1     （1）  15 15  

4 関 西 関西町12-1 4 2 34 20 14 8 1  1      （1） （2) 6 15    

5 桜 山 上新地町二丁目5-10 7 2 161 72 89 13 1  1      （1）  
 
 
  

9 20  

6 向 山 向山町14-1 11 4 293 155 138 18 1  1  1   （1） 2（1) 16  29    

7 生 野 幡生本町7-14 12 3 301 152 149 21  1  1      （1）   2（1)   16  10    

8 本 村 彦島本村町三丁目16-1 5 2 58 37 21 9  1  1      （1）  8  14    

9 
 
西 山 彦島迫町五丁目13-21 8 3 213 119 94 15  1  1      1  11 15    1 

10 江 浦 彦島江の浦町三丁目4-1 11 5 253 118 135 21  1  1   1  （1）  16 14   

11 角 倉 彦島角倉町三丁目5-5 6 3 174 93 81 13 1  1   1  1  9 26     

12 向 井 彦島向井町二丁目20-1 8 2 223 106 117 13 1  1      （1）  10 14    

13 小 月 小月西の台6-1 11 3 308 173 135 20 1  1      （1） 2（2) 15 11   

14 清 末 清末西町一丁目6-1 15 4 482 246 236 25 1  1  1   1    2（2) 22 6   

15 王 司 王司神田六丁目9-1 18 4 502 274 228 29 1  1      （1） 2（2) 22  7      

16 豊 浦 長府亀の甲二丁目2-1 29 5 897 432 465 47 2  2  1    1 3（3)  35  19   

17 勝 山 秋根上町二丁目2-1 25 6 793 389 404 41 1  1  1    1 3（2)  31 9   1 

18 川 中 伊倉本町19-1 22 7 673 344 329 38 2  1  1    1 3（2) 29 10     

19 安 岡 安岡町三丁目5-5 25 3 760 391 369 38 2  2   1  1 3（2)  28  10    

20 吉 見 吉見里町一丁目8-1 6 3 169 92 77 12 1  1      （1）    1（1) 9  10     2 

21 吉 母 大字吉母字塩谷287 2 0 7  2 5 3 1  0      （1）   2  8      

22 蓋 井 大字蓋井島字田町126-2 2 0 6 4 2 3   1       （1）  2 3   

23 吉 田 大字吉田字高田1044-2 4 1 41 23 18 7 1  1      （1） 1（1)  7  5    

24 王 喜 王喜本町二丁目12-30 6 4 160 95 65 14 1  1      （1） 2   10 6 2  

25 内 日 大字内日下字坂本1031 2 0 11 4 7 4   1      （1）   2  13    3 

26 山の 田 山の田中央町13-1 20 3 592 286 306 32 1  1    1 1 2（2) 23 14   

27 川中西 古屋町二丁目9-1 14 5 405 200 205 25 1  1  1    （1） 2（2) 21  10    

28 垢 田 新垢田西町一丁目1-1 10 4 242 133 109 19 2  1      （1）  2（1) 16  18     4 
 

29 長 府 長府松小田北町14-1 15 4 451 243 208 24 1  1  1   （1） 2（2) 22 20     

30 一の 宮 一の宮住吉一丁目8-1 17 6 449 226 223 28 1  1  1    １ 2（2) 22  6 8  

31 熊 野 熊野西町10-1 23 5 752 378 374 39 2  2  1    １ 3（2) 28  8  8 

32 豊 東 菊川町大字上大野字上ノ原10020-1 7 2 196 103 93 12 1  1    1 （1） 2   11  9  4 

33 岡 枝 菊川町大字吉賀字金蔵寺2494 6 2 133 68 65 11 1  1      （1） 1（1) 8  8     

34 楢 崎 菊川町大字楢崎字殿屋敷215 4 1 39 20 19 7 1  1      （1） （2) 6  9    

35 西 市 豊田町大字矢田字今熊132 6 2 108 49 59 12 1  1  1    （1）  8  10  2  

36 豊田下 豊田町大字手洗字貴布称303 4 1 38 16 22 7 1  1    （1）  8  5    

37 室 津 豊浦町大字室津下字新田152-1 4 0 28 14 14 6 1  1    （1）  7  6  2  

38 誠 意 豊浦町大字黒井字才舛2200 6 2 161 70 91 15 1  1  1  （1）  10 18   

39 川 棚 豊浦町大字川棚字後楽3650-1 12 2 354 171 183 19 1  1  1  （1）  14  9 4  

40 小 串 豊浦町大字小串字谷田ヶ浴617 4 2 32 23 9 8 1  1    （1）  7  9     

41 宇 賀 豊浦町大字宇賀字ふけ 4961 4 1 29 14 15 7 1  1    （1）  5  11  2  

42 豊 北 豊北町大字滝部字常安1200 7 2 175  97 78 12 1  1    （1）  9  8    

 

（ ）は会計年度任用職員、外数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育委員会） 

２８７ 

 
保

健

室 

給

食

室 

水
泳
プ
ー
ル 

校              舎              等 用                   地     

校舎保有面積 屋内運動場保有面積 面             積 左の内 区  分 

総数 鉄筋 鉄骨 木造 総数 鉄筋 鉄骨 総数 建物敷地 屋外運動場 その他 借 地    

43 43 40 187,894 179,393 7,482 1,019 37,960 8,456 29,504 828,782 349,125 385,279 114,566 30,583 令和３年度 

42 42 39 184,248 175,871 7,368 1,000 37,231 7,727 29,504 813,744 344,588 379,655 109,689 30,583 令和４年度 

○ 配 ○ 4,593 4,456  137    809    809  10,589  5,131  4,607  851    1 養 治 

○ ○ ○ 6,392  6,294  7  91  968    968  18,679  7,752  6,646  4,281    2 文 関 

○ 配 ○ 3,748  2,961  787    887    887  15,336  6,945  6,518  1,873    3 名 陵 

○ ○ ○ 3,950  3,787  163   965    965  20,947  9,009  7,855  4,083    4 関 西 

○ 配 ○ 4,891  4,773  118    785    785  11,647  4,494  4,768  2,385    5 桜 山 

○ ○ ○ 8,249 8,104 145    936    936  20.208 9,260  7,438  3,510    6 向 山 

○ ○ ○ 4,355  4,305  50    928    928  14,271  5,449  7,184  1,638    7 生 野 

○ 配 ○ 4,685  4,370  265  50 806    806  14,537  6,463  5,298  2,776    8 本 村 

○ 配 ○ 4,946  4,738  208    879    879  25,481  12,731  11,603  1,147  20,832  9 西 山 

○ 配 ○ 4,783 4,638  145    918    918  18,047  10,018  7,825  204    10 江 浦 

○ 配 ○ 6,030  5,761  269    1,046  24  1,022  18,385  7,420  8,843  2,122    11 角 倉 

○ 配 ○ 5,029  4,823  206    890    890  31,930  13,116  14,583  4,231    12 向 井 

○ ○ ○ 3,778  3,659  119    1,156  1,156    26,279  8,618  9,058  8,603    13 小 月 

○ ○ ○ 4,481  4,216  92 173  814    814  19,686 9,033 9,315  1,338    14 清 末 

○ ○ ○ 4,499  4,258  241   981  981    18,538 7,553  9,731 1,254    15 王 司 

○ ○ ○ 8,772  8,606  157   1,404    1,404  29,261  20,743  8,518      16 豊 浦 

○ ○ ○ 5,658  5,574  84    1,123    1,123  29,844  10,369  12,931  6,544    17 勝 山 

○ ○ ○ 6,540  5,400  1,140    1,181    1,181  24,071  9,501  12,762  1,808    18 川 中 

○ ○ ○ 6,978  5,988  990    1,189    1,189  20,760  8,921  9,906  1,933  9，547 19 安 岡 

○ ○ ○ 3,971  3,901  70    980    980  24,810  8,164  12,319  4,327    20 吉 見 

○ 配 ○ 1,961  1,843  118    868    868  11,517  5,349  6,168      21 吉 母 

○ ○ ○ 322    322    761    761  8,637  1,571  4,902  2,164    22 蓋 井 

○ ○ ○ 1,924  1,820  33  71  868    868  15,285  4,653  10,632      23 吉 田 

○ ○ ○ 2,782  2,741  41    906  906    17,861  7,386  8,739  1,736    24 王 喜 

○ ○ ○ 2,233  2,188  45    881    881  13,323  6,657  6,018  648    25 内 日 

○ ○ ○ 5,772  5,697  75    811    811  17,902  6,946  8,798  2,158    26 山の 田 

○ ○ ○ 5,313  5,165  148    788    788  17,018  6,005  9,822  1,191    27 川中西 

○ ○ ○ 6,319  6,248  71    1,011    1,011  27,104  9,928  12,728  4,448    28 垢 田 

○ ○ ○ 7,335  7,250  85    1,131    1,131  30,014  10,878  10,932  8,204    29 長 府 

○ ○ ○ 5,900 5,900      1,018    1,018  32,475  11,110  12,200  9,165  204  30 一の 宮 

○ ○ ○ 6,051  5,990  61    1,015  1,015    31,042  11,935  11,740  7,367    31 熊 野 

○ ○ ○ 3,351  2,712  620  19  648    648  21,195  10,336  8,863  1,996    32 豊 東 

○ ○ ○ 2,799  2,769  30    544    544  17,131  5,916  6,546  4,669    33 岡 枝 

○ ○ ○ 2,011  1,686  69  256  525    525  19,664  5,730 8,699  5,235    34 楢 崎 

○ 配 ○ 3,076  3,037  3  36  694    694  14,331  7,680 6,008  643    35 西 市 

○ 配 ○ 1,696  1,665    31  680  680    15,966  7,153  8,813      36 豊田下 

○ 配  2,087  2,037    50  785  785    19,699  8,380  11,319      37 室 津 

○ 配  4,062 3,972  75  15  561    561  16,216  4,685  11,375  156    38 誠 意 

○ 配 ○ 4,169  3,945  116  108  911    911  22,290  9,993  12,297      39 川 棚 

○ 配  3,144  3,098  13  33  607  607    14,632  7,809  5,835  988    40 小 串 

○ ○ ○ 2,542  2,480    62  779  779    11,772  4,773  6,269  730    41 宇 賀 

○ 配 ○ 3,071  3,016  50  5  794  794    25,552  9,025  13,244  3,283    42 豊   北 

○有の意味（配は、給食配膳室のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 5 月 1 日現在 

 



（教育委員会） 

 

２８８ 

４．中学校 

 

（ ）は会計年度任用職員、外数 

○有の意味（配は、給食配膳室のみ） 

 

 

５．高等学校 
 下関商業高等学校（下関市後田町四丁目 11-1） 

区 分 生徒 学級 

保有教室 保

健

室 

食

堂 

水
泳
プ
ー
ル 

校 

普
通 

特
別 

校舎保有面積 

総数 鉄筋 鉄骨 木造 

令和３年度 476(2) 15(1) 24 11 1 1 1 12,840 12,641 93 106 

令和４年度 473   15   24 11 1 １ 

 
1 12,840 12,641 93 106 

（ ）は定時制、外数 
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級
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事務職員 
養護教諭 栄

養

教

諭 

栄

養

士 

校

務

技

士 

学
校
給
食
調
理
員 

保有教室 

区  分 所  在  地 (養護士) 普

通 
特

別 

多

目

的 

     総数 男 女 県 市 県 市 

令和３年度  198 54 5,910 3,075 2,835 459 27  22  6 1 10(12) 14(7) 283 446 20 

令和４年度  194 55 5,815 3,038 2,777 443 27  22  6 1 9(13) 14(7) 263 459 23 

1 日 新 上田中町一丁目15-1 10 2 298 149 149 25  1   1      （1)  12 27   

2 向 洋 向洋町一丁目14-1 6 2 138 69 69 16 1   1      1  9  23   

3 文 洋 上新地町五丁目6-1 7 2 128 79 49 18  1   1      1  9 39   

4 名 陵 丸山町一丁目13-3 4 2 112 65 47 14  1   1      1  10 16 1    

5 東 部 清末陣屋5-10 17 4 568 290 278 35  1   1   1   （1) 2（2) 22 22   

6 長 府 長府逢坂町3-1 13 3 449 233 216 27  1   1   1    1 2（1) 16  20   

7 勝 山 秋根上町二丁目5-1 17 4 575 324 251 36  2   1   1   1  3（1) 21  15  2  

8 川 中 伊倉新町四丁目6-1 20 5 686 342 344 42  5   2   1 1 （1)  23  55    

9 安 岡 安岡町四丁目2-1 12 3 380 199 181 27  1   1   1    1 2（1) 18  16 2  

10 吉 見 永田本町一丁目3-10 3 0 78 48 30 8  1   1      1  1（1) 3 12 3 

11 彦 島 彦島江の浦町二丁目25-1 12 4 389 188 201 29  1   1      1  16  25   

12 玄 洋 彦島本村町二丁目8-1 6 1 133 66 67 14 1   1      （1)  8  27  

13 木屋川 木屋川南町二丁目660 4 3 97 46 51 12  1   1      （1)  1 9  10    

14 内 日 大字内日下字福寿庵1196-2 3 1 12 4 8 8  1        （1)  4  7  1  

15 山の田 山の田本町8-1 14 4 430 228 202 30  1   1      1  18  20    

16 垢 田 大字垢田字笹原1127-6 12 2 358 191 167 23  1   1      （1)  14  24    

17 長 成 長府日の出町4-1 6 3 212 112 100 16  1   1      （1)  9  20  4  

18 菊 川 菊川町大字下岡枝字上室屋1-2 7 2 200 102 98 15  1   1      （1)  3（1) 9 15    

19 豊 田 豊田町大字矢田字鎮守434 3 2 90 50 40 10  1   1      （1)  7  12    

20 豊 洋 豊浦町大字黒井字馬神10724-1 5 2 120  65 55 12  1   1     （1)  7  13   1 

21 夢が丘 豊浦町大字小串字夢が丘10145 8 2 249 125 124 15  1   1      （1)  12  15  4  

22 豊 北 豊北町大字滝部字幸神1244-36 5 2 113 63 50 11  1   1   1   （1)  7  26  5  



（教育委員会） 
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保

健

室 

給

食

室 

水

泳

プ

ー

ル 

武

道

場 

校舎等 用地     

校舎保有面積 屋内運動場保有面積 面積 
左の内 

借 地 

区  分 

総数 鉄筋 鉄骨 木造 総数 鉄筋 鉄骨 総数 建物敷地 屋外運動場 その他     

22  22  20  17  126,510  120,835 5,604 71 22,341 9,424 12,917 782,933 243,848 277,554 261,531 20,146 令和３年度 

22  22  20  17  126,510  120,835 5,604 71 22,341 9,424 12,917 782,933 243,848 277,554 261,531 20,146 令和４年度 

○ 配 ○ ○ 6,683  6,368  315    812  812    33,695  8,355  7,957  17,383    1 日 新 

○ 配 ○ ○ 5,771  5,376  395    1,192  1,192    30,529  13,250  12,340  4,939  17,258  2 向 洋 

○ 配 ○ ○ 7,450  6,925  525    749  749    25,490  12,248 7,803  5,439  2,888  3 文 洋 

○ 配 ○ ○ 5,038  4,946  92    758  758    16,391  7,299  8,016  1,076    4 名 陵 

○ ○ ○ ○ 6,299  6,194  105    819  819    73,459  12,331  13,118  48,010    5 東 部 

○ ○ ○ ○ 6,843  6,315  528    1,026    1,026  57,236  12,519  15,171  29,546    6 長 府 

○ ○ ○ ○ 6,858  6,806  52    961    961  29,899  11,510  10,694  7,695    7 勝 山 

○ 配 ○ ○ 12,131  12,131      2,299  133  2,166  33,753  19,553  14,200      8 川 中 

○ ○ ○ ○ 6,212  5,555  657    1,019    1,019  34,816  12,251  16,299  6,266    9 安 岡 

○ ○ ○ ○ 3,401  3,208  193    994    994  26,753  10,472  14,832  1,449    10 吉 見 

○ 配 ○ ○ 7,322  6,737  585    817  817    37,778  10,785  16,491  10,502    11 彦 島 

○ 配 ○ ○ 6,233  5,606  627    1,130    1,130  46,640  12,069  15,768  18,803    12 玄 洋 

○ ○ ○ ○ 3,097  3,002  95    602    602  20,743  7,157  10,435  3,151    13 木 屋 川 

○ 配 ○  1,928  1,864  64    776    776  12,611  5,750  6,541  320    14 内 日 

○ 配 ○ ○ 6,530  6,368  162    985    985  20,761  9,116  10,254  1,391    15 山 の 田 

○ 配 ○ ○ 6,464  6,022  442    1,234    1,234  33,053  12,000  15,000  6,053    16 垢 田 

○ 配 ○ ○ 5,549  5,491  58    1,178  1,178    35,095  8,864  15,910  10,321    17 長 成 

○ ○   3,234  2,664  543  27  1,426    1,426  26,465 11,341  15,124      18 菊 川 

○ 配 ○  2,919  2,813  62  44  1,123  1,123    25,538 11,437  13,859 242    19 豊 田 

○ 配 ○  3,441  3,337  104    676  78  598  19,928  6,302  9,997  3,629    20 豊 洋 

○ 配   5,580  5,580            23,423  5,611  11,500  6,312    21 夢 が 丘 

○ 配 ○ ○ 7,527  7,527      1,765  1,765    118,877  23,628  16,245  79,004    22 豊 北 

○有の意味（配は、給食配膳室のみ） 
 
 

 

 

 舎          等 用                      地 

区 分 屋内運動場保有面積 面              積 左の内 

借 地 総数 鉄筋 総数 建物敷地 屋外運動場 その他 

5,579 5,579 44,400 9,605 31,571 3,224 0 令和３年度 

5,579 5,579 44,400 9,605 31,571 3,224 0 令和４年度 

 

 

 

 

 

 

各年 5月 1日現在（単位：人、学級、室、㎡） 

令和 4 年 5 月 1 日現在 

 



２９０ 

 


	文教厚生編
	福祉部
	福祉政策課
	生活支援課
	長寿支援課
	障害者支援課
	保険年金課
	介護保険課

	こども未来部
	子育て政策課
	幼児保育課
	こども家庭支援課

	保健部
	保健医療政策課
	地域医療課
	生活衛生課
	試験検査課
	健康推進課
	動物愛護管理センター
	豊田中央病院

	教育委員会
	教育政策課
	学校教育課
	教育研修課
	学校支援課
	学校保健給食課
	生涯学習課
	文化財保護課
	菊川教育支所
	豊田教育支所
	豊浦教育支所
	豊北教育支所
	教育機関等
	公民館一覧
	下関市生涯学習プラザ
	図書館
	美術館
	歴史博物館
	分館 日清講和記念館
	東行記念館
	考古博物館
	生涯学習センター
	土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム
	烏山民俗資料館
	豊北歴史民俗資料館

	市立学校一覧




